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内容梗概 
 環境負荷が低く，燃料枯渇の懸念が無い発電方式として核融合プラズマを用いた発
電方式が提案されており，その実用化が期待されている．核融合プラズマ発電炉の実
用化とその普及には未だに幾つかの問題点があり，とりわけその経済性は発電炉とし
て普及する上で避けられない課題である．現在，核融合プラズマ発電炉の方式として，
プラズマを環状に閉じ込める磁場閉じ込めトカマク方式が最も実用化に近く，核融合
反応による入出力エネルギー比が 1 を超える装置も存在している．このトカマク方式
に対して，低アスペクト比(プラズマ大半径/小半径)でかつ高ベータ(プラズマ圧力/磁
場圧力)である球状トーラス(Spherical Torus：ST)磁場配位による閉じ込め方式が提案さ
れ，国内外で研究が活発に行われている． 
 ST プラズマは高い閉じ込め効率で装置構造の小型化が期待できるプラズマ閉じ込
め方式であるが，トカマクプラズマの中心領域を小さくする事で装置の小型化を図る
為にプラズマ電流の立上げに必要なセンターソレノイドコイルの磁束が十分取れず，
プラズマ電流の駆動・維持が課題となっている．この解決策の一つとして，同軸ヘリ
シティ入射(Coaxial Helicity Injection：CHI)による ST プラズマの電流立上げ・維持が提
案されている．CHI はこれまでにその有用性の実証や電流駆動と閉じ込め性能の関係
性，プラズマの磁場配位や温度・密度の特性，電磁流体力学(Magnetohydrodynamic：
MHD)的な不安定性と緩和現象の発生メカニズム等の探求が行われてきた． 
 本研究は，外部磁場を変化させる事で CHI による高効率なプラズマ生成の条件や生
成される ST プラズマの平衡配位や MHD 不安定性，磁気ヘリシティの保存，イオン
加熱等の物理現象の観測・解明を目的として行われた．特に，イオン温度計測に関し
て，多点同時計測の可能なイオンドップラー分光計測システムの開発を行い，イオン
温度の空間分布形成やイオン加熱に関する物理現象の観測・解明を行った． 
 本研究により，CHI 方式による ST プラズマの生成と維持過程におけるプラズマ内
部磁場の詳細な構造が明らかになり，磁気リコネクションによる閉じた磁束の形成や
磁気ヘリシティの保存性等の CHI の基礎的機構を検証する事ができた．更に，外部磁
場の大きさにより電流密度分布が変化する事で発生する MHD 不安定性と電子温度・
密度，イオン温度の空間分布特性との関係性を調べる事で，不安定性の原因とイオン
の加熱機構に関する新たな知見が得られた．本論文はこれらを以下に示す各章にまと
めた． 
 第 1 章では序論として，本研究の背景や目的について述べる． 
 第 2章ではCHIによる電流駆動や磁気ヘリシティ入射に関する理論について述べる． 
 第 3章では研究対象となる STプラズマを生成・維持するHIST装置について述べる．
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また，HIST 装置に設置されている各計測機器についても述べる． 
 第 4 章ではプラズマの発光スペクトルのドップラー広がり・シフトからイオン温
度・フローを計測するドップラー分光計測システムについて述べる．本研究ではパル
スプラズマに対して一般的に使用されている多チャンネル光電子増倍管を用いた単点
でのドップラー分光計測に加え，新たに高速カメラを用いた多点ドップラー分光計測
システムの開発を行った．本章では開発した多点ドップラー分光計測システムの概要
とその性能評価について述べ，HIST 装置と米国ワシントン大学の HIT-SI3 装置に適用
した結果について述べる． 
 第 5 章では ST プラズマの電流立上げの為に行ったトランジェント CHI 実験の結果
及び考察を述べる．この実験では外部磁場を変化させた際のプラズマ断面全体の内部
磁場計測及び第 4 章で開発した多点ドップラー分光計測を行った．内部磁場計測によ
り，ST プラズマの生成過程における磁気リコネクションの観測や外部磁場の変化によ
る MHD 不安定性の発生によって ST プラズマの軸対称性が崩れる事を明らかにした．
多点ドップラー分光計測から，ST プラズマの生成初期において，ST プラズマの内側
周辺部で高いイオン温度を持つ径方向分布が得られた．また，プラズマ生成過程にお
けるヘリシティバランスの評価についても述べる． 
 第 6 章では ST プラズマの準定常維持の為の新たな方法として提唱されているマル
チパルス CHI の初期実験として，ダブルパルス CHI 実験の結果及び考察を述べる．
CHI を繰り返す事で ST プラズマの放電時間が伸長し，プラズマ電流の増加が観測さ
れた．また，単点ドップラー分光計測によって CHI によるイオンの選択的加熱の存在
が明らかになった．更に，プラズマの MHD 安定性，イオン加熱に寄与するフローに
関する考察を述べる． 
 第 7 章では本論文全体の総括を述べる．
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第1章 序論 
1.1 エネルギー問題と核融合発電 
 人類とエネルギーの関係は長い歴史を持つ．それは人類が火を使い始めた事に始ま
り，それ以降，エネルギーは我々の生活を豊かにしてきた．エネルギーの消費量は人
類の発展と共に増加し，火を熾す為に森林が伐採され，砂漠化に伴って文明が滅ぶ事
もあった．エネルギー消費による森林破壊によって壊滅的な環境破壊を行ってきた人
類は 18 世紀の産業革命によってエネルギー源を再生可能エネルギーである木から化
石燃料である石炭へ移行させた．更に，第二次世界大戦以降，主要なエネルギー源は
石油に推移し始め，天然ガスを含めた化石燃料が現在のエネルギー源の大半を占める．
2012 年の統計において，化石燃料は一次エネルギー消費量の 82%を占め，我が国にお
いてその割合は 90%を超え，その割合は年々高くなっている[1,2]．図 1.1 に我が国に
おける一次エネルギー源の供給量の推移を示す．我が国においては 1960 年代に急激に
エネルギー需要が高まり，それに伴ってエネルギー供給量も増加してきた．1990 年代
以降，国内におけるエネルギー供給量の増加は鈍化し，近年では前年度に対して減少
する年もある．一方で世界に目を向けると，特にアジア諸国においてエネルギー需要
が高まっており，国内ではエネルギー需要の変化が少ない 1990 年と比較してもおよそ
1.5 倍になっている． 
 化石燃料は可採年数が有限であり，石油が 53.3 年，天然ガスが 54.8 年，石炭が 113
年とされている[1]．しかし，これらの年数は 2013 年に確認されている埋蔵量と予測
されている年産量からの予測であり，シェールガス等，近年採掘可能となった化石燃
料を含めると化石燃料の可採年数は予測が困難である．また，エネルギー需要に対す
る年産の供給が不足するオイルピーク論もあり[3]，化石燃料の可採年数に関わらず化
石燃料が不足する場合もある． 
 電力消費は我が国においては 2004 年頃から発受電電力量が飽和傾向であるが，世界
においてはリーマンショックの起こった 2008 年を除けばその消費量は 2000 年以降，
平均 3.4%ずつ増加している．発電設備を電源別に見ると，2012 年において火力発電
が発電電力量の 68%を占め，特に石炭を用いた火力発電が 40%と最も高い割合であっ
た[1]．1970 年代の石油危機の影響から，石油代替エネルギーとして開発が促進された
原子力発電は 11%の割合を占めた．我が国においては 2011 年の東日本大震災以降，
原子力発電の発電量は減少傾向にあるが，世界規模で見ると今後も増加するし，2040 
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図 1.1 日本の一次エネルギー源の供給量の推移(文献[2]図表 40 より転載) 
年には発電量が 2 倍になる見込みである[4]．しかし，原子力発電の燃料となるウラン
の可採年数は 2013 年の確認埋蔵量と需要量から見積もると 70 年程度であり，資源が
豊富にあるとは言い難い[1]．また，京都議定書の採択を受けた温室効果ガスの排出削
減を目指して太陽光発電や風力発電といった新しい再生可能エネルギーの開発が積極
的に行われているが，従来の火力・原子力発電に比べ単位発電電力量当りの値段が高
く，必要な敷地面積も広い必要がある．その為，燃料枯渇や温室効果ガスの削減以上
にコスト高による投資力不足や用地開発による環境破壊に繋がる可能性がある[5]．ま
た，自然条件に左右される新しい再生可能エネルギーの発電量が増加すると，安定し
た電力を供給する為にはより多くの電力を保存する為の設備が必要となり，更にコス
トが必要となる恐れがある．これらの問題を解決する為には現在実用化されている発
電方式を上手く組み合わせ，各国や地域に合わせた最適な組み合わせの下，可能な限
り低コスト・低環境負荷・安全な電力供給に努める必要がある．更に，資源の枯渇可
能性の低い(可採年数の長い)資源を用いた高出力の可能な発電方式の開発・改良が必
要である．その中の 1 つの選択肢として核融合反応を用いた核融合プラズマ発電は有
力な発電方法として期待され，実用化に向けた研究が行われている． 
 質量の小さい原子核が衝突して，質量の大きい原子核を作る反応を核融合反応と言
う．核融合反応の前後において原子の総質量は保存されず，反応後の原子核の総質量
の方がわずかに小さい．相対性理論によれば，この質量欠損m に相当する(m)c2 の
エネルギーが放出される． 
 現在，核融合反応に利用可能な元素として重水素(D)，三重水素(T)，ヘリウム 3(He3)
を用いた核融合反応が考えられており，以下にその反応式を示す[6]． 
(1)  D + D → T (1.01 MeV) + p(3.03 MeV) 
(2)  D + D → He3 (0.82 MeV) + n(2.45 MeV) 
(3)  D + T → He4 (3.52 MeV) + n(14.06 MeV) 
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(4)  D + He3 → He4 (3.67 MeV) + p(14.67 MeV) 
ここで p，n はそれぞれ陽子と中性子である．また，三重水素は自然界には存在しない
が，リチウム(Li)の核反応により三重水素の生成が可能である．リチウムから三重水
素を生成する核融合反応は， 
(5)  Li6 + n → T + He4 + 4.8 MeV 
(6)  Li7 + n(2.5 MeV) → T + He4 + n 
で表される． 
 核融合反応によるエネルギー放出は 1951 年の水素爆弾の実験によって実証され，制
御熱核融合に関する研究は 1958年 9月にジュネーブで行われた第 2回原子力平和利用
国際会議を機に核融合研究の国際協力と競争が始まった．この中で最も核融合反応の
起きやすい重水素と三重水素の D-T 反応(図 1.2 参照)を用いた核融合発電が現在実用
化に最も近いとされている[6]． 
 核融合炉において 1 g の燃料を D-T 反応させて得られるエネルギーは石油 8000 kg
を燃焼させたエネルギーと同程度である．D-T 反応に用いられる重水素 D は海水中に
0.015%程度の割合で含まれている．また，三重水素 T の生成に用いられるリチウムは
海水中に 170 × 10-9の存在比で存在する．つまり，1 m3の海水中に重水素とリチウム
はそれぞれ 33 g，0.2 g 含まれており，海水からの回収が容易な資源の一つとされてい
る[6–8]． 
 核融合は，反応が起こしにくいため制御に失敗しても反応が起こり過ぎる事がなく，
万一の場合においても核融合反応が止まり，三重水素や中性子の発生が抑えられる．
D-T 反応の燃料である三重水素は放射性を持ち，核融合反応により生成される中性子
は放射線の一種である．その為，放射線の閉じ込めを多重にし，回収・除去する装置
を取り付ける等の対策を行う必要がある．図 1.3 に現行の原子力発電(軽水炉)，核融
合発電，石炭火力発電を行った際の潜在的な放射線リスクの比較を示す[9]．三重水素
の毒性は同じ出力の原子力発電所の 100 分の 1 以下とされ，中性子は寿命が短く容易 
 
 
図 1.2 D-T 反応[7] 
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に遮蔽が可能である．また，現行の原子力発電で使用されているウランの様に超長期
間管理の必要な高レベルで長寿命の放射性廃棄物の排出が無い事も重要な特徴である．
核融合発電において発生する放射線リスクは発電所の運転終了後 1年で 10分の 1にな
り，100 年後には 100 万分の 1 になる[3,9]． 
 核融合を行う為には高温・高密度の条件下で燃料を閉じ込める必要があり，燃料は
プラズマ化される．高温プラズマの閉じ込めには磁場閉じ込め方式と慣性閉じ込め方
式がある[6]．磁場閉じ込め方式はプラズマを構成する電子とイオンが磁力線に巻きつ
く性質を利用してプラズマを閉じ込めており，螺旋状の磁場を作る事でプラズマを環
状に安定的に閉じ込める事ができる．図 1.6(a)に示すトカマク方式ではトロイダル方
向(環の周方向)に磁場と電流を印加することで螺旋状の磁場を生成し，プラズマを閉
じ込める．この時，トロイダル方向の電流はプラズマ自身の電流であり，これによっ
てプラズマ断面の周方向であるポロイダル方向の磁場が形成される． 
 現在，トカマク方式は核融合炉の実現に最も近い閉じ込め方式であり，核融合反応
によって得たエネルギーと外部から投入するエネルギーの比が 1 を上回る装置も存在
する[3]．このトカマク方式を用いた核融合発電炉の開発を目指して，国際熱核融合実
験炉(International Thermonuclear Experimental Reactor：ITER，図 1.4)の開発が日本をは
じめ，欧州，米国，ロシア，中国，韓国，インドを拠点とした各国の協力の下で行わ
れている．ITER 計画は核融合プラズマ閉じ込め装置の工学的技術の確立を踏まえ，ト
カマクプラズマの定常維持と自発的な核融合反応の両立を目指している[10]．ITER 装
置はフランスのサン・ポール・レ・デュランスにおいて建設中であり，2020 年に運転
を開始する予定である．ITER 装置やその補助的な大型トカマク装置と位置付けられて 
 
 
図 1.3 発電方式による潜在的放射線リスクの比較(文献[9]図 1.3.3—2 より転載) 
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いる JT60-SA 装置(日本，原子力研究開発機構)[11]の研究結果を基に核融合発電の実証
を行う原型炉(デモ炉)を開発し，実用プラントの開発を行う計画である[3]． 
 
 
図 1.4 国際熱核融合実験炉 ITER[10] 
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1.2 高ベータトーラス閉じ込めプラズマ 
 核融合発電炉の実現・普及には未だに多くの課題が残っており，その中でも経済性
は重要な課題の一つである．経済性の高い核融合炉の指標として，プラズマと外部磁
場の圧力の比であるベータ値(値がある．値は，
 𝛽 =
𝑝
𝐵0
2 2𝜇0⁄
 (1.1) 
から求められる．ここで，p はプラズマの圧力であり，B0は外部磁場，0は真空の透
磁率である．値は外部磁場に対してプラズマ閉じ込め効率を表す指標となっており
[6]，核融合炉の小型化と高ベータ化の両立はトカマクプラズマを低アスペクト比化す
る事で実現可能である． 
 プラズマのアスペクト比 Aはプラズマ閉じ込め装置の中心からプラズマの中心まで
の距離(大半径)R とプラズマの半径(小半径)a の比(A = R/a)で決まり，その模式図を図 
1.5 に示す．小型の核融合炉の実現が可能な低アスペクト比(A < 2)プラズマはコンパク
トトーラスと呼ばれ，逆磁場配位(Field Reversed Configuration：FRC)やスフェロマック
が代表例として挙げられる．これらの閉じ込め方式は核融合炉設計の観点から，炉心
プラズマの形体追求として生まれた物であり，核融合プラズマの内部に構造物を有し
ないプラズマ閉じ込め方式である[12]．また，球状トーラス(Spherical Torus：ST)プラ
ズマは広義には環状閉じ込めプラズマの内，低アスペクト比のプラズマで全体的に球
状なプラズマ構造のプラズマを指し，球状トカマクや球状スフェロマック，球状 FRC
を含む[13]．本論文においては低アスペクト比なトカマクプラズマを球状トーラス(ST)
プラズマとする．図 1.6 にトカマクとスフェロマック，ST のプラズマ形状の概観を示
す．スフェロマック及び ST の磁場構造等の特徴は 1.2.1 項，1.2.2 項に示すが，トカマ
クとの比較として ST は中心領域が小さくなった物であり，スフェロマックは更に外
部トロイダル磁場を取り除いた構造となっている．近年の大型トカマク装置において
も ST には及ばないが低アスペクト比化が行われており，ITER 装置と JT60-SA 装置の
アスペクト比はそれぞれ 3.1(大半径 6.2 m/小半径 2.0 m)，2.5(大半径 2.97 m/小半径 1.18 
m)である[3,10,11]． 
1.2.1 スフェロマックプラズマ 
 スフェロマックプラズマはトロイダル磁場コイルを用いない球状の軸対称トーラス
プラズマでありトーラスの中心に構造物を有しない事から，小型で経済的な核融合炉
の実現に向けて期待されている[14]．スフェロマックはプラズマ自身の電流によって
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トロイダル磁場を生成することで螺旋状の磁場を形成し，プラズマを閉じ込める．こ
の磁場配位は 1950 年代後半の核融合研究初期から理論的に研究され始め，1960 年代
には実験が行われている[15]．スフェロマックの装置及び磁場配位を図 1.7 に示す． 
 スフェロマックプラズマは研究初期においては CTCC-I装置(日本，大阪大学)[16] や
CTX 装置(米国，ロスアラモス国立研究所)[17,18]等で研究が行われていた．何れの装
置においても磁化同軸プラズマガン(Magnetized Coaxial Plasma Gun：MCPG)によるプ 
 
 
図 1.5 アスペクト比の定義 
 
 
  
(a) トカマク (b) スフェロマック (c) 球状トーラス 
図 1.6 種々のプラズマ閉じ込め方式 
 
 
(a) スフェロマック装置 
 
(b) スフェロマックの磁場配位 
図 1.7 スフェロマック装置と磁場配位(文献[15]図 1,3 より転載) 
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ラズマ生成を行っており，CTCC-I 装置においてはプラズマ磁束閉じ込め領域(Flux 
conserver：FC)内にチタンコーティングを行う事で FC内の不純物抑制に成功している．
また，FC 中心部に導体棒を挿入する事で大半径軸付近における磁場勾配(磁気シアー)
の制御が行える事を見出した[16]．一方で，CTX 装置ではスフェロマック生成におけ
る磁気ヘリシティバランスの評価が行われた[17]．また，2 ms のプラズマ減衰時間を
持つプラズマに対して 400 eV の炭素不純物イオンのドップラーイオン温度が観測さ
れ(図 1.8)，より小さな FC を用いた場合に電子温度が 100 eV から 400 eV に増加する
事を見出した[18]．その他，電極を用いないスフェロマック生成法としてトロイダル
コアを用いた誘導方式が S-1 装置(米国，プリンストン大学プラズマ物理研究所)にお
いて実施されていた．この方式においては生成されたスフェロマックの傾斜不安定性
の発生が問題とされていたが，サドルコイル等による垂直磁場の印加によってこの不
安定性の解消等が行われた[12,15]． 
 スフェロマック研究はその後，FACT 装置(日本，姫路工業大学(現 兵庫県立大
学))[19]において同軸ヘリシティ入射(Coaxial Helicity Injection：CHI，1.3 節，2.3 節に
詳細を記載)によるプラズマ維持と磁束増幅が行われ，TS-3 装置(日本，東京大学)[20]
においては 2 つのトーラスプラズマの合体によって一つの大きなスフェロマックを形
成する等，スフェロマックの維持や新たな電流立上げ方式に関する研究が行われてき
た．FACT 装置においてはプラズマの緩和過程においてプラズマガンに印加される電
圧の揺らぎとトロイダルモード n = 1 の位相周期が一致する事を見出した[19]．TS-3 
 
 
図 1.8 CTX 装置におけるドップラーイオン温度の観測(文献[18]図 2 より転載) 
上からトロイダル電流，酸素不純物の発光強度(OV：278.1 nm)， 
ドップラー広がりの温度，n = 1 キンクモードの回転 
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装置においては合体させる 2 つのトーラスプラズマのトロイダル磁場の向きを変える
事で合体後のプラズマの磁場配位を FRC とスフェロマックに任意に変更する事がで
きる．プラズマ合体によるスフェロマック生成においては，磁気リコネクションの発
生する X ポイント付近において，発生する電流シートの幅が FRC 生成時に比べ広く，
リコネクション速度が遅くなることが確認された[20]． 
 近年のスフェロマック研究においては SSPX 装置(米国，ローレンスリバモア国立研
究所)[21,22]や HIT-SI 装置(米国，ワシントン大学)[23–25]においてヘリシティ入射を用
いたスフェロマックプラズマの生成・維持に関する研究が行われている．SSPX 装置
においては，CHI を用いて 500 eV を超える電子温度を持つスフェロマック生成に成功
し[21]，1 MA 程度のプラズマ電流を得た[22]．HIT-SI 装置では対向する 2 つのヘリシ
ティインジェクターを用いて誘導的に磁気ヘリシティ入射を行っており[23]，入力電
流に対して 3 倍のプラズマ電流の生成を確認している．また，インジェクターの周波
数を変化させる事で線平均電子密度の制御が行える事を確認している[24]．更に，2014
年よりインジェクターを 3 つに増設した HIT-SI3 装置が運転されている[25]． 
1.2.2 球状トーラスプラズマ 
 スフェロマックは小型の核融合炉の設計が可能となるがプラズマの閉じ込めが劣化
するという短所を持つ．特にトロイダルモード n = 1 によるキンク不安定性は電流駆
動やプラズマ加熱が期待される一方で電流分布の集中により軸対称性が崩れるプラズ
マの不安定性を引き起こす．プラズマが安定化されているかどうかを調べる指標とし
て安全係数 q があり， 
 𝑞 =
𝑎𝐵𝑧
𝑅𝐵𝜃
 (1.2) 
で定義される．ここで a と R はプラズマの小半径，大半径であり，Bzと Bはプラズ
マ外部のポロイダル磁場とプラズマ表面のトロイダル磁場である．プラズマが安定で
あるとされるクルスカル－シャフラノフ条件は q > 1 である[6]．この条件を満たす為
に，スフェロマックの中心領域にトロイダル磁場コイルを設置し，大半径軸付近にお
いてトロイダル磁場による磁気シアーを形成し，プラズマを安定化させた閉じ込め構
造が ST である．図 1.9 にスフェロマック(SSPX 装置)，ST(NSTX 装置(米国，プリン
ストンプラズマ物理研究所)[26])及び RFP(MST 装置(米国，ウィスコンシン大学)[27])
のトロイダル磁場・ポロイダル磁場分布と安全係数分布を示す[28]．各装置は大半径・
小半径が異なるが，各プラズマ閉じ込め配位の特徴を持つ装置であり，横軸は各装置
の中心からの距離を示す．スフェロマックと RFP は磁気軸付近においてトロイダル磁 
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図 1.9 スフェロマック，ST，RFP の磁場分布と安全係数分布の比較 
(文献[28]図 1 より転載) 
 
場が大きくなる傾向があるが，ST は大半径軸に設置されたトロイダル磁場コイルによ
って大半径軸付近におけるトロイダル磁場が大きく，外に向かって小さくなる傾向が
ある．一方，ポロイダル磁場は磁気軸において 0 であり，その内外で極性が反転する．
この様に ST の磁場分布は大半径軸付近においてはトカマクの様に高い磁気シアーを
持ち，プラズマの外側端においてはスフェロマックの様な磁場分布となる．q 分布に
ついては，スフェロマックにおいては全体的に q < 1 であるが，ST においては磁気軸
付近においても q > 1 であり，クルスカル－シャフラノフ条件を満たしている． 
 1970 年代から 80 年代にかけて建設された大型トカマク装置の開発の延長として，
核融合炉の開発に向けた INTOR(INternational TOkamak Reactor)計画では，コストや中
性子による壁損傷，ダイバータ壁の熱負荷等の問題も指摘された．これらは今日に至
っても核融合炉実現の大きな問題となっている．核融合炉の実現という観点からも高
ベータ化による低コスト核融合を目指して ST が提案されている[29]． 
 ST 研究の初期では TS-3 装置や SPHEX 装置(英国，マンチェスター工科大学(現 マ
ンチェスター大学))[30]において，スフェロマックプラズマの中心領域にトロイダル磁
場コイルを設置する為の構造物が設置され(図 1.10)，スフェロマックにトロイダル磁
場を印加した実験が行われるようになった[20,30]．また，トカマクを低アスペクト比
化させたSTプラズマの生成実験がSTART装置(英国，カラム研究所)において行われ，
中性子ビーム入射(Neutral Beam Injection：NBI)によって駆動されたプラズマが 30%以
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上の値を記録した[31]．この結果は当時のトカマク装置の値の記録の 3 倍程度であ
り，高プラズマの生成可能な磁場構造として ST に注目が集まった．更に，TS-3 装置
において 80%を超える超高値なプラズマの生成が行われ(図 1.11)，世界中で積極的
に研究が行われる様になった[32]． 
 高ベータなプラズマ閉じ込め方式である ST によって小型で経済性の高い核融合炉
の可能性が示唆されてから，大型装置の開発も行われる様になった．特に米国の NSTX 
 
 
図 1.10 トロイダル磁場コイルを挿入したスフェロマック装置 SPHEX 
(文献[30]図 1 より転載) 
 
 
図 1.11 TS-3 装置，START 装置による値の記録(文献[32]図 3 より転載) 
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装置と英国のMAST装置(英国，カラム研究所)[33]は共にプラズマ電流が1 MAを超え，
H モードへの遷移も確認された中型トカマク並みの装置である．また，これらの装置
はトロイダル磁場コイルの磁束やNBIの入力エネルギーを増加させる等のアップグレ
ードによって 2 MA のプラズマ電流，5 秒間のプラズマ閉じ込めの実現を目指してい
る．2015 年には NSTX 装置のアップグレードが完了し，100 kA 以上のプラズマ電流
立上げを行い，実験を再開している[34]．一方，国内においては TS-3 装置，TS-4 装置
[35]，TST-2 装置[36](以上，東京大学)，LATE 装置(京都大学)[37]，HIST 装置(兵庫県
立大学)[38]等において ST プラズマの新たな電流立上げ方式や電流駆動時の物理現象
解明を中心とした研究が行われている．また，近年では QUEST 装置(九州大学)[39]に
おいて長時間のプラズマ維持や粒子制御実験が行われ，UTST 装置(東京大学)[40]にお
いて短パルスながら高プラズマの生成を行う等，将来の ST 核融合炉の可能性を広げ
る為の研究が行われている(図 1.12 参照)[41]． 
 これら実験を通した研究活動と並行して，ST 配位による核融合炉やそれを目指した
デモ炉の炉設計も行われている．商業炉としての核融合炉を考えた場合，経済性を考
慮すると必然的に炉が小型の ST やそれに近い低アスペクト比となる．VECTOR 炉[29]
は低アスペクト比化に伴う磁場の低下を考慮し，最適なアスペクト比が A = 2.3 として
設計された．また，可能な限り高いトロイダル磁場を得る為に高温超電導体コイルを
用い，誘導方式による電流立上げを行う装置中心部のソレノイドコイルを除去した．
この様な構造の炉は ITER 装置直後のデモ炉としては不確定な要素が多く非現実的で
ある．そこで，現行の技術で実現の可能性が高い SlimCS 炉[42]が考案された(図 1.13
参照)．SlimCS 炉は装置中心部に細いソレノイドコイルを持ち，これによって理想的
なプラズマ電流に対するプラズマ断面の三角度を容易に得る事が可能となる．また， 
 
 
図 1.12 全日本 ST 研究計画の戦略(文献[41]より転載) 
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核融合出力 P ~ 3 GW を得る為に，現実的なアスペクト比が A = 2.6 となっている[42]．
これらの炉設計の多くはトカマクで採用されているセンターソレノイドを用いた誘導
方式による電流立上げを用いない，非誘導な電流立上げを前提としている．表 1.1 に
主な ST 装置及びデモ炉，ITER 装置の性能を示す． 
 
 
 
図 1.13 SlimCS 炉の概念図(文献[42]図 3.12 より転載) 
 
表 1.1 ST 装置，デモ炉，ITER のパラメータ 
パラメータ 
ST 装置 デモ炉[29,42] 
ITER 
[3] 
HIST 
[38] 
NSTX 
[26] 
MAST 
[33] 
Vector SlimCS 
大半径 R[m] 0.3 0.86 0.85 3.2 5.5 6.2 
小半径 a[m] 0.24 0.66 0.58 1.4 2.1 2.0 
アスペクト比
A(= R/a) 
1.25 1.3 1.5 2.3 2.6 3.1 
プラズマ電流
Ip[MA] 
0.15 1 1.17 14 16.7 15 
トロイダル磁場
Bt[T] 
0.1 0.5 0.55 4.3 6 5.3 
核融合出力
P[GW] 
- - - 2.5 2.95 0.5 
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 核融合炉における非誘導電流立上げは大きく分けて， 
I. 初期プラズマ立ち上げ ：初期磁気面の形成 
II. 第 1 段ランプアップ ：NBI・高次高調波加熱 (High Harmonic Fast 
  Wave：HHFW)による電流駆動・加熱 
III. 第 2 段ランプアップ ：核燃焼の開始まで 
の 3 つのステップに分けて考えられている(図 1.14)[43]．現在，国内外で行われてい
る小型装置による ST 電流立上げにおいてはステップ I，II に相当し，改良後の NSTX-U
装置や MAST-U 装置においてステップ III を含んだ非誘導電流立上げを目指す． 
 非誘導な電流立上げ方式として，高周波を用いた電子サイクロトロン共鳴加熱
(Electron Cyclotron Heating：ECH)やプラズマ合体，CHI の三種類が有力な電流立ち上
げ方式として注目されている．ECH は LATE 装置や TST-2 装置といった小型 ST から
中型の QUEST 装置，MAST 装置において採用されている．また，プラズマ合体は
TS-3/TS-4 装置，UTST 装置で採用されており，近年では MAST 装置にも適用され，
100 eV 以上の電子・イオン温度の加熱に成功している[44]．CHI は HIT/HIT-II 装置(米
国，ワシントン大学)[45]や HIST 装置，NSTX 装置において適用されており，NSTX 装
置において CHI よる 300 kA の電流立上げに成功している[46]．これらの非誘導方式に
よる電流立ち上げ方式の内，本研究では CHI を用いた電流立上げを行っており，次節
及び 2.3 節にてその詳細を述べる． 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.14 非誘導電流立上げのイメージ 
時間
プラズマ電流
Step III
Step II
Step I CHIやECHによる電流立上げ
NBI・HHFWによ
る電流駆動・加熱
NBI・ブートストラップ電流
による電流駆動・加熱
第 1 章 序論 
 
15 
1.3 同軸ヘリシティ入射による電流駆動 
 同軸ヘリシティ入射(Coaxial Helicity Injection：CHI)はスフェロマックの生成と維持
を目的として 1980 年代に T. R. Jarboe によって実施された非誘導な電流立上げ方式で
ある[47]．この方式をトカマクに適用する場合，プラズマ閉じ込め領域の両端に絶縁
物の設置が必要であるが，電流立上げ時のソレノイドコイルの設置が不要となり，ST
による小型な核融合炉の開発が期待できる[48]． 
 CHI によって形成されるプラズマは，ヘリシティインジェクターで生成された初期
プラズマが磁気リコネクションによって X ポイントを形成し，図 1.10 に示す様にポ
ロイダル磁束等高線が開いた領域と閉じた領域を持つ．ヘリシティインジェクターか
らの入射電流は開いた磁束領域に流れる為，平衡状態における J/B はホローな分布と
なる．また，ヘリシティインジェクターは同軸円筒の電極を用いる為に不純物の流入
が避けられない点も特徴である．CHI を用いて生成されたトカマクや ST プラズマは
以下のような特徴を持つと考えられる[48]． 
I. ヘリシティバランスが正確であり，ヘリシティはプラズマの抵抗によって
減衰する． 
II. トロイダル磁場コイルによって生成されるトロイダル磁場 Bt はプラズマ
電流が作る磁場よりも十分大きい． 
III. ピンチパラメータ = 0J / B は全体的に一定であり，J と B はほとんど平
行である． 
IV. トロイダル磁束は磁気軸上の磁場の大きさのb2 倍であり，b は磁気軸の
径である． 
V. ヘリシティインジェクターは電流の大きさを定める為の電流調整器の様
な役割を果たし，初期ポロイダル磁束を引き伸ばし，X ポイントを形成す
る為に必要である． 
 ヘリシティ入射による電流駆動法は，図 1.15 に示す様に電流立上げに着目した方法
と定常維持を目指した方法がある．ヘリシティ入射による電流立上げには CHI を用い
たトランジェント CHI(Transient-CHI：T-CHI)[49]と局所的なヘリシティ入射(Local 
Helicity Injection：LHI)[50]があり，図 1.16 にその概要を示す．T-CHI はヘリシティイ
ンジェクター内における初期プラズマの形成とプラズマ閉じ込め領域内における ST
配位の形成が可能であり，HIT-II 装置において初めて実施され，NSTX 装置や HIST 装
置にも適用されている．NSTX 装置においては従来のセンターソレノイドを用いた誘
導方式(Ohmic Heating：OH)との複合放電も行われており，CHI と OH を組合せること
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で 258 mWb のセンターソレノイド磁束で 132 ms の間に 1 MA までのプラズマ電流立
上げに成功している．OH 方式のみの場合，1 MA のプラズマ電流を立ち上げる為には
396 mWb の磁束が必要であり，35%のソレノイド磁束の節約に成功した事になる．ま
た，CHI を用いるとプラズマ電流の立ち上がり時間も早く，1 MA に到達した 132 ms
の時に OH のみでは 0.7 MA のプラズマ電流しか得る事ができなかった(図 1.17)[49]．
更に，近年では QUEST 装置においても CHI 実験が予定され，長パルスプラズマの初
期生成として ECH との複合的な電流駆動が期待されている．また，局所的にヘリシ
ティ入射を行う事でプラズマ電流を生成する方法もあり，Pegasus 装置(米国，ウィス
コンシン大学)[50]において実施されている． 
 定常維持を目指したヘリシティ入射として提案されたCHIは生成プラズマの開いた
磁束領域に電流を入射する事でプラズマ電流を駆動させ，J. B. Taylor の緩和モデル(2.2 
 
 
図 1.15 ヘリシティ入射電流駆動の方式 
 
 
(a) トランジェント CHI 
(文献[49]図 1 より転載) 
 
(b) 局所的ヘリシティ入射 
(文献[50]図 1 より転載) 
図 1.16 ヘリシティ入射による電流立ち上げの概要(文献[49,50]より転載) 
ヘリシティ入射電流駆動
定常維持非誘導な電流立上げ
同軸ヘリシティ入射(CHI)
HIT-II, HIST, NSTX, SSPX
局所的ヘリシティ入射(LHI)
Pegasus
定常誘導ヘリシティ入射(SIHI)
HIT-SI, HIT-SI3
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節参照)[51]に従ってプラズマが抵抗減衰する．また，CHI の繰り返しによるプラズマ
の準定常維持としてマルチパルス CHI(Multi-pulsing CHI：M-CHI)[52]が SSPX 装置に
おいて提案され，CHI の繰り返しによって電流駆動過程と閉じ込め状態の良い抵抗減
衰過程が繰り返される事を見出した(図 1.18)[21]．定常誘導ヘリシティ入射(Steady 
Inductive Helicity Injection：SIHI)[23,24,53]は磁束の開いた領域に対して定周期の磁束を
定常的・誘導的に入射する方法であり，T. R. Jarboe によって提案された．SIHI は閉じ
た磁束領域表面上に発生させる電子フローのシアーによる磁気揺動によって電流を駆
動させる(図 1.19)[53]． 
 
 
図 1.17 NSTX 装置における CHI と OH を組み合わせた電流立上げの比較 
(文献[49]図 2 より転載) 
 
 
図 1.18 SSPX 装置における M-CHI 放電(文献[21]図 11 より転載) 
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図 1.19 SIHI による電流駆動の概念図(文献[53]図 4 より転載) 
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1.4 研究内容 
 本研究は外部磁場の変化が容易な球状トーラス閉じ込め装置 HIST を用いて，CHI
の有用性と新たな可能性の追求を行い，その時に観測される物理現象の解明を目的と
して，CHI によるプラズマ電流立上げと維持に関する研究を行った．本研究を行う上
で，プラズマ内部のイオン温度を空間的に計測する為に多点ドップラー分光計測シス
テムの開発を行い，その有用性を示した．また，トランジェント CHI 実験を実施し，
プラズマの内部状態の計測から安定性の評価やイオンの加熱機構についての考察を行
った．更に，マルチパルス CHI を ST プラズマにおいて初めて実施し，初期実験とし
て，ダブルパルス CHI による ST プラズマの特性を示し，発生する物理現象について
の考察を行った． 
 本論文は本章以下，全 7 章から成る．第 2 章では CHI による電流駆動や磁気ヘリシ
ティ入射に関する理論について述べる． 
 第 3章では研究対象となる STプラズマを生成・維持するHIST装置について述べる．
また，HIST 装置に設置されている各計測機器についても述べる． 
 第 4 章ではプラズマの発光スペクトルのドップラー広がり・シフトからイオン温
度・フローを計測するドップラー分光計測システムについて述べる．本研究ではパル
スプラズマに対して一般的に使用されている多チャンネル光電子増倍管を用いた単点
でのドップラー分光計測に加え，新たに高速カメラを用いた多点ドップラー分光計測
システムの開発を行った．本章では開発した多点ドップラー分光計測システムの概要
とその性能評価について述べ，プラズマ生成装置への適用例として HIST 装置と米国
ワシントン大学の HIT-SI3 装置での計測結果について述べる． 
 第 5 章では ST プラズマの電流立上げの為に行ったトランジェント CHI 実験の結果
及び考察を述べる．この実験では外部磁場を変化させた際のプラズマ断面全体の内部
磁場計測及び第 4 章で開発した多点ドップラー分光計測を行った．内部磁場計測によ
り，ST プラズマの生成過程における磁気リコネクションの観測や外部磁場の変化によ
る電磁流体力学的(Magnetohydrodynamic：MHD)不安定性の発生によって ST プラズマ
の軸対称性が崩れる事を明らかにした．多点ドップラー分光計測から，ST プラズマの
生成初期において，ST プラズマの内側周辺部で高いイオン温度を持つ径方向分布が得
られた．また，プラズマ生成過程におけるヘリシティバランスの評価についても述べ
る． 
 第 6 章では ST プラズマの準定常維持の為の新たな方法として提唱されているマル
チパルス CHI の初期実験として，ダブルパルス CHI 実験の結果及び考察を述べる．
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CHI を繰り返す事で ST プラズマの放電時間が伸長し，プラズマ電流の増加が観測さ
れた．また，単点ドップラー分光計測によって CHI によるイオンの選択的加熱の存在
が明らかになった．更に，プラズマの MHD 安定性，イオン加熱に寄与するフローに
関する考察を述べる． 
 第 7 章では本論文全体の総括を述べる． 
  
第 1 章 序論 
 
21 
参考文献 
[1] 資源エネルギー庁：エネルギー白書 2015，2015 年 
[2] 資源エネルギー庁：平成 25 年度(2013 年度)におけるエネルギー需給実績(確報)，
2015 年 
[3] プラズマ・核融合学会：プラズマエネルギーのすべて，日本実業出版社，2007 年 
[4] 日本原子力産業協会：世界エネルギー展望 2014，2014 年 
International Energy Agency : World Energy Outlook 2014, (2014). 
[5] 石井彰：木材・石炭・シェールガス，PHP 新書，2014 年 
[6] 宮本健郎：プラズマ物理・核融合，東京大学出版会，2004 年 
[7] 核融合科学研究所：http://www.nifs.ac.jp/ene/qa/qa_02.html 
[8] 日本原子力研究開発機構：核融合エネルギーを求めて(1)－絵で分かる核融合の基
礎－，2007 年 
[9] 内閣府原子力委員会 核融合会議開発戦略検討分科会：核融合エネルギーの技術
的実現性の拡がりと裾野としての基礎研究に関する報告書，2000 年 
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/senmon/old/kakuyugo/siryo/siryo136/siryo2.htm 
[10] ITER 機構：http://www.iter.org/ 
[11] 国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 核融合研究部門： 
http://www-jt60.naka.jaea.go.jp/ 
[12] 野木靖之：コンパクトトーラス研究，核融合研究 49，551，1983 年 
[13] Y-K. M. Peng and D. J. Strichler: Features of Spherical Torus Plasmas, Nucl. Fusion 26, 
769, (1986). 
[14] 永田正義：スフェロマックの閉じ込め改善と新展開，プラズマ核融合学会誌 84，
760，2008 年 
[15] 山田雅章，岡林典男：スフェロマック序説，日本物理学会誌 37，1002，1982 年 
[16] T. Uyama et al.: Temporal Evolution of the Decaying Spheromak in the CTCC-I 
Experiment, Nucl. Fusion 27, 799, (1987). 
[17] C. W. Barnes et al.: Experimental Determination of the Conservation of Magnetic Helicity 
from the Balance Between Source and Spheromak, Phys. Fluids 29, 3415, (1986). 
[18] T. R. Jarboe et al.: Progress with Energy Confinement time in the CTX Spheromak, Phys. 
Fluids B 2, 1342, (1990). 
[19] M. Nagata et al.: Relaxation Oscillations and Toroidal-Current Regeneration in a 
Helicity-Driven Spheromak, Phys. Rev. Lett. 71, 4342, (1993). 
第 1 章 序論 
 
22 
[20] Y. Ono et al.: Experimental investigation of three-dimensional magnetic reconnection by 
use of two colliding spheromaks, Phys. Fluids B 5, 3691, (1993). 
[21] B. Hudson et al.: Energy confinement and magnetic field generation in the SSPX 
spheromak, Phys. Plasmas 15, 056112, (2008). 
[22] R. D. Wood et al.: Improved magnetic field generation efficiency and higher temperature 
spheromak plasmas, Nucl. Fusion 49, 025001, (2009). 
[23] P. E. Sieck et al.: Demonstration of steady inductive helicity injection, Nucl. Fusion 46, 
254, (2006). 
[24] B. S. Victor et al.: Sustained spheromaks with ideal n = 1 kink stability and pressure 
confinement, Phys. Plasmas 21, 082504, (2014). 
[25] A. C. Hossack: A Study of Plasma Dynamics in HIT-SI using Ion Doppler Spectroscopy, 
PhD thesis, University of Washington, (2015). 
[26] J. E. Menard et al.: Overview of recent physics results from the National Spherical Torus 
Experiment (NSTX), Nucl. Fusion 47, S645, (2007). 
[27] E. Scime et al.: Ion heating and magnetohydrodynamic dynamo fluctuations in the 
reversed-field pinch, Phys. Fluids B 4, 4062, (1992). 
[28] General Atomics Fusion Energy Research, Community Input by H.S. McLean, T.R. 
Jarboe, and S. Woodruff：https://fusion.gat.com/tap/community/view.php?category=all 
[29] 長山好夫：核融合炉に向けての球状トカマク研究，プラズマ・核融合学会誌 88，
747，2012 年 
[30] K. J. Gibson et al.: Current amplification in PSHEX operated as a spherical tokamak, 
Plasma Phys. Control. Fusion 42, 1331, (2000). 
[31] A. Sykes et al.: High- performance of the START spherical tokamak, Plasma Phys. 
Control. Fusion 39, B247, (1997). 
[32] Y. Ono et al.: High-beta characteristics of first and second-stable spherical tokamaks in 
reconnection heating experiments of TS-3, Proc. 19
th
 IAEA Fusion Energy Conf., (Lyon, 
France 2002) EX/P3-15. 
[33] M. Valovic et al.: Scaling of H-mode energy confinement with Ip and BT in the MAST 
spherical tokamak, Nucl. Fusion 49, 075016, (2009). 
[34] S. P. Gerhardt et al.: NSTX-U Facility and Project Plans, Proc. 18th International Spherical 
Torus Workshop (Princeton, USA 2015). 
[35] Y. Ono et al.: Ion and electron heating characteristics of magnetic reconnection in 
tokamak plasma merging experiments, Plasma Phys. Control. Fusion 54, 124039, (2012). 
第 1 章 序論 
 
23 
[36] A. Ejiri et al.: Non-inductive plasma current start-up by EC and RF power in the TST-2 
spherical tokamak, Nucl. Fusion 49, 065010, (2009). 
[37] T. Maekawa et al.: Formation of spherical tokamak equilibria by ECH in the LATE device, 
Nuclear Fusion 45, 1439, (2005). 
[38] M. Nagata et al.: The internal magnetic field structures and current density profiles in the 
Helicity Injected Spherical Torus plasma driven by coaxial helicity injection, Phys. 
Plasmas, 10, 2932, (2003). 
[39] K. Hanada et al.: Non-Inductive Start up of QUEST Plasma by RF Power, Plasma Sci. 
Technol. 13, 307, (2011). 
[40] 今澤良太 他：球状トカマク実験装置 UTST における初期プラズマ立ち上げ実験，
電気学会論文誌 A 129，223，2009 年 
[41] 高瀬雄一：QUEST 実験推進会議の報告，第 3 回 QUEST 研究会 資料，2009 年 
[42] 飛田健次 他：核融合原型炉 SlimCS の概念設計，JAEA-Research 2010-019，日本
原子力研究開発機構，2010 年 
[43] 前川孝，永田正義：センターソレノイドなし放電立ち上げ，プラズマ・核融合学
会誌 88，724，2012 年 
[44] H. Tanabe et al.: Electron and Ion Heating Characteristics during Magnetic Reconnection 
in the MAST Spherical Tokamak, Phys. Rev. Lett. 115, 215004, (2015). 
[45] T. R. Jarboe et al.: Results from current drive experiments on the Helicity Injected Torus, 
Phys. Plasmas 5, 1807, (1998). 
[46] R. Raman et al.: Demonstration of Tokamak Ohmic Flux Saving by Transient Coaxial 
Helicity Injection in the National Spherical Torus Experiment, Phys. Rev. Lett. 104, 
095003, (2010). 
[47] T. R. Jarboe et al.: Slow Formation and Sustainment of Spheromaks by a Coaxial 
Magnetized Plasma Source, Phys. Rev. Lett. 51, 39, (1983). 
[48] T. R. Jarboe: Formation and Steady-State Sustainment of a Tokamak by Coaxial Helicity 
Injection, Fusion Technol. 15, 7, (1989). 
[49] R. Raman et al.: Experimental demonstration of tokamak inductive flux saving by 
transient coaxial helicity injection on national spherical torus experiment, Phys. Plasmas 
18, 092504, (2011). 
[50] D.J. Battaglia et al.: Tokamak startup using outboard current injection on the Pegasus 
Toroidal Experiment, Nucl. Fusion 51, 073029, (2011). 
[51] J. B. Taylor: Relaxation and magnetic reconnection in plasmas, Rev. Mod. Phys. 58, 741, 
第 1 章 序論 
 
24 
(1986). 
[52] S. Woodruff et al.: Increasing the Magnetic Helicity Content of a Plasma by Pulsing a 
Magnetized Source, Phys. Rev. Lett. 93, 205002, (2004). 
[53] T. R. Jarboe et al.: Imposed-dynamo current drive, Nucl. Fusion 52, 083017, (2012). 
 
 
 25 
第2章 理論 
2.1 諸言 
 磁気ヘリシティ入射によるプラズマの電流駆動及びその緩和は J. B. Taylorの緩和モ
デル[1]に基づいて行われる．この緩和モデルでは電流と磁場の向きが並行であり，プ
ラズマが Force-Free な状態になる事で閉じ込め状態の良いプラズマの閉じ込めが可能
となる．本章では 2.2 節においてプラズマの平衡条件を示し，Force-Free な状態を導く．
2.3 節においてはヘリシティ入射による電流駆動に関する理論をまとめる． 
2.2 平衡配位と Force-Freeパラメータ 
 電磁場中のプラズマの振舞いは電磁流体力学(Magnetohydrodynamic：MHD)方程式に
よって示す事ができる．本論文では，プラズマをイオンと電子に分けた二流体と考え
ずに一流体の運動方程式に沿うものと考える．その方程式は 
 𝜌𝑚 (
𝜕𝒗
𝜕𝑡
+ (𝒗 ∙ 𝜵)𝒗) = −𝜵𝑝 + 𝒋 × 𝑩， (2.1) 
 𝑬 + 𝒗 × 𝑩 = 𝜂𝒋， (2.2) 
 
𝜕𝜌𝑚
𝜕𝑡
+ 𝜵 ∙ (𝜌𝑚𝒗) = 0 (2.3) 
で表され，式(2.1)は運動方程式，式(2.2)はオームの法則，式(2.3)は連続の式である[2,3]．
ここでmは質量密度[kg/m
3
]，v は平均速度[m/s]，p は圧力[Pa]，j は電流密度[A/m2]，B
は磁場[T]，E は電界[V/m]，は抵抗率[m]である．これらの式は Maxwell の方程式， 
 𝜵 × 𝑩 = 𝜇0𝒋， (2.4) 
 𝜵 × 𝑬 = −
𝜕𝑩
𝜕𝑡
， (2.5) 
 𝜵 ∙ 𝑩 = 0 (2.6) 
に従う． 
 平衡とは，物の釣り合いが取れている事を示し，プラズマにおいては真空容器壁か
ら離れた磁場中に安定的に閉じ込められている状態を指す．具体的には式(2.1)におい
て定常状態(𝜕 𝜕𝑡⁄ = 0)と v = 0 の状態であり， 
 𝜵𝑝 = 𝒋 × 𝑩 (2.7) 
で表される[2]．この時，磁場と圧力勾配は直交しており，圧力が一定の等圧面は磁気
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面と一致する．また，電流が等圧面(磁気面)に沿う事を示している． 
 プラズマの抵抗が十分小さく，式(2.2)の右辺が左辺に対して十分小さくなる場合， 
 𝑬 + 𝒗 × 𝑩 = 0 (2.8) 
であり，これを式(2.5)に代入すると， 
 
𝜕𝑩
𝜕𝑡
= 𝜵 × (𝒗 × 𝑩) (2.9) 
となる．磁力線のトポロジカルな性質は不変である(例 閉じた磁力線の鎖交数は常に
同じである)為，式(2.9)は𝑩 = 𝜵 × 𝑨で定義されるベクトルポテンシャル A を用いて， 
 
𝜕𝑨
𝜕𝑡
= (𝒗 × 𝑩) + 𝜵𝜒 (2.10) 
と表され，ここでは任意定数である[1]．式(2.10)の両辺を左から B で内積を行うと，
𝑩 ∙ (𝒗 × 𝑩) = 𝒗 ∙ (𝑩 × 𝑩) = 0から， 
 
𝑩 ∙
𝜕𝑨
𝜕𝑡
= 𝑩 ∙ (𝒗 × 𝑩) + 𝑩 ∙ 𝜵𝜒 
 = 𝑩 ∙ 𝜵𝜒 (2.11) 
となる．式(2.11)を磁力線に囲まれた任意の空間において体積積分を行うと，右辺は 
 ∫ 𝑩 ∙ 𝜵𝜒𝑑𝑉
𝑉
= 0  
となる事から， 
 
𝜕
𝜕𝑡
∫ 𝑨 ∙ 𝑩𝑑𝑉
𝑉
= 0 (2.12) 
となる[4,5]．定数 K を用いると， 
 𝐾 = ∫ 𝑨 ∙ 𝑩𝑑𝑉
𝑉
 (2.13) 
となり，これを磁気ヘリシティと定義する． 
 磁気ヘリシティは図 2.1 に示す様な 2 つの鎖交する磁束管を用いる事でその物理的
定義の理解に繋がる[6]．2 つの磁束管の磁気ヘリシティと体積，磁束をそれぞれ K1，
K2，V1，V2，1， 2とすると， 
 𝐾 = 𝐾1 + 𝐾2 (2.14) 
で表され， 
 𝐾1 = ∫ 𝑨 ∙ 𝑩𝑑𝑉
𝑉1
，𝐾2 = ∫ 𝑨 ∙ 𝑩𝑑𝑉
𝑉2
 (2.15) 
である．ここで dV = dlds であり，dl は磁束管の要素の長さ，ds は磁束管断面である．
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これらの要素は磁場 B に対して平行であるので， 
 𝑨 ∙ 𝑩𝑑𝑉 = 𝑨 ∙ 𝑩𝑑𝒍 ∙ 𝑑𝒔 = (𝑨 ∙ 𝑑𝒍) ∙ (𝑩 ∙ 𝑑𝒔)  
から， 
 𝐾1 = ∮ ∫ (𝑨 ∙ 𝑑𝒍) ∙ (𝑩 ∙ 𝑑𝒔)
𝑆1𝐶1
 (2.16) 
である[6]．ここで積分範囲 C1 は磁束管の長さ，S1 は磁束管の面積である．また，
𝛹1 = ∫ 𝑩 ∙ 𝑑𝒔𝑆1
であるから， 
 𝐾1 = 𝛹1 ∮ 𝑨 ∙ 𝑑𝒍
𝐶1
 (2.17) 
である．更に，C1は磁束管に沿った長さであり，2 つの磁束管の外側の磁場は 0 であ
るので， 
 ∮ 𝑨 ∙ 𝑑𝒍 = 𝛹2
𝐶1
 (2.18) 
となり，K1 = 1 2となる．ここで重要な点は 2 つの磁束管が鎖交している点であり，
対称性から K2 = K1であり，最終的に， 
 𝐾 = 2𝛹1𝛹2 (2.19) 
を得る[6]． 
 磁気ヘリシティは磁力線のねじれ(絡み数)を表す物理量であり[7]，閉じた磁気面毎
に不変である[1]．Lagrange の未定乗数を用いて磁気エネルギー， 
 𝑊 =
1
2𝜇0
∫ 𝑩𝟐𝑑𝑉
𝑉
 (2.20) 
 
 
図 2.1 鎖交する 2 つの磁束管 
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に関する変分である， 
 𝛿(𝑊 − 𝜆𝐾) = 0 (2.21) 
を解くと， 
 
1
𝜇0
∫ 𝑩 ∙ 𝛿𝑩𝑑𝑉
𝑉
− 𝜆 ∫ (𝑨 ∙ 𝛿𝑩 + 𝛿𝑨 ∙ 𝑩)𝑑𝑉
𝑉
= 0  
となり，𝑩 = 𝜵 × 𝑨，𝛿𝑩 = 𝜵 × 𝛿𝑨から， 
 
1
𝜇0
∫ 𝑩 ∙ (𝜵 × 𝛿𝑨)𝑑𝑉
𝑉
− 𝜆 ∫ (𝑨 ∙ 𝜵 × 𝛿𝑨 + 𝛿𝑨 ∙ 𝑩)𝑑𝑉
𝑉
= 0  
を得る．また，𝜵 ∙ (𝒂 × 𝒃) = 𝒃 ∙ (𝜵 × 𝒂) − 𝒂 ∙ (𝜵 × 𝒃)から， 
 
1
𝜇0
∫ (𝜵 ∙ (𝛿𝑨 × 𝑩) + 𝛿𝑨 ∙ (𝜵 × 𝑩))𝑑𝑉
𝑉
 
−𝜆 ∫ 𝜵 ∙ (𝛿𝑨 × 𝑨) + 2𝛿𝑨 ∙ 𝑩))𝑑𝑉
𝑉
= 0 
 
であり，𝑨 × 𝑩 = 𝑨 × (𝜵 × 𝑨) = 0，𝑨 × 𝑨 = 0から， 
 
1
𝜇0
∫ 𝛿𝑨 ∙ (𝜵 × 𝑩)𝑑𝑉
𝑉
− 2𝜆 ∫ 𝛿𝑨 ∙ 𝑩𝑑𝑉
𝑉
= 0  
となり，𝛿𝑨は定数であるから， 
 𝜵 × 𝑩 = 2𝜇0𝜆𝑩 (2.22) 
を得る[4,6]．式(2.4)，(2.22)より，電流 j と磁場 B は平行であり，プラズマ内において
ローレンツ力の働かない Force-Free な状態となる． 
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2.3 磁気ヘリシティ入射 
 式(2.13)で定義される磁気ヘリシティはFlux-coreを伴うスフェロマック[8](図 2.2参
照)の様に，閉じ込めプラズマの磁気面の表面がヘリシティ源と接続されている場合，
開いた磁束領域による効果を考慮する必要がある．つまり，式(2.13)は 
 𝐾 = ∫ (𝑨 + 𝑨′) ∙ (𝑩 − 𝑩′)𝑑𝑉
𝑉
 (2.23) 
となり，ここで𝑨′，𝑩′は外部磁場によるベクトルポテンシャルと磁場である[9]．これ
を解くと， 
 𝐾 = ∫ (𝑨 ∙ 𝑩 − 𝑨 ∙ 𝑩′ + 𝑨′ ∙ 𝑩 − 𝑨′ ∙ 𝑩′)𝑑𝑉
𝑉
  
 = ∫ (𝑨 ∙ 𝑩 − 𝑨′ ∙ 𝑩′)𝑑𝑉
𝑉
+ ∫ 𝜵 ∙ (𝑨 × 𝑨′)𝑑𝑉
𝑉
 (2.24) 
となる． 
 局所的な磁気ヘリシティ A・B について時間微分を行うと， 
 
𝜕
𝜕𝑡
𝑨 ∙ 𝑩 =
𝜕𝑨
𝜕𝑡
∙ 𝑩 + 𝑨 ∙
𝜕𝑩
𝜕𝑡
 (2.25) 
である．Maxwell 方程式(式(2.5))と電位の大きさを用いると， 
 𝑬 = −
𝜕𝑨
𝜕𝑡
− 𝜵𝜙 (2.26) 
であり，これを式(2.25)に代入して， 
 
 
図 2.2 Flux-core を伴うスフェロマック(文献[8]図 22 より転載) 
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𝜕
𝜕𝑡
𝑨 ∙ 𝑩 = −(𝑬 + 𝜵𝜙) ∙ 𝑩 − 𝑨 ∙ 𝜵 × 𝑬  
 = −2𝑬 ∙ 𝑩 − 𝜵 ∙ (𝜙𝑩 + 𝑬 × 𝑨)  
 = −2𝜂𝒋 ∙ 𝑩 − 𝜵 ∙ (𝜙𝑩 + 𝑬 × 𝑨) (2.27) 
を得る．
𝜕𝐾
𝜕𝑡
=
𝜕
𝜕𝑡
∫ 𝑨 ∙ 𝑩𝑑𝑉
𝑉
から，式(2.27)の両辺を体積積分すると， 
 
𝜕𝐾
𝜕𝑡
= −2 ∫ 𝜂𝒋 ∙ 𝑩𝑑𝑉
𝑉
− ∫ 𝜵 ∙ (𝜙𝑩 + 𝑬 × 𝑨)𝑑𝑉
𝑉
 (2.28) 
となる．ここで，損失の大部分が接続部の量によって制限される場合，
𝜕𝑨
𝜕𝑡
= 0であり，
電位が接続部で一定であると𝜵𝜙 = 0から式(2.28)の右辺第 2 項は 0 となる．更に，壁
の接線方向の電場 ETB = 0，関数が一定であるとすると， 
 
𝜕𝐾
𝜕𝑡
= −2 ∫ 𝜂𝒋 ∙ 𝑩𝑑𝑉
𝑉
  
 = 2𝜎 ∫ 𝜂𝑩2𝑑𝑉
𝑉
 (2.29) 
である[10]．式(2.29)は磁気ヘリシティが小さなプラズマ抵抗によってゆっくりと減
衰する事を示す． 
 プラズマの持続や立上げには磁気ヘリシティの入力が必要であり，その入射率は 
 
𝜕𝐾𝑖𝑛𝑗
𝜕𝑡
= ∫ 𝑸 ∙ ?̂?𝑑𝑆 (2.30) 
で表される[10]．ここで積分領域は境界部であり，𝑸は 
 𝑸 = 2𝜙𝑩 + 𝑨 ×
𝜕𝑨
𝜕𝑡
 (2.31) 
で定義されるポインティングベクトル，?̂?は境界の単位法線ベクトルである．式(2.31)
において右辺第 1 項はヘリシティが静電的に入射される事を示し，壁面において磁場
𝑩NB ≠ 0である．これを満たす為にはヘリシティ入射源との接続部に開いた磁力線が
必要である．境界の磁場における𝑩𝐵 ∙ ?̂?を正負に分割すると，それぞれ極性の同じ電
極端に接続されており，ヘリシティ入射の割合は 
 
𝜕𝐾𝑖𝑛𝑗
𝜕𝑡
= 2𝑉𝛹 (2.32) 
である[10]．ここで V はヘリシティ入射源における印加電圧であり，はプラズマと
の境界部における磁束である． 
 ヘリシティ入射源として，磁化同軸プラズマガン(Magnetized Coaxial Plasma Gun：
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MCPG)を用いたスフェロマックや ST に対するヘリシティ入射では．鎖交する磁束の
積から表される磁気ヘリシティ K は 
 𝐾 = 2𝛹𝑡𝛹𝑝 (2.33) 
で表され，t，pはそれぞれトロイダル磁束とポロイダル磁束である．また，式(2.32)
は MCPG への印加電圧 Vgunとバイアス磁束biasを用いて， 
 
𝜕𝐾𝑖𝑛𝑗
𝜕𝑡
= 2𝑉𝑔𝑢𝑛𝛹𝑏𝑖𝑎𝑠 (2.34) 
で表される．更に，磁気ヘリシティは式(2.29)に示すようにプラズマの抵抗によって減
衰する．その減衰時間をKとすると，磁気ヘリシティは 
 
𝜕𝐾
𝜕𝑡
= −
𝐾
𝜏𝐾
+ 2𝑉𝑔𝑢𝑛𝛹𝑏𝑖𝑎𝑠 (2.35) 
で表される[11]．この微分方程式の一般解を求めると， 
 𝐾(𝑡) = 𝑒
−𝑡
𝜏𝐾 ∫ 2𝑉𝑔𝑢𝑛𝛹𝑏𝑖𝑎𝑠𝑒
𝑡′
𝜏𝐾𝑑𝑡′
𝑡
𝑡0
 (2.36) 
である．境界条件として t = 0 の時，K = 0 である．また，K = W = B /2 であり，磁気
ヘリシティの拡散時間Kは磁気エネルギーの拡散時間Wと等しく，磁場の拡散時間B
の半分である． 
 MCPG 内で生成されたプラズマが閉じ込め領域内へ侵入し，開いた磁力線と閉じた
磁力線に分かれる為には MCPG 内のトロイダル磁場と径方向電流によるローレンツ
力と開いたバイアス磁束を引き伸ばし，プラズマを加速させる力の釣り合い， 
 𝐼𝑔𝑢𝑛𝐵𝑡𝑑 =
2𝜋𝑎𝑑𝐵𝑧
2
2𝜇0
+ ?̇?𝑣 (2.37) 
において左辺>右辺となる必要がある[12]．ここで Igunはヘリシティ源の電流，a，d は
ヘリシティ源の電極半径の平均と電極間距離の平均，Bt は電極間の平均トロイダル磁
場，Bz は電極に鎖交している軸方向磁場，?̇?はプラズマの質量比，v はプラズマとト
ロイダル磁場から成るフロー速度である．小型装置において，ヘリシティ源の印加電
圧 Vgunが低い場合(Vgun < 1000 V)，式(2.37)の右辺第 2 項は無視でき，整理すると， 
 𝐼𝑔𝑢𝑛 =
2𝛹𝑏𝑖𝑎𝑠
2
𝜇02𝑑2𝐼𝑇𝐹
 (2.38) 
となる．ここでバイアス磁束biasはbias = adBzで定義され，ITFはトロイダル磁場を
形成する電流であり，ITF = 2aBt/0 である．式(2.38)において左辺>右辺となる時，ヘ
リシティ入射源から入射されるプラズモイドは初期ポロイダル磁束を引き伸ばす．こ
の時，MCPG の出口付近において対向する磁力線が接近し，図 2.3 に示す磁気リコネ
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クションと呼ばれる磁力線の繋ぎ替わりが起こり，ポロイダル磁場が 0 となる X ポイ
ント(ヌル点)が形成される．左辺>右辺となる時，磁気リコネクションが繰り返し起こ
る事からその閾値電流を Bubble-Burst 電流とも呼ぶ． 
 プラズマ内が Force-Free である事を示す式(2.22)は 
 𝜵 × 𝑩 = 𝜆𝑩 (2.39) 
とも定義され，式(2.4)と併せると， 
 𝜆𝑩 = 𝜇0𝒋  
であり，係数は 
 𝜆 =
𝜇0𝒋
𝑩
 (2.40) 
から定義される．この係数は Force-Free パラメータやピンチパラメータと呼ばれ，ヘ
リシティ源(MCPG)及びプラズマ内の Force-Free パラメータgun，STはそれぞれ， 
 𝜆𝑔𝑢𝑛 = 𝜇0
𝐼𝑔𝑢𝑛
𝛹𝑏𝑖𝑎𝑠
， (2.41) 
 𝜆𝑆𝑇 = 𝜇0
𝐼𝑡
𝛹𝑡
 (2.42) 
で定義される．ヘリシティ入射によってヘリシティ入射源からプラズマ内へ磁気ヘリ
シティが入射される為にはgun > STを満たす必要がある[12]．ここで Itはプラズマ電
流，tはプラズマ閉じ込め領域の外部磁場を含むトロイダル磁束である． 
 
 
(a) インフローによる
磁力線の接近 
 
(b) X ポイントの形成 
 
(c) アウトフロー 
の発生 
図 2.3 磁気リコネクションの概要 
  
インフロー
Xポイント
アウトフロー
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2.4 結言 
 本章では第 5 章及び第 6 章における同軸ヘリシティ入射実験の理解に必要なヘリシ
ティ入射に関わる式を示した．2.2 節ではプラズマの平衡条件から磁気ヘリシティを定
義し，ベクトル積の展開から磁気ヘリシティが鎖交する磁束である事を示した．また，
未定乗数を用いて磁場と電流が平行となる Force-Free な状態を示した．2.3 節では，
ヘリシティ入射を行う際にプラズマ内部へ入力される磁気ヘリシティの式を導出し，
微分方程式の一般解からヘリシティ源の印加電圧，バイアス磁束及びヘリシティの減
衰時間からプラズマの磁気ヘリシティが示される事を導いた．また，ヘリシティ源内
部の電流によるローレンツ力とバイアス磁束を引き伸ばす力の釣り合いの式からヘリ
シティ入射によって磁気リコネクションを発生させてプラズモイドを噴出させる為に
必要な Bubble-Burst 電流の定義を示した． 
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第3章 球状トーラス閉じ込め装置 
3.1 諸言 
 本章では本研究で用いた球状トーラス閉じ込め装置である HIST 装置の構成や電源
系統，計測機器について述べる．3.2 節では HIST 装置の構成について述べ，電源系統
のパラメータを示す．3.3 節では本研究で用いた計測機器やその計測原理について示す．
また，各計測機器の HIST 装置への設置についても示す．本章で示す HIST 装置を用い
て第 5 章及び第 6 章における CHI 実験を実施した．尚，計測機器の一つであるイオン
ドップラー分光計測システムに関しては第 4 章において述べる． 
3.2 実験装置 
 HIST 装置は『Helicity Injected Spherical Torus』の頭文字を取った名称であり，ヘリ
シティ入射によって球状トーラスプラズマを生成・維持させる装置である．HIST 装置
は真空容器及び初期プラズマ生成部である磁化同軸プラズマガン(Magnetized Coaxial 
Plasma Gun：MCPG)，プラズマ閉じ込め領域(Spherical Flux Conserver：FC)，放電ガス
入射部，外部磁場コイルから成り[1]，図 3.1 に HIST 装置の概観を示し，生成される
ST プラズマの主要パラメータを表 3.1 に示す． 
 
 
図 3.1 HIST 装置概観 
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表 3.1 プラズマパラメータ 
主半径 R 0.3 m 
小半径 a 0.24 m 
アスペクト比 A 1.25 
トロイダル磁場コイル電流 ITF < 220 kA 
外部トロイダル磁束密度(大半径上) Bt.axis < 0.2 T 
外部トロイダル磁束t < 57 mWb 
バイアス磁束bias < 3 mWb 
ガン電流 Ig < 80 kA 
ガン電圧 Vg < 600 V 
プラズマ電流 It < 150 kA 
維持時間 t < 12 ms 
電流増幅率 Ac ~ 6 
磁束増幅率 A ~ 2 
平均電子密度 ne 0.3 ~ 3 × 10
20
 m
-3
 
安全係数 q > 1.1 
 
3.2.1 HIST装置の構成 
 HIST 装置の真空容器は直径 1.5 m，全長 3 m，厚さ 9 mm のステンレス鋼(SUS304)
製であり，他の構成物においても多くが SUS304 で作られている．中心部には直径 114 
mm，厚さ 2 mm の管(センタースタック)を設置しており，内部にトロイダル磁場コイ
ルの設置が可能となっている．また，磁束漏れ防止の為に，センタースタックの内部
に厚さ 5 mm の銅管を挿入している．計測ポートには超高真空領域での使用が可能な
ICF フランジを採用しており，装置後方部のフランジにおいて三菱重工業(株)製のター
ボ分子ポンプ(型番：PT-1500)に接続されている． 
 初期プラズマ生成部である MCPG は図 3.1 中の内部電極と外部電極から成り，直径
がそれぞれ 280 mm，180 mm の円筒形である．材質は SUS304 製であり，各電極はセ
ラミックによって絶縁されている．MCPG には初期放電用系統と 2 つのヘリシティ入
射用系統の合計 3 系統の電源が並列に接続されている[2]．外部電極は HIST 装置の真
空容器に接続されており，抵抗を介して接地されている．また，内部電極は MCPG の
出口において直径が 180 mm から 114 mm に変換され，プラズマ閉じ込め領域内へ伸
びている． 
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 プラズマ閉じ込め領域である FC は直径 1 m，厚さ 3 mm の銅製であり，そのスキン
タイムは約 100 ms である．FC は中央部で半割り構造になっており，MCPG に設置さ
れているバイアス磁場コイルを近付ける事で導入部でのヘリシティ損失を減少させて
いる．FC の中央部にはプラズマ閉じ込め領域まで伸長された内部電極とトロイダル磁
場コイルを形成する中心導体から成るセンタースタックが挿入されている． 
 真空容器内に放電ガスを注入する方法として図 3.2 に示す高速電磁弁を用いたガス
パフ法を採用している．ガスパフ法ではガス入射前ではガス貯め部に放電ガス(水素)
が満たされており，ディスクに圧力がかかっている(図 3.2 (a))．コイルにパルス電流
を流す事でディスクに渦電流が発生し，その電磁力によってディスクが浮上し放電ガ
スが注入される(図 3.2 (b))．HIST 装置においては，外部電極上に等角度で 4 ヶ所にガ
スパフが設置されている． 
 HIST 装置にはトロイダル方向及びポロイダル方向に外部磁場を印加し，ST プラズ
マの生成を行う．トロイダル磁場コイルはHIST装置に 40ターン直列に巻かれている．
装置の外側では，導体断面積 38 mm2の CV ケーブル 4 本を一束として 10 本のホール
ド管により等角度でリターンさせている．内部電極内のケーブルはプラズマのアスペ
クト比を小さくするために外部よりも導体断面積の小さい 14 mm2の IV ケーブルを使
用している．計算でのコイルのインダクタンスは 3.2 mH，導体抵抗は 200 mである．
ポロイダル方向の磁場を生成するバイアス磁場コイルは HIST 装置の外部電極の外側
に 2 つ直列に接続されている．バイアス磁場コイルは何れも直径が 380 mm，ターン
数は 26，25 ターンであり，計算上のインダクタンスはそれぞれ 316，305 H である． 
 
 
   (a) ガス入射前   (b) ガス入射時 
図 3.2 高速電磁弁を用いたガスパフ 
H2
(b)
ディスク
コイル
H2
(a)
ガス溜め
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3.2.2 電源部の構成 
 HIST 装置に接続された外部磁場コイル及びガスパフ，MCPG はコンデンサの充電
とイグナイトロンによるスイッチングによって通電・放電が行われる．コンデンサ，
イグナイトロンを含めた充放電回路を図 3.3 に示し，各系統の仕様を表 3.2 に示す．
尚，初期放電系統は放電電流の逆流を防ぐ為にイグナイトロンと MCPG の間に抵抗を
接続している[3]． 
3.2.3 不純物抑制と水素吸蔵対策 
 CHI を用いたプラズマ電流立上げは電極間の放電ガスの絶縁破壊によって行われる．
その為，電極に付着した酸素や炭素等の不純物が MCPG から FC 内へ輸送され，低 Z
イオンによる輻射損失が発生する．また，放電ガスである水素は FC 壁面に吸蔵され，
水素リサイクリングによってプラズマの密度を増加させる．これらの現象はプラズマ
の寿命に影響を与える為，不純物の抑制や水素吸蔵の対策を行う必要がある．その対
策として，CTCC-I 装置においてはチタンフラッシングによる不純物抑制と高真空度
化により，プラズマ寿命の伸長が確認されている[4]． 
 
 
図 3.3 充放電回路 
 
表 3.2 充放電系統の仕様 
系統 
最大充電電圧 
[kV] 
コンデンサ容量 
[mF] 
電源エネルギー 
[kJ] 
初期放電 10 2.88 36 
ヘリシティ入射 I 0.9 336 136 
ヘリシティ入射 II 0.7 419.2 103 
トロイダル磁場 9 10 405 
バイアス磁場 0.7 22 11 
ガスパフ 5 0.32 8 
+
短絡器
放電抵抗
充電抵抗
コイル
MCPG へコンデンサ
イグナイトロン
変圧器
電磁接触器
整流回路ノイズカットトランス
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 本研究においてもチタンフラッシングを用いた不純物・水素吸蔵対策を行った．チ
タンフラッシングを用いたチタンコーティングは放電洗浄やベーキングに比べて取り
扱いが容易であり，速効性がある．チタンコーティングを行う為にキャノンアネルバ
製のチタンボール(有効チタン量 15.5 g)を用いて，FC 上部よりチタンフラッシングを
行う事で FC 表面に付着した酸化物や炭化物の上から清浄な金属膜を形成し，プラズ
マ内への不純物の混入防止が可能である．これにより，不純物の影響が少ない状態を
維持し，10-9 Torr 台の真空度よって放電を行う事が可能である． 
 一方，チタンは金属である為，チタンコーティング時に静電プローブ等が挿入され
ているとプローブの電極間が導通し，プローブ計測が不可能となってしまう．また，
分光計測で用いるガラス管や窓においてもチタンがコーティングされてしまうと光が
取り込めなくなり，計測が不可能となる．その為，チタンフラッシングの際には防壁
を設ける事や，プローブを FC の外部に抜く等の対策が必要である．チタンフラッシ
ング時にはチタンボールに交流電流を通電する．チタンボールに 48–50 A を通電する
事でチタンが蒸発し，不純物等が排出され真空度が悪くなるが 30 A 程度の通電による
予熱によって真空容器内に排出された不純物が排気され真空度が向上する．本研究で
使用したチタンボールは 48 A 通電時に平均 0.35 g/h の速度で蒸発し，水素，窒素，酸
素，一酸化炭素，二酸化炭素，水に対して排気効果があるが，ヘリウム等の不活性ガ
スやメタンに対する排気効果は無い． 
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3.3 計測機器と計測パラメータ 
 プラズマの内部状態を知る為に様々な計測方法が考案されている．プローブ法では
計測機器をプラズマ内に直接挿入する事で局所的な計測が可能である一方，プラズマ
を冷やしてしまう恐れがある．また，分光やレーザーによる計測はプラズマと非接触
な計測が可能であるが設備投資が大きく，巨視的な計測しかできない．表 3.3 に本研
究に適用した各計測機器の計測原理を示す．尚，イオンドップラー分光計測システム
に関しては，第 4 章に内容を示す． 
 
表 3.3 HIST 装置に適用した計測機器 
計測機器 計測パラメータ 
磁気プローブ 
磁場，ポロイダル磁束，トロイダルモード，
プラズマ電流 
プローブ 
トロイダル電流密度，ポロイダル電流密度，
Force-free パラメータ 
CO2レーザー干渉計 線平均電子密度 
ダブルプローブ 電子温度・密度 
マッハプローブ イオンフロー 
電界プローブ 径方向電場 
イオンドップラー分光計測 ドップラーイオン温度・フロー 
 
3.3.1 磁気プローブ 
 図 3.4(a)の様な断面積Sの固定された1ターンループLを時間的に変化する磁場𝑩が
貫いている時，このループを貫く磁束𝜙は 
 𝜙(𝑡) = ∫ 𝑩 ⋅ 𝑑𝑺 (3.1) 
となり，ループ L の両端に発生する起電力𝑒(𝑡)はファラデーの電磁誘導の式より， 
 𝑒(𝑡) = −
𝑑𝜙(𝑡)
𝑑𝑡
 (3.2) 
となる．式(3.2)より起電力を時間積分すれば， 
 𝜙(𝑡) = −∫ 𝑒(𝑡)𝑑𝑡 (3.3) 
となる．ここで，ループの断面積内で磁場が一定と見なせる程度の小さな面積 S を持
つ N 回巻のコイルを考えると，𝜙 = 𝑁𝐵𝑆が成り立つので， 
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 𝐵(𝑡) = −
1
𝑁𝑆
∫ 𝑒(𝑡)𝑑𝑡 (3.4) 
となる．式(3.4)より，鎖交面積 NS がプローブの感度となる事がわかる．また，磁気
プローブ計測系の等価回路を図 3.4(b)に示す．ここで RMP はコイル抵抗，LMP はコイ
ルの自己インダクタンス，C は同軸ケーブルの浮遊容量であり，ケーブルの長さに比
例する．自己インダクタンスはコイルの長さを𝑙とすると， 
 𝐿𝑀𝑃 = 𝜆
𝜇0𝑆𝑁
2
𝑙
 (3.5) 
で表される．ここでは長岡係数である． 
 図 3.4(b)から磁気プローブの計測系は RLC 回路となる事がわかり， 
 𝑓0 =
1
2𝜋√𝐿𝑀𝑃𝐶
 (3.6) 
の周波数で共振を起こす．共振周波数 f0は巻数を少なくして自己インダクタンスを小
さくし，ケーブルを短くして浮遊容量を減らすと高くなる．従って，観測対象となる
磁場の周波数と振幅に応じてコイルの巻数や面積，ケーブル長を決め，感度と共振周
波数を最適にする必要がある．磁気プローブで得られる信号の周波数が高くなると， 
 
 
(a) 磁気プローブ概要 
 
 
(b) 磁気プローブの測定回路 
図 3.4 磁気プローブの概要と測定回路 
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L/R 積分器として働く為，このカットオフ周波数 fc = RMP/(2LMP)もコイルの設計時に
考慮する必要がある．しかし，本研究で使用した磁気プローブではカットオフ周波数
は数 MHz のオーダーで見積もられ，電圧信号は計測周波数 1 MHz のデジタイザーよ
り得た為，共振周波数にのみ注意して設計を行った．また，電気的特性だけでなく，
プローブをプラズマ内に直接挿入する事によって与える擾乱も考慮しなければならな
い．これらを考慮し，表 3.4 に示す様な仕様の磁気プローブを用いて計測を行った[5]． 
 FC 内のポロイダル磁束等高線を計測・解析する為に 8 本の磁気プローブアレイを同
一のポロイダル断面に挿入した．HIST 装置のポロイダル断面上において，ポロイダル
磁場を計測した磁気プローブの計測点を図 3.5 に示す．また，トロイダル磁場を計測
する為の磁気プローブは図 3.5 に示した各点から 5 mm 外側の位置に設置した．プラ
ズマの MHD 的な平衡状態及び軸対称性を仮定すると，𝜵 ∙ 𝑩 = 0より磁場 B は 
 
𝜕
𝜕𝑟
(𝑟𝐵𝑟) +
𝜕
𝜕𝑧
(𝑟𝐵𝑧) = 0 (3.7) 
と表される．式(3.7)において，左辺の各項は微小面積における磁束を示しており，本
研究ではポロイダル磁場 Bzを主に計測した為，左辺第 2 項を z 方向，r 方向に積分す
ると，ポロイダル磁束pは 
 𝛹𝑝(𝑅) = 2𝜋 ∫ 𝑟𝐵𝑧𝑑𝑟
𝑅
0
 (3.8) 
から求まる．図 3.5 に示した座標で磁場を計測すると，各 z 座標における磁場がセン
タースタックから FC までの範囲で計測でき，これを式(3.8)用いて積分する事により
ポロイダル磁束等高線を求める事ができる[5]． 
 トロイダル方向に等角度に設置した磁気プローブを用いてトロイダルモード n の解
析を行った．トロイダルモードは空間方向に対して物理量の大きさを周期関数と見な
し，フーリエ級数展開による周波数成分の分解によって得られる．トロイダルモード
n はトロイダル方向 1 周のある物理量 x について， 
 𝑥(𝜃) = ∑ 𝑐𝑛𝑒
𝑗𝑛𝜃
∞
𝑛=0
 (3.9) 
から求まる[6]． 
 図 3.6 に示す様にセンタースタックと FC表面に沿って 16 チャンネルの磁気プロー
ブを用いて FC 内の全トロイダル電流を計測した．各磁気プローブより得られるポロ
イダル磁場 Bpnとその間隔 ln (n = 1–16)より，アンペールの法則を用いてトロイダル電
流 Itは 
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 𝐼𝑡 ≅ ∑
𝐵𝑝𝑛𝑙𝑛
𝜇0
16
𝑛=1
 (3.10) 
から求まる． 
3.3.2 λプローブ 
 プローブとは，Force-Free パラメータの解析を行う為のプローブであり，式(2.41)
で示されるトロイダル電流及びトロイダル磁束の同時計測が可能なプローブである． 
表 3.4 磁気プローブの仕様 
磁気プローブ 
有効面積 
[mm
2
] 
有効長 
[mm] 
巻数 
[turn] 
共振周波数 
[kHz] 
磁気プローブアレイ 7.07 4.5 50 130 
モード計測プローブ 19.63 2.7 30 135 
 
 
図 3.5 磁気プローブアレイの配置 
 
 
図 3.6 周辺磁気プローブの概要 
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従来，プローブは径方向に 68 mm，ポロイダル方向に 57 mm の範囲において 6 ch の
計測点を持つ計測を行っていた[3]．本研究ではより高分解能な計測を行う為に，径方
向，ポロイダル方向共に 50 mm の空間分解能を持つ 8 ch の計測点を持ったプローブ
の作成を行った(図 3.7)．作成したプローブは FC 内で径方向を軸にして回転させる
事ができ，ポロイダル方向の電流・磁束の計測も可能である． 
 プローブにおける電流計測では，ロゴウスキーコイルを用いた．これは計測対象
をコイルで囲み，アンペールの周回積分の法則から電流が算出できる計測方法であり，
概要を図 3.8 に示す．図 3.8 において小コイルの巻き戻しがされているのは外部磁界
に対してループが 1 回巻きのコイルとして働くのを防ぐ為であり，仮に電流がループ
の中心を流れずに偏っていても測定できる様にする為である． 
 小コイルの断面積を S とすると，全巻き数 N のコイルに鎖交する磁束は B が小コ
イルの断面と直交している時， 
 𝛹 = 𝑁𝑆𝐵 (3.11) 
で表され，誘導起電力 Viは 
 𝑉𝑖 = −
𝑑𝛹
𝑑𝑡
= −𝑁𝑆
𝑑𝐵
𝑑𝑡
 (3.12) 
 
 
図 3.7 プローブの概要 
 
 
図 3.8 ロゴウスキーコイルの概要 
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となる．電流 I(t)がロゴウスキーコイルの中心に流れると，アンペールの法則より， 
 𝐵 =
𝜇0
2𝜋𝑅
𝐼0(𝑡) (3.13) 
となり，式(3.12)は 
 𝑉𝑖 = −
𝜇0𝑁𝑆
2𝜋𝑅
∙
𝑑𝐼(𝑡)
𝑑𝑡
 (3.14) 
となる．従って，出力信号の時間積分からロゴウスキーコイル内の貫通電流 I(t)の直
接計測が可能である． 
3.3.3 CO2レーザー干渉計 
 信頼性の最も高い電子密度の計測法として電磁波を用いた干渉計計測がある．干渉
計計測法は，プラズマの屈折率が電子密度に依存する事を利用して真空中とプラズマ
中の電磁波の位相変化を測定する事により電子密度を測定する．干渉計によって計測
される電子密度は光路の線平均電子密度であり，局所的な密度計測が可能な静電プロ
ーブ法と比べると空間分解能の点で劣る．しかし，プラズマに対する擾乱を与えない
という利点がある． 
 プラズマ中の磁場と垂直に伝搬する周波数の電磁波のうち，電場方向が磁場に平
行な波(正常波)と垂直な波(異常波)の屈折率 No，Nxはそれぞれ， 
 
𝑁𝑜
2 = 1 − (
𝜔𝑝𝑒
𝜔
)2， 
𝑁𝑥
2 = 1 − (
𝜔𝑝𝑒
𝜔
)2
𝜔2 − 𝜔𝑝𝑒
2
𝜔2 − 𝜔𝑝𝑒2 − 𝜔𝑐𝑒2
 
(3.15) 
で表される．ここで，pe = (nee
2
/me0)
1/2はプラズマ振動数，ce = eB/meは電子のサイ
クロトロン周波数である．異常波の屈折率 Nxは電子密度と磁場の関数となり，解析が
複雑となる為，電子密度を計測する干渉計には正常波を用いる．≫ ce の短波長の
レーザーを使用する時，異常波の屈折率は正常波の屈折率に近似される．また，≫ 
peの時には， 
 𝑁𝑥 ≅ 𝑁𝑜 ≅ 1 −
1
2
𝜔𝑝𝑒
2
𝜔2
= 1 −
1
2
𝑛𝑒
𝑛𝑐
 (3.16) 
から， 
 𝑛𝑐 =
𝜀0𝑚𝑒𝜔
2
𝑒2
 (3.17) 
となる．ここで neは電子密度，0 は真空の誘電率，ncは入射周波数に対するカットオ
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フ密度である．カットオフ密度 ncは電磁波の角周波数 = 2c/から， 
 𝑛𝑐 =
𝜀0𝑚𝑒
𝑒2
(
2𝜋𝑐
𝜆
)2 (3.18) 
と表される．プラズマ断面の中心から距離 x 離れた位置で，y 軸に平行な正常波を入
射させる時，真空中及びプラズマ中の電磁波の波数を k，kp とする．この時，プラズ
マの有無により生じる位相差は 
 ∆𝜙 = ∫ (𝑘 − 𝑘𝑝)𝑑𝑦
𝑦2
𝑦1
 (3.19) 
である．また，真空中の電磁波の波数は k = 2/，真空中とプラズマ中の波数の関係
はプラズマの屈折率 N0を用いて kp = N0k となる．これらを式(3.19)に代入し，y1から
y2の距離を L とすると， 
 ∆𝜙 =
2𝜋
𝜆
∫ (1 − 𝑁0)𝑑𝑦
𝑦2
𝑦1
=
𝜋𝐿
𝜆
𝑛𝑒
𝑛𝑐
 (3.20) 
となる．更に，式(3.20)に式(3.17)を代入し，電子密度 neを求める式とすると， 
 𝑛𝑒 =
4𝜋𝜀0𝑚𝑒𝑐
2
𝑒2𝜆
Δ𝜙
𝐿
 (3.21) 
となり，使用するレーザーの波長，プラズマの大きさ L，位相差が分かればプラズ
マの線平均電子密度 neが求まる[7]．使用するレーザーの波長は計測対象となるプラズ
マの密度によって決まり，本研究では CO2レーザー( = 10.6 m)を用いた干渉計計測
を行った． 
 本研究で使用した干渉計計測システムは Bragg Cell により周波数変調を行い，その
一次回折光を利用したものであり，クワドレイチャー方式により位相差を求める干渉
計である．この方式は，Bの周波数変調が与えられる一次回折光を参照光とし，周波
数変調の与えられない光をプラズマ中に通過させ，位相差を受ける探査光としてい
る．参照光，探査光の電場をそれぞれ Er，Epとすると， 
 
𝐸𝑟 = 𝐴𝑟cos (𝜔 + 𝜔𝐸)𝑡， 
𝐸𝑝 = 𝐴𝑝cos (𝜔𝑡 + 𝜙) 
(3.22) 
と表される．検出器によって検出される干渉信号 I は 
 𝐼 = 〈(𝐸𝑝 + 𝐸𝑟)〉 =
1
2
(𝐴𝑝
2 + 𝐴𝑟
2 + 2𝐴𝑝𝐴𝑟cos (𝜙 − 𝜔𝐸𝑡)) (3.23) 
であり，<>は時間平均を示す．式(3.23)の第 3 項が時間的に変化する検出信号 S は 
 𝑆 = 𝐴𝑝𝐴𝑟cos (𝜙 − 𝜔𝐸)  
 = 𝐴𝑝𝐴𝑟(𝑐𝑜𝑠𝜙𝑐𝑜𝑠𝜔𝐸𝑡 + 𝑠𝑖𝑛𝜙𝑠𝑖𝑛𝜔𝐸𝑡) (3.24) 
第 3 章 球状トーラス閉じ込め装置 
 
46 
であり，cosEt，sinEt を基底ベクトルとすると信号 S は，半径 ApArの円周上を動く
事になる．これを検出器に入れた後，位相検出器により検出し処理を行う事で Xcos，
Ysinの形で位相の情報を取得する．この情報より位相差は 
 𝜙 = tan−1
𝑠𝑖𝑛𝜙
𝑐𝑜𝑠𝜙
 (3.25) 
として求められる．本研究で使用した干渉計計測システムの光学系配置を図 3.9 に示
す．Beam Spliter には Ge レンズ(反射率約 50%)と SeZn(反射率約 20%)のハーフミラー
を用いた．図 3.9 中の f は凹面鏡の焦点距離を表し，他のレンズは全て平面鏡である． 
 本研究で使用した CO2レーザー干渉計は CO2レーザーの光を Bragg Cell を用いて探
査光と参照光に分岐させ，赤外線検出器(Photo Detector)から信号を得てセルドライバ
ーから発信される参照信号と重ね合わせる事で探査光と参照光の位相差の計測を行
った．表 3.5 に CO2レーザーの仕様を示す． 
 
 
図 3.9 干渉計計測システムの光学配置 
 
表 3.5 CO2 レーザーの仕様 
型式 48-1-28 
波長 10.63 m 
定格出力 10 W 
出力安定度 ±10% 
入力電流 8 A 
変調周波数 5 kHz 
立ち上り・下がり時間 各 150 s 
冷却方法 水冷 0.5 GPM，水温 18 度 
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3.3.4 ダブルプローブ 
 ダブルプローブ法は Kojima and Takayama[8]及び Johnson and Malter[9]等によって考
案されたものであり，その基本的な回路構成を図 3.10(a)に示す．ダブルプローブ計測
では，図 3.10(a)で示される様に近接した 2 本の形状と面積の等しいプローブ P1と P2
をプラズマ中に配置する．プローブ間に可変電圧 Vdを印可し，Vdの変化に応じて流入
するプローブ電流 Ipを記録し，電流‐電圧特性を得る．ダブルプローブに流入する電
流とプローブ電位の関係を図 3.10(b)に示す．図 3.10(b)はシングルプローブ特性と同
様であり，プローブに流れる電流 Ip = -Ie + Iiは点線で示される．印可電圧 Vd = 0 の場
合，2 本のプローブは同電位となり，かつ，電位的に完全に浮いているのでプローブ
に電流が流れない．従って，2 本のプローブとも電位的には図 3.10(b)で示される浮動
電位 Vfとなる．Vd ≠ 0 のとき，プローブ P1は Vfより正の電位 V1に，プローブ P2は
負の電位 V2にそれぞれずれてプローブ電流 Ip = I1 = I2が流れる．プローブは電位的に
完全に浮いている為，P1，P2間では自動的に閉回路を構成し，プローブ電位は常に I2 — 
I1 = 0 となる．電子電流の増加はイオン電流の増加に比べて急である為，印可電圧 Vd = 
V2 — V1は大部分が V2側にずれる．Vdの増加と共に Ipも増加するが，閉回路を構成す
る為に Ipの値はイオン電流によって制限される．この様にして得られる電流‐電圧特
性は図 3.11(a)の右半分の実線で示される様にシングルプローブのイオン電流特性に
似た形になる．Vdの極性を逆にして変化させると，左半分のような，対照的な曲線が
得られる．図 3.11(a)の曲線図形がダブルプローブの電流‐電圧特性である．実際の測
定では，2 本のプローブが置かれた位置の空間電位が必ずしも等しくないので，図 
3.11(b)の様に Vd = 0 となっても空間電位差によって僅かに電流が流れる．また，プロ
ーブの表面積が正確に一致しない場合には飽和電流値が異なる為，図 3.11(b)のように
零点に対して非対称となる． 
 ダブルプローブ法では，電極が電位的に浮いている為，プラズマの空間電位が時間
的に変動しても自動的に追随する．このようなプローブ法を浮動探針法と呼び，変動
する現象の測定に多く用いられる． 
 図 3.10(b)に示される様に，印可電圧Vdに対しプローブP1，P2の電位はそれぞれV1，
V2 となる．プローブ電流は電子電流とイオン電流の和であるので，P1，P2に流れる電
流 I1，I2は無衝突プラズマの場合， 
 
−𝐼1 = −𝐼𝑒1 + 𝐼𝑖1 = −𝐼𝑒0𝑒
−𝜙1 + 𝐼𝑖1， 
𝐼2 = −𝐼𝑒2 + 𝐼𝑖2 = −𝐼𝑒0𝑒
−𝜙2 + 𝐼𝑖2 
(3.26) 
となる[10]．ここで，1 = eV1/kTe，2 = eV2/kTe，V2 — V1 = Vd，Ip = I1 = I2である．式(3.26)
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の 2 式の和をとると， 
 𝐼𝑒1 + 𝐼𝑒2 = 𝐼𝑒0𝑒
−𝜙1 + 𝐼𝑒0𝑒
−𝜙2 = 𝐼𝑖1 + 𝐼𝑖2 (3.27) 
となる． d = eVd/kTe とし，Ii1 + Ii2 = Iiとして式(3.27)を整理すると， 
 
∑ 𝐼𝑖
𝐼𝑒1
− 1 = 𝑒−𝜙𝑑  
となり，両辺に対数をとり，Vdで微分すると， 
 
𝑑 ln (
∑ 𝐼𝑖
𝐼𝑒1
− 1)
𝑑𝑉𝑑
= −
𝑒
𝑘𝑇𝑒
 
(3.28) 
となる．つまり，測定で得られた図 3.11(a)の様なダブルプローブの電流‐電圧特性の
上で，適当な Vdの値に対応した Ie1と Iiから(Ii/Ie1) — 1 の値を計算し，Vd に対して片
対数を取ると直線になり，その傾きから Teが求まる． 
 
 
(a) 回路概要 
 
(b) 電流と電圧の関係 
図 3.10 ダブルプローブ法 
 
 
     (a) 理想的な特性       (b) 実際の特性 
図 3.11 ダブルプローブの電圧電流特性 
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 実際の測定では，イオン電流の傾斜の補正も考慮し， 
 
𝑘𝑇𝑒
𝑒
= −
∑ 𝐼𝑖
𝐴1(
𝑑𝐼𝑝
𝑑𝑉𝑑
)𝑉𝑑=0 − 𝐴2(
𝑑𝐼𝑝
𝑑𝑉𝑑
)𝑠𝑎𝑡.
 
(3.29) 
から Teが求まり，ここで k はボルツマン定数，e は電子の電荷量である[11]．式(3.29)
においてIi は図 3.11(a)で示される様に飽和電流の接線が電流軸と交わった 2 点から
決まり，(dIp/dVd)Vd=0，(dIp/dVd)sat.はそれぞれ Vd = 0 の点と飽和電流領域におけるプロ
ーブ電流の傾きである．また，定数 A1，A2は無衝突プラズマでは A1 = 4，A2 = 3.28 と
なる．実際の測定において図 3.11(b)の様な非対称特性が得られた場合，より正確な
Teを求める為に，Vd = 0 の点における傾斜の代わりに変曲点における傾斜を用いる[10]． 
 飽和電流値がイオン電流に相当し，シースの生成条件が成り立つと仮定すると，電
子温度 Teと飽和電流の接線と電流軸と交わる点の値 I0から電子密度 neは 
 𝐼0 = 0.61𝑛𝑒𝑒𝑆√
𝑘𝑇𝑒
𝑚𝑖
 (3.30) 
より求まる．ここで miはイオン質量，S はプローブ表面積である[12]． 
 本研究で使用した静電プローブの概観を図 3.12 に示す．図 3.12 に示すプローブは
4 本の電極を有しているが，実際の計測では対角に設置された 2 本の電極を選択して
計測を行った．プラズマに接する電極は0.4 × 0.5 mm のタングステン製であり，電極
長さが電極径よりも大きい為，式(3.30)において電極面積 S は電極の側面のみを考慮し
ている．また，4 本の電極の内 3 本を選択する事でトリプルプローブ[10]としても計測
が可能である．計測に用いた回路図を図 3.13 に示す．電極間には，ファンクションジ
ェネレータが出力した三角波電圧を高周波パワーアンプで増幅させて電圧印加を行っ
た．電源や計測器を電気的に保護する為に印加電圧はパルストランスを介して，プロ
ーブ電流は電流センサーを用いて計測を行った[12]． 
 
 
図 3.12 静電プローブの概観 
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3.3.5 マッハプローブ 
 マッハプローブ法とは，プラズマに流れが存在する時，その流れの上流に面したプ
ローブで得られるイオン飽和電流が流れの下流に面したプローブで得られるイオン飽
和電流より大きな値をとる性質を利用して流速を求める計測法である．図 3.14 にマッ
ハプローブ計測の概要を示す． 
 マッハプローブ計測では，上下流のイオン飽和電流値の違いからイオンマッハ数
Miを決定し，プラズマ流速 udを得る．イオンマッハ数は上下流のイオン束(Jup，Jdown)
の比 R とマッハ数 Mcを用いて， 
 
𝑅 =
𝐽𝑢𝑝
𝐽𝑑𝑜𝑤𝑛
= exp (𝑀𝑖 𝑀𝑐⁄ )， 
𝑀𝑖 = 𝑀𝑐 ln 𝑅 
(3.31) 
で表される．また，イオンマッハ数はプラズマの流速とイオン音速Csとの比であり， 
 𝑀𝑖 =
𝑢𝑑
𝐶𝑠
=
𝑢𝑑
√𝑘𝐵(𝑧𝑖𝛾𝑒𝑇𝑒 + 𝛾𝑖𝑇𝑖)/𝑚𝑖
 (3.32) 
 
 
図 3.13 ダブルプローブの測定回路 
 
 
図 3.14 マッハプローブ計測の概要 
ファンクション
ジェネレータ
パルストランス
1次 2次
オシロスコープ
ダブルプローブ
電流センサ
HIST
プラズマ
高周波
パワーアンプ
三角波
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で表される．ここで，Te，Ti はそれぞれ電子・イオンの温度，mi はイオン質量，zi は
イオンの電荷数，e，iは電子・イオンの比熱比である．イオンと電子がほぼ等温変化
をしているとし，e = i = 1 とするとイオン音速 Csは 
 𝐶𝑠 = √𝑘𝐵(𝑇𝑒 + 𝑇𝑖)/𝑚𝑖 (3.33) 
と近似される．また，式(3.32)で示されるマッハ数 Mcは定数であり，その値は様々な
モデルによって定義されているが，未だ正確な理論が確立されていない．その為，測
定条件に対応したモデルを選択する必要がある．解析モデルは流体モデルと粒子モデ
ルの 2 つに大別される．流体モデルでは，プラズマを一つの流体として捉える為，流
速は連続の式と運動量の方程式の解として与えられる．また，粒子モデルでは，プラ
ズマを荷電粒子の集合体とし，個々の粒子の挙動をモデル化する為，ボルツマン方程
式が基本となり，流速はボルツマン方程式により与えられる．更に，プローブ理論に
磁界の影響を考慮するかどうかによってもモデルは選択される．本研究においては，
解析モデルは粒子モデルでプローブ捕集面半径がイオンのラーマー半径よりも小さい
時に適用可能な非磁化の Hutchinson モデルを採用している．このモデルでは比例定数
K だけでなく Ti，Te，i，eを考慮して， 
 
1
𝑀𝑐
= 𝐾√𝛾𝑒 + (
𝑇𝑖
𝑇𝑒
) 𝛾𝑖 (3.34) 
からマッハ数を算出する． 
 Hutchinson による PIC(Particle-In-Cell)シミュレーション[13]で導かれた Ti/Te の値に
対する K の結果及び，磁化の Kinetic model による結果を図 3.15 に示す．本研究にお
いては電子とイオンの衝突が十分に行われているものとし，Ti / Te = 1，e = i = 1 とし
て図 3.15 と式(3.34)から Mc = 1.34 とした． 
 本研究で使用したマッハプローブの概要を図 3.16 に示す．マッハプローブは電極長
さ 1.2 mm，0.8 mm の電極を用いて対向する 2 対の電極を用いてポロイダル，トロイ
ダル，径方向の 3 方向の流速を同時に測定できる構造をしている．また，本研究で使
用したマッハプローブはセラミック製の先端部内に磁気プローブを有しており，フロ
ーと同位置における磁場の計測が可能である．磁気プローブは 3.0 mm のスチロール
樹脂の立方体にエナメル線を 30 回，3 方向に巻いたコイルにより構成されている．ま
た，電極番号 B，C，D をダブルプローブとして使用することも可能である[12]． 
 図 3.17 にマッハプローブの計測回路を示す．計測ではノイズ対策としてコンデンサ
を用いた定電圧印加法を採用している．まず，定電圧源を用いてコンデンサを任意の
値まで充電し(図 3.17(a))，計測の際には電源とコンデンサを切り離す事により電源を
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フローティングにしている(図 3.17(b))．コンデンサ自体の電荷が回路に流れ込んでし
まうと正確なイオン飽和電流を計測できない為，静電容量が 4700 F のケミカルコン
デンサーを使用している．印加電圧の変更や実験終了時には作業の安全性を確保する
為に，回路に抵抗を挿入し，コンデンサに溜まった電荷を放電させる(図 3.17(c))．電
流センサーは 1 mA オーダーの精密計測が可能で 100 kHz まで周波数特性のある URD
社製の型番 CTL-12-S30-10Z のものを使用した[12]． 
3.3.6 電界プローブ 
 プラズマ中において，径方向に長さの異なる 2 本の電極を挿入し，その浮遊電位差
Vfから，径方向電場 Erを求める事ができる．径方向電場は 
 𝐸𝑟 =
∆𝑉𝑓 + 𝛼∆𝑇𝑒
𝑟
 (3.35) 
から求まる．ここで，r は電極間距離，は定数，Teは電極間の電子温度の差である．
本研究では電極間距離が 25 mm の電界プローブを用いて計測を行い，プローブの概要 
 
 
図 3.15 比例定数と温度比の関係(文献[13]図 3 より転載) 
 
 
(a) 上面図 
 
(b) 側面図 
図 3.16 マッハプローブの概要 
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及び計測回路を図 3.18 に示す．径方向電場の算出時にはTe ~ 0 とし，10 k以上の抵
抗をプローブに対して直列に接続し，200 分の 1 以上の分圧比で計測を行った[12]． 
3.3.7 計測器配置 
 HIST 装置では円柱座標系を採用しており，センタースタックから FC へ向かう向き
が径方向(R 方向)の正方向である．また，FC から MCPG へ向かう向きがポロイダル方
向(z 方向)の正方向であり，z 方向から R 方向へベクトルを回転させる向きがトロイダ
ル方向(または t 方向)の正方向である．図 3.19 に HIST 装置におけるプラズマの断面
及びトロイダル・ポロイダル方向の装置断面を示す． 
 HIST 装置には多数の計測ポートが設置されている為，目的に合わせた計測機器の設
置が可能であり，典型的な計測器の配置を図 3.20 に示す．図 3.20(a)はトランジェン
ト CHI 実験，図 3.20(b)はダブルパルス CHI 実験における計測器の配置例である． 
 
 
図 3.17 マッハプローブの測定回路 
 
 
(a) 電界プローブ  
(b) 測定回路 
図 3.18 電界プローブの概要と測定回路 
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(a) プラズマ断面 
 
(b) トロイダル断面 
 
(c) ポロイダル断面 
図 3.19 HIST 装置の座標系 
 
 
(a) トランジェント CHI 実験における計測器配置例 
 
 
(b) ダブルパルス CHI 実験における計測器配置例 
図 3.20 典型的な計測器の配置 
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3.4 結言 
 本章では研究対象となる HIST 装置の概要を示し，MCPG や各外部磁場を生成する
為の充放電系統の仕様を示した．また，HIST 装置で生成されたプラズマの計測を行う
機器についてその計測理論を示し，実際の計測に用いた計測機器について示した．ま
た，各計測機器の HIST 装置への配置図を示した． 
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第4章 ドップラー分光計測システムの開発 
4.1 諸言 
 分光学そのものはニュートンが 1666 年にプリズムを用いて太陽光を波長別に分け
た事が始まりであり，プラズマにおける分光学は 1950 年代から適用・発展をしている．
現在では検出感度や空間分解能，時間分解能の向上により高性能なプラズマ診断が可
能である[1]．分光計測は非接触な計測である為，計測対象のプラズマを冷やす事無く
計測を行う事ができるという利点を持つ．一方で，計測されるパラメータは空間的な
データとなる為，局所的なデータを得る為には多点計測を踏まえたデータ解析が必要
である．本研究においては単点計測を行うドップラー分光計測を従来から行っており
[2]，プラズマ中のイオン温度の分布形成や拡散現象等を捉える為に多点同時計測の可
能なドップラー分光計測システムの開発を行った[3]． 
 本章では4.2節においてプラズマの発光を利用したドップラー分光法について示す．
4.3節においてはドップラー分光法を用いてHIST装置で生成されたプラズマのイオン
温度・フローを計測する為の単点ドップラー分光計測システムについて示す．本研究
では従来の単点での計測が可能な光電子増倍管を用いたドップラー分光計測に加え，
多点同時計測の可能な高速カメラを用いた多点ドップラー分光計測(Multi-channel Ion 
Doppler Spectroscopy：M-IDS)システムの開発を行った．このシステムの開発に先立ち，
平成 26年度日米科学技術協力事業により米国ワシントン大学のHIT-SI3研究グループ
との共同研究を行い，M-IDS システムの開発について多くの議論を行った．4.4 節に
開発した M-IDS システムについて示し，4.5 節において M-IDS システムの性能評価を
示す[3]．4.6節ではM-IDSシステムの磁場閉じ込めプラズマへの適用結果として，HIST
装置及びワシントン大学の HIT-SI3 装置への適用結果について示す． 
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4.2 プラズマの分光計測 
 プラズマ中では電子やイオン，中性子が頻繁に衝突し，その相互作用によって光エ
ネルギーの波長関数である原子・分子スペクトルを得る事ができる．本節では 4.2.1
項においてプラズマの発光原理及びスペクトル線の広がりについて述べる．4.2.2 項で
は分光計測によってイオン温度・フローを解析する為のドップラー分光計測法につい
て述べる． 
4.2.1 プラズマの発光 
 プラズマを構成する電子やイオン，中性子が衝突する事でそれらが持つエネルギー
が放出・吸収される．この時，エネルギーの差分に応じた光が放射される．光は電磁
波としての波動性と粒子としての粒子性を持ち，そのエネルギーは離散的で量子化さ
れている．原子や分子が量子化条件に従って取り得るエネルギー値を準位と呼び，原
子がある準位に存在するのは準位に特有な原子状態が存在する為である．この状態は
量子力学的には波動関数で表される[1]． 
 図 4.1(a)に示す様に，上準位のエネルギーE2 と下準位のエネルギーE1の間の遷移に
は自然放出，誘導放出及び吸収の 3 種類の放射過程がある．放射過程に伴う光の振動
数21はボーアの振動数条件， 
 𝜈21 =
𝐸2 − 𝐸1
ℎ
 (4.1) 
によって定義される．ここで h はプランク定数(= 6.6260755 × 10-34 [J・s])である．また，
遷移によって放射・吸収される光のエネルギーは hである．この様な離散準位間の遷
移に伴う発光・吸収のスペクトルは図 4.1(b)の様な線スペクトルで示される．真空中
における光の振動数は 
 𝑐0 = 𝜈𝜆0 (4.2) 
で表され，c0は光速度(= 2.99792458 × 10
8
 [m/s])，0は真空中の波長である． 
 スペクトル線の発光強度は単位時間当たりに放出される光子のエネルギーと定義さ
れ，上準位 q から下準位 p へ遷移する際に放出される光のスペクトル線の発光強度 I(q, 
p)は 
 𝐼(𝑞, 𝑝) = 𝑁(𝑞)𝐴(𝑞, 𝑝)ℎ𝜈(𝑞, 𝑝) (4.3) 
で示される．ここで N(q)は上準位の占有密度，A(q, p)は自然放射による遷移確率であ
り，アインシュタインの A 係数とも呼ばれる[4,5]． 
 プラズマ中でのスペクトル線の広がりは，発光原子と周辺の電子やイオンとの相互
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作用により生じる．光のスペクトル線が図 4.2 の様な放射エネルギー分布を持つ時，
この分布をスペクトル線分布という．放射エネルギーが極大となる振動数pは相互作
用が無い時の共鳴周波数0 からわずかにずれる．これをスペクトル線のずれという．
また，放射エネルギーが極大値の半分になる 2点間の間隔を半値全幅(Full Width at Half 
Maximum：FWHM)と呼び，その半分を半値半幅(Half Width at Half Maximum：HWHM)
という．スペクトル線の広がりの原因には様々な物があり，代表的なものとして自然
幅，ドップラー広がり，ゼーマン効果，シュタルク効果が挙げられる． 
 
a) 自然幅 
 自然幅はスペクトル線広がりの原因の内，最も基本的な広がりである．自然幅は励
起原子が有限の時間内に自然放出によって下位準位へ遷移する事に伴って生じるもの
である．その幅はローレンツ型の広がりであり，自然放出係数 A によって決まる．自
然幅による半値全幅FWHM,Lは 
 
Δ𝜔𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐿 = 2Δ𝜔𝐿 
= 𝐴 =
1
𝜏𝑟
 
(4.4) 
で示され，ここでr は放射寿命であり，エネルギー準位は原理的に量子力学的な不確
定性を持つ[1]．本研究で主に使用した水素の中性子，酸素 1 価イオン，炭素 2 価イオ
ンの各スペクトル線の自然放出係数及び，算出される自然幅を表 4.1 に示す．表 4.1
に示すような自然幅に対してドップラー広がりや衝突広がりは一般的に大きくなる． 
 
b) ドップラー広がり 
 ドップラー広がりはある気体原子が速度 vzの速さで運動する時，静止状態における
共鳴角振動数0 の見かけの共鳴角周波数vが静止状態からだけずれ，v = 0 + 
 
 
(a) 離散準位の遷移 
 
(b) 発光スペクトル 
図 4.1 遷移とスペクトル線 
E1
E2
自然放出 誘導放出 吸収
光 光
光
ν0 振動数
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図 4.2 スペクトル線の分布 
 
表 4.1 スペクトルの波長と自然幅[6] 
スペクトル 波長 [nm] 自然放出係数 [1/s] 自然幅 [MHz] 
水素中性子(H) 486.135 8.4193 × 106 1.34 
炭素 2 価イオン(CIII) 464.742 7.26 × 107 11.55 
酸素 1 価イオン(OII) 441.4905 8.47 × 107 13.48 
 
となる時のスペクトル広がりである．光子の運動量による原子の反跳を無視すると， 
 𝛿𝜔 = 𝜔0
𝑣𝑧
𝑐
 (4.5) 
である．原子がマクスウェル速度分布を取るとすると，速度成分が vzと vz + dvzの間に
ある確率は 
 𝑝(𝑣𝑧)𝑑𝑣𝑧 = √
𝑀𝐴
2𝜋𝑘𝑇
𝑒𝑥𝑝 (−
𝑀𝐴𝑣𝑧
2
2𝑘𝑇
)𝑑𝑣𝑧 (4.6) 
である．ここで MAは原子の質量[kg]，k はボルツマン定数[J/K]，T は温度[K]である．
式(4.6)から原子集団が放出する共鳴スペクトル線の規格化分布は 
 
𝑔(ω) =
1
√𝜋∆𝜔𝐷
𝑒𝑥𝑝 {−(
𝜔 − 𝜔0
∆𝜔𝐷
)2}  ， 
∆𝜔𝐷 =
𝜔0
𝑐
√
2𝑘𝑇
𝑀𝐴
 
(4.7) 
のガウス型になる．この広がりD をドップラー広がりと呼ぶ．このドップラー広が
りの半値半幅Δ𝜔𝐻𝑊𝐻𝑀,𝐷は，Δ𝜔𝐻𝑊𝐻𝑀,𝐷 = √𝑙𝑛2∆𝜔𝐷となり，半値全幅Δ𝜔𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷は 
 
νp 振動数ν0
ΔνFWHM
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 Δ𝜔𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷 = 2Δ𝜔𝐻𝑊𝐻𝑀,𝐷  
 =
2𝜔0
𝐶
√
2𝑙𝑛2𝑘𝑇
𝑀𝐴
 (4.8) 
となる[1]．角振動数と波数，波長との関係は，v0 = 0 / 2，0 = c / v0であり， 
 Δ𝜈𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷 = 𝜈1 − 𝜈2  
 =
1
2𝜋
Δ𝜔𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷 ， (4.9) 
 Δ𝜆𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷 = 𝜆1 − 𝜆2  
 = −
𝑐
𝜈1𝜈2
Δ𝜈𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷 (4.10) 
となる．Δ𝜆𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷の絶対値のみを考えると，Δ𝜆𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷 =
𝜆1𝜆2
𝑐
Δ𝜈𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷であり，式(4.8)，
(4.9)からΔ𝜈𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷 =
2
𝐶
√
2𝑙𝑛2𝑘𝑇
𝑀𝐴
𝜈0となり， 
 Δ𝜆𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷 =
𝜆1𝜆2
𝑐
2
𝑐
√
2𝑙𝑛2𝑘𝑇
𝑀𝐴
𝑐
𝜆0
 (4.11) 
を得る．ここで半値になる波長1，2 の積12 を考える．1，2 は最大値になる波長
0からそれぞれ/2 ずれている．このことから， 
 𝜆1𝜆2 = (𝜆0 +
Δ𝜆
2
)(𝜆0 −
Δ𝜆
2
)  
 = 𝜆0
2 −
Δ𝜆2
4
 (4.12) 
となり，𝜆0 ≫ Δ𝜆から，𝜆0
2に対してΔ𝜆2は無視できるので，式(4.11)は 
 Δ𝜆𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷 =
𝜆0
2
𝑐
2
𝑐
√
2𝑙𝑛2𝑘𝑇
𝑀𝐴
𝑐
𝜆0
  
 =
2
𝑐
√
2𝑙𝑛2𝑘𝑇
𝑀𝐴
𝜆0 (4.13) 
となる． 
 気体原子が等方的な熱運動ではなく，高速ジェットのように一方向性の運動してい
る場合，スペクトル線は観測方向に依存して特定の方向にずれる．これをドップラー
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シフトと呼ぶ．また，分子が電子衝突等によって解離する時，余剰の運動エネルギー
を解離によって生成した原子や分子が運び去る．このような時に見られるスペクトル
線のドップラー広がりは原子・分子の並進運動を表すもので，必ずしもプラズマの熱
状態を反映するものではない． 
 
c) ゼーマン効果 
 原子に磁場や電場などの外力が作用すると縮退が解け，量子数 M の異なるエネルギ
ー状態に分裂する．エネルギー準位の分裂が外部磁場によって生じる場合をゼーマン
効果，外部電場によって生じる場合をシュタルク効果という[1]． 
 ゼーマン効果は原子が磁気双極子を持っている事により生じる．原子核の周りを周
回運動する電子の軌道角運動量 L には磁気双極子L = -eL / 2meが付随する．磁気双極
子が磁束密度 B の外部磁場中に置かれると相互作用エネルギーW が生じ， 
 ∆𝑊 = −𝝁𝑳 ∙ 𝑩 (4.14) 
であり，これによってゼーマン効果が生じる．磁束密度 B を z 軸方向に取ると，原子
の全磁気モーメントと磁場 B [T]の相互作用は 
 ∆𝑊 = −〈𝝁〉𝐴𝑉 ∙ 𝑩 + 𝜇𝐵𝑔𝑀𝐵  
 = 5.78838260 × 10−5 × 𝑔𝑀𝐵 [𝑒𝑉] (4.15) 
である．ここで M は磁気量子数であり，磁気双極子Lの z 成分に対してLz = -BM で
ある．g は Lande の g 因子と呼ばれ，電子のスピン角運動量 S と全角運動量 J に対し
て<S+J>AV = gJ である．また，Bはボーア磁子と呼ばれ， 
 𝜇𝐵 =
𝑒ℏ
2𝑚𝑒
  
 = 5.78838263 × 10−5 [𝑒𝑉/𝑇] (4.16) 
である．式(4.15)から M の異なる状態はエネルギーがBgB ずつ異なる等間隔の状態に
分裂し，M の符号が異なる場合は互いに逆方向にずれることが分かる． 
 量子数(n1J1M1)，g 因子 g1の下準位と量子数(n2J2M2)，g 因子 g2の上準位間の遷移に
よるスペクトル線の振動数は 
 
∆𝑀 = 0  ∶  𝜐(𝜋) = 𝜐0 +
𝜇𝐵𝐵
ℎ
(𝑔2 − 𝑔1)𝑀 ， 
∆𝑀 = ±1: 𝜐(𝜎) = 𝜐0 +
𝜇𝐵𝐵
ℎ
(𝑔2𝑀2 − 𝑔1𝑀1) 
(4.17) 
である[1]． 
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d) シュタルク効果 
 シュタルク効果では外部電場 F によって原子に電気双極子 p が励起され，p と F の
相互作用によるエネルギーは 
 ∆𝑊 = −𝒑 ∙ 𝑭 (4.18) 
となる[1]．電場が弱い領域では分極による電気双極子は電場に比例する．原子の電気
分極率をとすると，p = F から， 
 ∆𝑊 = −α𝐹2 (4.19) 
であり，シュタルク効果によるエネルギーのずれは F2に比例する．これを二次シュタ
ルク効果と呼ぶ．原子の量子力学的状態を考慮すると，一次シュタルク効果は普通の
原子には存在しない． 
 水素様イオンでは一次シュタルク効果が生じるが，これはわずかな相対論的補正を
無視した時，固有値が磁気量子数 m だけでなく方位量子数 l に関しても縮退する為で
ある．その為，主量子数 n > 2 では，同一エネルギー準位に偶奇性が反対の複数の固
有関数が存在し，これによって一次シュタルク効果が現れる．水素様イオンの主量子
数 n の状態のシュタルク分裂は 
 ∆𝑊(𝑛, 𝑘) = 7.9350 × 10−4 ×
𝑛𝑘𝐹
𝑍
[𝑒𝑉] (4.20) 
で表される．ここで k は主量子数によって決まり，k = 0, ±1, ±2, …±(n - 1)である．
また，電場 F の単位は[kV/m]であり，Z は原子の質量比である．シュタルク効果の磁
気量子数 M に関する依存性は，ゼーマン効果と異なり，±M の状態はエネルギーのず
れが等しくなる．二次シュタルク効果について，z 軸方向に電場を取ると，量子数 n，
J，M の状態のエネルギーのずれは 
 ∆𝑊(𝑛𝐽𝑀) = 𝐹2(𝑎𝑛𝐽 + 𝑏𝑛𝐽𝑀
2) (4.21) 
と表され，±M の状態のエネルギーのずれは等しくなる．また，シュタルク効果の原
因となる微視的電場は荷電粒子数密度に依存する為，シュタルク広がりを測定する事
でイオンや電子の密度を求める事ができる[1]． 
 
e) 装置広がり 
 上記のスペクトル広がりは物理的な要因によるものであるが，実際にスペクトル線
幅を測定する場合には測定系の装置に起因する広がりも考慮する必要がある[4]．これ
を装置広がりや機械広がりと呼び，標準光源を用いた光のスペクトル広がりから求め
る事ができる．尚，この装置広がりはガウス型の広がりとして取り扱う． 
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4.2.2 ドップラー分光計測 
 計測対象であるプラズマの磁場及び密度がゼーマン効果やシュタルク効果を受けな
い場合，プラズマの発光スペクトルは一般的にドップラー広がりと装置広がりから成
る．本研究対象となるプラズマではこの条件を満たす為，計測されたスペクトルのド
ップラー広がりとドップラーシフトの解析から発光するイオンや中性子の温度・フロ
ーの算出が可能である(図 4.3 参照)． 
 イオン温度の算出については式(4.13)を温度 T に関する式にすると， 
 𝑇 =
𝑐2𝑀𝐴
8𝑙𝑛2𝑘
Δ𝜆𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷
2
𝜆0
2   
     = 1.67 × 108𝐴
Δ𝜆𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷
2
𝜆0
2  [eV] (4.22) 
であり，ここで A は発光原子の質量数である[1]．本論文では，温度の単位を eV とし
ている為，ボルツマン定数の単位を J/K から J/eV に直す必要がある．また，計測から
得られるスペクトル広がりFWHMは装置広がりの半値幅FWHM,Mと重なっている為， 
 Δ𝜆𝐹𝑊𝐻𝑀,𝐷
2 = Δ𝜆𝐹𝑊𝐻𝑀
2 − Δ𝜆𝐹𝑊𝐻𝑀,𝑀
2
 (4.23) 
からドップラー広がりのみを解析する必要がある． 
 光のドップラー効果による振動数は 
 𝜈′ = 𝜈
√1 − (𝑉/𝑐)2
1 − (𝑉/𝑐)𝑐𝑜𝑠𝜃
 (4.24) 
より導出され，’，は観測者側，光源の光の振動数，V は光源の速さ，c は光速度，
は光源と観測者のなす角である．ドップラーシフト量は 
 
𝛥𝜆 = 𝜆′ − 𝜆 
=
1
𝜈′
−
1
𝜈
 
 
 =
ν − 𝜈′
𝜈𝜈′
 (4.25) 
である．式(4.24)と式(4.25)から， 
 𝛥𝜆 =
𝜈
𝜈𝜈′
(
1 − (
𝑉
𝑐 ) 𝑐𝑜𝑠𝜃 − √1 − (𝑉/𝑐)
2
1 − (𝑉/𝑐)𝑐𝑜𝑠𝜃
) (4.26) 
となる．ここで，V ≪ c から，√1 − (𝑉/𝑐)2 ≈ 1と近似でき，1/’ = ’から， 
 𝛥𝜆 = 𝜆′(
−(𝑉/𝑐)𝑐𝑜𝑠𝜃
1 − (𝑉/𝑐)𝑐𝑜𝑠𝜃
) (4.27) 
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(a) ドップラー広がり 
 
(b) ドップラーシフト 
図 4.3 ドップラー広がりとドップラーシフト 
 
を得る．これを V に関する式にすると， 
 𝑉 =
𝑐∆𝜆
(−𝜆′ + Δ𝜆)𝑐𝑜𝑠𝜃
  
 =
𝑐∆𝜆
𝜆𝑐𝑜𝑠𝜃
 (4.28) 
となる．光の進行方向に対して平行な向きの発光を計測する場合，cos = 1 であり， 
 𝑉 =
𝑐∆𝜆
𝜆
 (4.29) 
である． 
  
λ0 波長
ΔλFWHM
波長λ0
Δλ
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4.3 単点イオンドップラー分光計測システム 
 ドップラー分光計測システムは分光器によって任意の波長スペクトル線に分解され
たプラズマの光を多チャンネル光電子増倍管(Photomultiplier tube：PMT)や荷電結合素
子(Charge Coupled Device image sensor：CCD)を用いて検出する事でドップラー広がり
を得るものである[2,7–9]．図 4.4 にドップラー分光計測システムの概要を示す．本節
は従来から使用されている単点イオンドップラー分光計測(Single-channel Ion Doppler 
Spectroscopy：S-IDS)システムについて述べる．本研究で使用した S-IDS システムはプ
ラズマの光を得る集光部として光ファイバーをガラス管に挿入し，先端にミラーを取
り付け，プローブとして任意の径のトロイダル，ポロイダル方向の発光計測が可能で
ある[10]．分光部には 1 m の焦点距離を持つ分光器を使用し，光の検出には 16 チャン
ネルの多チャンネル PMT(Multi-channel PMT：MAPMT)を使用した．S-IDS システムの
分光部及び検出部における光路を図 4.5 に示す． 
4.3.1 集光部 
 S-IDS システムの集光部には三菱電線工業(株)製のバンドル光ファイバー(型式：
STU-200/24，全長 4 m)を使用した．この光ファイバーはファイバー径 0.5 mm，コア径
0.2 mm である．光ファイバーの開口数 NA は 0.2 であり，光ファイバーの中心からの
視野角に対して， 
 𝑁𝐴 = 𝑛 sin 𝜃 (4.30) 
である．ここで n は屈折率であり，空気中においては n = 1.00028 である[11]．バンド
ル光ファイバーでは光ファイバーを 24 本使用しており，プラズマ側は丸型に光ファイ
バーを束ね，分光部側は一列に光ファイバーを並べている．本研究で使用した光ファ
イバーは紫外領域においても高い透過率を持つ STU と言う素線型名の物を使用して
おり，波長に対する透過率を図 4.6 に示す． 
 
 
図 4.4 ドップラー分光計測システムの概要 
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 HIST 装置の真空容器内には FC が設置されている為，真空容器に設置されている計
測ポートからガラス管を挿入する事で FC 内のプラズマの発光を捉える事ができる．
また，ガラス管の先端に図 4.7 に示す様な平面ミラーを有した SUS 製のボックスを取
り付ける事で，径方向に挿入されたガラス管に対して垂直方向の光となるポロイダル 
 
 
図 4.5 PMT を用いた単点ドップラー分光計測システム 
 
 
図 4.6 光ファイバーの透過率 
 
 
図 4.7 プラズマ内における集光部の概要 
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方向とトロイダル方向の発光計測が可能となる．ガラス管は合成石英製で内径 8 mm，
外径 12 mm の物を使用し，平面ミラーはシグマ光機(株)製で表面がアルミニウムコー
ティングされており，形状は15 × 3 mm である．また，この平面ミラーをプラズマか
ら保護する為に前面にシグマ光機(株)製の15 × 2 mm，材質が BK7 の窓材を設置した．
平面ミラーの波長反射率及び窓材の波長透過率を図 4.8，図 4.9 にそれぞれ示す． 
4.3.2 分光部 
 IDS システムの分光部にはコリメータの焦点距離が 1 m のリツー応用光学(株)製の
MC-100N の分光器を使用した．この分光器は平面回折格子を使用したツェルニー・タ
ーナー型の分光器である．光学系の配置は図 4.5 に示す通りである．入射スリットか
ら入った光は光ファイバーの NA に応じて広がるが，コリメータミラーによって平行
光となり，回折格子によって任意の波長の光のみがカメラミラーで反射され，出射部
から出射される． 
 分光器の性能として，分光器の明るさの指標である F 値と波長分解能の指標である
逆線分散値がある．F 値は数字が小さい程明るい事を示し， 
 
 
図 4.8 平面ミラーの反射率 
 
 
図 4.9 窓材の透過率 
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 𝐹 =
𝑓
2
√
𝜋
𝑆
 (4.31) 
で定義される．ここで f はコリメータの焦点距離[mm]，S は回折格子の面積[mm2]であ
る[11]．逆線分散 d/dx は検出器面の単位長さあたりの観測波長であり，グレーティン
グ面の垂線に対する光の入射角と反射角が等しく，その角度をとすると， 
 
𝑑𝜆
𝑑𝑥
=
cos𝜃
𝑓𝑔
 (4.32) 
である．ここで g は回折格子の刻線数[grooves/mm]である[5]．逆線分散の単位は一般
的に[nm/mm]であり，式(4.32)において f [mm]，g [/mm]から単位は[mm/mm]である．そ
の為，実際に逆線分散を算出する際は回折格子刻線数に 106 を乗じて単位を合わせる
必要がある．表 4.2 に本研究で使用した MC-100N の分光器の仕様を示す． 
4.3.3 検出部 
 分光された光の検出には 16 チャンネルの MAPMT を用いた．PMT は光電効果によ
り受光面から光電子を発生させ，2 次電子増倍管で信号を増幅させる．PMT の分光感
度は窓材の分光透過率と光電面の分光感度に依存する．陰極感度は単位入射放射束ま
たは単位入射光速に対する陰極光電流の大きさで定義され，波長と陰極物質に依存す
る．一般的な光電子増倍管は 106 – 107程度の電流増幅率が得られ，その構造を図 4.10
に示す．本研究ではメタルパッケージ光電子増倍管である浜松ホトニクス(株)製の型
式 R5900U-03-L16 の MAPMT を使用し，その仕様と波長感度を表 4.3 と図 4.11 にそ 
表 4.2 分光器 MC-100N の仕様 
入射スリット幅 0.01 – 5 mm 
入射スリット高さ 0 – 20 mm 
回折格子刻線数 1800 grooves/mm 
回折格子波長レンジ ホログラフィック 190 – 900 nm 
コリメータ焦点距離 1000 mm 
コリメータ明るさ 8.5 
波長選択 サインバー方式(波長リニア) 
分解能(半値幅) 0.0088 nm (313.183 nm) 
逆線分散(波長純度) 0.53 nm/mm 
迷光 1×10-5 
外形寸法 1090 × 530 × 275 mm 
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れぞれ示す． 
 
図 4.10 光電子増倍管の構造例 
 
表 4.3 多チャンネル光電子増倍管の仕様 
チャンネル数 16 
波長範囲 185 – 650 nm 
光電陰極材料 バイアルカリ 
窓材料 UV ガラス 
直流印加電圧 -800 V 
増幅率 4 × 106 
電流応答速度 0.6 ns 
 
 
図 4.11 多チャンネル光電子増倍管の波長感度 
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 分光された光は分光器の出射口に設置された円柱レンズによってMAPMTの受光面
の範囲に光が拡大される．円柱レンズにはシグマ光機(株)製の4 × 40 mm の物を使用
した．MAPMT と円柱レンズの位置関係により，S-IDS システムの波長解像度が決ま
る．これらの構成物は X-Y ステージや回転ステージを用いて位置の調整を行う事がで
き，その位置関係は図 4.5 に示す通りである．また，PMT は電流を出力する為，基準
電位に対して並列に抵抗を接続する事で電圧信号を得る．一般に PMT による信号の
応答速度は ns オーダーであるが，検出に用いる抵抗 R とケーブル固有の静電容量 C
との RC やオシロスコープ等の検出機器によって応答速度が制限される[2]．本研究で
は信号の検出に 20 kの抵抗と静電容量が 100 pF/m の同軸ケーブル 1 m を使用した為，
その応答速度 RC は 2 s である． 
4.3.1 単点イオンドップラー分光計測システムの HIST 装置への適用 
 本節でこれまでに述べた S-IDS システムは MAPMT の相対感度校正及びシステムの
波長広がり(装置半値：Instrument broadening)の評価，波長ダイヤル誤差の校正を行っ
た上で HIST 装置のプラズマ計測に用いられる．本研究では，標準光源として水銀ラ
ンプの波長スペクトル(HgI：435.83 nm)を用い，ドライブユニットを用いて波長ダイヤ
ルを定速回転させる事でこれらの校正を行った．図 4.12 に入射スリット幅を 0.03 mm
とした際のMAPMTの各チャンネルにおける水銀ランプの波長スペクトルの計測結果
を示す．図 4.12 において，相対感度は基準となる MAPMT の 8 チャンネル目に対し
て 1 チャンネル目のみ 1.2 程度であるが，その他のチャンネルでは 0.9–1.1 であり，チ
ャンネル間の相対感度は比較的小さいと言える．この時の装置半値は 0.031 nm であり，
1 チャンネル目が短波長側を計測している． 
 図 4.12 に示した校正結果を基に，S-IDS システムを HIST 装置へ適用し，ダブルパ
ルス CHI(D-CHI)放電時におけるドップラーイオン温度計測を行った．HIST 装置の詳
細は第 3章で示した通りであり，D-CHIの詳細な結果については第 6章に示す．図 4.13
に初期プラズマ生成後，1.5 ms のタイミングで 2 回目の CHI を行った際の酸素 1 価イ
オン(OII：441.49 nm)の最大発光強度及び，ドップラーイオン温度の時間発展を示す．
ドップラーイオン温度はガウス分布へのフィッティング誤差が良好な時間帯のみを示
している．2 回目の CHI を行う事でイオンの発光強度とドップラーイオン温度の増加
が確認された．ドップラーイオン温度が増加している時間帯における S-IDS の計測結
果及びガウス分布へのフィッティング結果を図 4.14 に示す．図 4.14 において解析結
果に対する計測結果のフィッティング誤差率は 6%程度であり，良好な解析が行えて
いる事が確認された． 
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図 4.12 S-IDS システムの校正結果 
 
 
図 4.13 S-IDS システムにおける D-CHI 放電の計測結果 
酸素 1 価イオンスペクトル線(441.49 nm)における(a) PMT の最大発光強度， 
(b) ドップラーイオン温度 
 
 
図 4.14 S-IDS 計測結果のガウス分布へのフィッティング 
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4.4 多点イオンドップラー分光計測システムの開発 
 プラズマ電流の立上げや緩和によるプラズマパラメータ分布の変化はプラズマの理
解を深める為に重要である．特に，磁気リコネクションを伴うプラズマの磁場構造の
変化は X ポイント付近の電流シートの集中やそれに伴う電子加熱[9]，アウトフローの
下流領域におけるイオンの選択的加熱[12]等，様々なパラメータ分布の変化が同時に
起こる．マルチパルス CHI においても安全係数分布の変化から，プラズマの電流駆動
と抵抗減衰の過程が繰り返される事が予想され[13]，電流密度分布の変化が計測され
ている[14]． 
 一度の放電によるイオン温度分布の直接計測は多点イオンドップラー分光計測
(Multi-channel Ion Doppler Spectroscopy：M-IDS)システムによって行われている．本研
究で取り扱う様な数百s から数十 ms のパルスプラズマに対しては受光面が 2 次元に
配置された PMT を用いた計測が行われている[7]．S-IDS 計測の場合は分光された光を
レンズによって波長方向にのみ広げる事で計測が可能であるが，2 次元の MAPMT を
用いた M-IDS システムの場合では視線の各方向の発光に対しても PMT に合う様に光
を広げる必要がある．その為，分光された光を広げ，PMT に入射させる為に 2 枚 1 組
のレンズを 2 組使用する必要がある．PMT を用いた M-IDS システムの構築には光学
系の設計は勿論，設計した光学系の設置技術も問われる．一方で電荷結合素子(Charge 
Coupled Device image sensor：CCD)やイメージインテンシファイア CCD(Intensified 
CCD：iCCD)を用いた M-IDS システムでは，空間方向の広がりが CCD の受光部に収
まれば良く，波長方向に対してのみ像の拡大を行う光学系を用いる．しかし，CCD や
iCCD は計測周波数が数 kHz 程度であり[15]，数百 kHz 以上の高速サンプリングを行
う場合，計測コマ数が数コマに限られてしまう為，パルスプラズマの高速・長時間計
測には不向きである． 
 これらを踏まえ，本研究では光の検出部に高速カメラを用いた M-IDS システムの開
発を行った．高速カメラは最高計測周波数が 1 MHz 以上の物も存在し，高速サンプリ
ングによる分光計測が可能である．また，検出に用いた相補性金属酸化膜半導体
(Complementary Metal Oxide Semiconductor：C-MOS)センサーは CCD と同様に検出素子
が 2 次元に分布しており，空間計測時の光学系の設置が容易である上，カメラレンズ
を用いる事で光学機器の設置が他の検出器に比べ容易になる事が特徴である．更に，
高速カメラの計測可能時間は計測周波数と画像サイズに依存するが，数百 ms から数
秒間の連続計測が可能であり，本研究における計測対象のプラズマにおいては十分な
時間での計測が可能である．開発した M-IDS システムは分光部には前項に示した分光
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器を使用し，発光の集光部には先端が 8 本に分岐した光ファイバーアレイを使用した．
開発した M-IDS システムの概要を図 4.15 に示す． 
 M-IDS システムは平成 26 年度日米科学技術協力事業に基づき，米国ワシントン大
学の HIT-SI3 研究グループとの共同研究によって開発を行った．本事業は HIT-SI3 装
置において，ヘリシティ入射によって生成・維持されるスフェロマックプラズマのイ
オン温度とフローの空間分布計測を行う為の M-IDS システムの構築・改良及び電流駆
動機構の解明を目的に実施され，詳細な内容は 4.6.3 項に示す． 
4.4.1 集光部 
 M-IDS システムの集光部には三菱電線工業(株)製のバンドル光ファイバー(型式：
STU400E/8，全長 5 m)を使用した．バンドルファイバーに使用した光ファイバーはフ
ァイバー径 0.5 mm，コア径 0.4 mm である．光ファイバーの開口数 NA は 0.2 であり，
分岐された光ファイバーを束ね，分光部と接続する部分では図 4.16 に示す様に 8 本の
光ファイバーの間にダミーの光ファイバーが挿入されている．これにより，各光ファ
イバーに入射された光同士の干渉(クロストーク)が小さくなるという特徴を持つ．使
用した光ファイバーの波長に対する透過率は図 4.6 に示す通りである． 
 プラズマから光ファイバーへの光の集光にはシグマ光機(株)製の片凸レンズを使用
した．使用したレンズは材質が BK7 であるが，可視領域の光に対する反射防止膜を使
用しており，400–700 nm の波長範囲では透過率が 99%以上である．しかし，計測で用
いる 400 nm 付近の光に対しては BK7 のレンズが蛍光発光する為，光ファイバーへ入 
 
 
図 4.15 多点イオンドップラー分光計測システムの概要 
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射される光が減衰・散乱してしまう．使用したレンズの波長に対する光の透過率及び
レンズの仕様を図 4.17，表 4.4 にそれぞれ示す． 
 プラズマの光を得る際には，光ファイバーを集光レンズの焦点距離の位置に固定し，
平行光の集光を行った．また，HIST 装置のミッドプレーンにおいて図 4.15 に示す様
にトロイダル方向に対して任意の径を最小径とした計測を行った．図 4.18 に計測ポー
トにおける光ファイバーと集光レンズの設置イメージを示す．尚，光ファイバーと集
光レンズを固定する冶具はアルミ製であり，計測視線を固定する冶具は黒のジュラコ
ン製である．また，イオンフローの計測を行う為の基準波長を径方向の発光から解析
を行う為に径方向にガラス管を挿入し，トロイダル方向の視線との同時計測も可能と
した． 
4.4.2 検出部 
 分光された光の検出部には(株)フォトロン製の高速カメラを使用した．本研究では
核融合科学研究所との計測機器等共同利用精度の支援を受けて FASTCAM SA4，(株)
フォトロンよりデモ機の借り受けによって FASTCAM SA5 の 2種類のカメラを用いた 
 
 
図 4.16 計測用ファイバーとダミーファイバーの配置 
 
 
図 4.17 集光レンズの透過率 
計測用ファイバー
ダミーファイバー
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表 4.4 集光レンズの仕様 
材質 BK7 
外径 7 mm 
有効径 5.81 mm 
焦点距離 25 mm 
バックフォーカス 23.6 mm 
 
 
図 4.18 光ファイバーと集光レンズの設置 
 
計測を行った．使用した各高速カメラの仕様を表 4.5 に示す．C-MOS センサーへの光
の結像には焦点距離 50 mm，絞り値(F 値)1.4 の(株)ニコン製の F マウントのカメラレ
ンズを使用した．また，C-MOS センサーの波長解像度を向上させる為にオート接写リ
ング PK-13((株)ニコン製)を設置した．カメラレンズのピントを調節する事で C-MOS
センサー上においてクロストークが小さく，発光強度が大きく取れる様な発光の結像
を行った．全光ファイバーの発光をC-MOSセンサーに収める為に空間方向に 256 pixel
の画素数を要した．これを踏まえて最適な画像サイズを 256 × 128 pixel(空間方向 × 波
長方向)と定め，この時の最大計測周波数は各高速カメラにおいて 86,400 fps，150,000 
fps である．高速カメラの計測速度の単位には fps(flame per second)が用いられる事が多
く，これは周波数の単位 Hz と同義である．本研究では全体的に計測速度については
計測周波数[Hz]として表現を行う．尚，高速カメラの性能として，カタログ等には単
位に[fps]が採用されている為，表 4.5 においては計測周波数の単位を fps としている．
また，実際の計測において，信号はモノクロ 8 bit 階調のビットマップイメージ(.bmp)
で保存される． 
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表 4.5 高速カメラの仕様 
型式 FASTCAM SA4 FASTCAM SA5 
最高撮影速度 [fps] 500,000 1,550,000 
最大画素数 [pixel × pixel] 1,024 × 1,024 1,024 × 1,024 
最大濃度階調 [bit] 12 12 
レンズマウント F, G-F, C, (EF) F, G-F, C, (EF) 
画素サイズ [m ×m] 20 × 20 20 × 20 
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4.5 多点イオンドップラー分光計測システムの性能評価 
 開発した M-IDS システムの性能評価を標準光源によって行った．標準光源には水銀
ランプの 435.83 nm のスペクトル線を使用し，評価内容として分光器の受光感度，装
置半値，クロストークの評価を行った．受光感度は発光画像における各チャンネルの
最大発光強度，装置半値はスペクトル広がりをガウス分布にフィッティングさせた際
の半値全幅である．また，本論文では，クロストークをあるチャンネルに入射した光
が隣のチャンネルに与える影響と定義した． 
 標準光源の光のスペクトル線を観測した際の計測画像を図 4.19 に示す．図 4.19 に
おいて，横軸は画像の空間方向を示しており，左側が光ファイバーのチャンネル 1 で
ある．縦軸は波長方向を示しており，画像の下部が短波長側となる様にカメラを設置
した．また，図 4.19 の白い縦線は各光ファイバーが発光を捉えた領域を示す．使用し
たカメラにおける計測画像はモノクロであるが(図 4.19(a))，図 4.19(b)は発光強度に応
じたカラーコンターで表示を行った．本論文においてはこれ以降，高速カメラの計測
信号を表記する際は図 4.19(b)の様な表記を行う．尚，この時の高速カメラの計測周波
数は 125 Hz，入射スリットの幅は 0.08 mm である． 
 
(a) モノクロ表示 
 
(b) カラー表示 
図 4.19 M-IDS システムの計測画像 
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 図 4.20 に図 4.19 の条件下における各光ファイバーの発光強度と装置半値を示す．
図 4.20 では横軸に光ファイバーのチャンネルを示している．チャンネル間の発光強度，
装置半値は多少のばらつきがあるが，その差はいずれも 10%未満である． 
 分光器の波長ダイヤルを定速回転させるドライブユニットを用いて各光ファイバー
からの光を C-MOS センサー上で波長方向に変化させ，C-MOS センサー間の波長解像
度を評価した．図 4.19 の条件下においてドライブユニットによる波長ダイヤルの変化
速度を 0.2 nm/s とした際の波長の変化に対する最大発光強度の点の推移を図 4.21 に
示す．図 4.21 の傾きを 1 次関数として解析する事で波長解像度を評価すると，波長解
像度は 0.0158 nm/pixel であった．図 4.21 では全チャンネルの平均値を示しているが，
実際にはチャンネル毎に誤差があり，その誤差は±0.2%である． 
 
 
 
図 4.20 チャンネル毎の発光強度と装置半値 
(a) 最大発光強度，(b) 装置半値 
 
 
図 4.21 波長ダイヤルの変化に対する最大発光強度の変化 
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4.5.1 受光感度と装置半値 
 分光器の入射スリット幅を広げると受光感度が高くなり，装置半値が大きくなる．
受光感度が高い程，弱い発光の計測も可能となるが，装置半値が大き過ぎると計測対
象のスペクトル線に隣接する別のスペクトル線の発光を計測する恐れがある為，これ
らのバランスが重要となる．そこで，入射スリットを変化させ，高い受光感度を持ち，
装置半値が小さくなる最適なスリット幅を評価した．スリット幅を 0–0.15 mm の間で
0.01 mm 毎に変化させた際の最大発光強度及び発光領域の全発光強度，装置半値を図 
4.22 に示す．図 4.22 において各点は全チャンネルの平均値を示し，エラーバーは全チ
ャンネルの最大値と最小値を示す．入射スリット幅が 0.05 mm 以上になると装置半値
が直線的に変化し，入射スリット幅が 0.08 mm 以上になると最大発光強度が飽和する
事が分かった(図 4.22(a)，(b))．また，発光領域の全発光強度は入射スリット幅に対し
て常に直線的に変化する事が確認された(図 4.22(c))．4.3 節に示す，検出部に MAPMT 
 
  
図 4.22 受光感度と装置半値の入射スリット幅特性 
(a) 最大発光強度，(b) 全発光強度，(c) 装置半値 
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を用いた S-IDS システムの装置半値は 0.03 nm 程度である[2,16]．S-IDS システムの計
測結果との比較も行える様に，本論文では同程度の装置半値が得られ，十分大きな最
大発光強度の得られる入射スリット幅 0.08 mm を最適な入射スリット幅とした． 
4.5.2 クロストーク 
 M-IDS システムにおいてクロストークの評価を行う為に，1 チャンネルずつ光ファ
イバーに信号を入れて計測を行った．クロストークは，隣のチャンネルに光を入射し
たときの発光強度と直接光を入射した時の発光強度の比を波長方向の発光の積算量に
対して，空間方向の画素毎に算出し，平均値を評価した．例えば，1 チャンネル目の
光ファイバーでは 2 チャンネル目からのクロストークを，2 チャンネル目の光ファイ
バーでは 1 チャンネル目と 3 チャンネル目からのクロストークを評価した．得られた
信号出力と評価したクロストークを図 4.23 に示す．各チャンネルのクロストークは信
号の最大発光強度の 1/e 以上の発光強度が得られた領域でのみ評価を行った．発光強
度の小さい領域ではクロストークが大きくなるが，何れも 10 %以下であった．図 4.24
に示す様に画素毎のクロストークを平均すると 3.5 %以下となった．実際の計測時に
は各波長の信号を空間方向に積算し，その波長の出力として解析を行う．その際のク
ロストークは 3%以下となる事から，クロストークは十分無視できる大きさであると
言える． 
  
第 4 章 ドップラー分光計測システムの開発 
 
81 
 
(a) 発光強度の空間方向分布 
 
 
(b) クロストークの空間方向分布 
図 4.23 クロストークの評価 
 
 
図 4.24 各チャンネルのクロストーク 
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4.6 多点イオンドップラー分光計測システムの適用例 
 開発した M-IDS システムを HIST 装置(日本，兵庫県立大学)[10]及び HIT-SI3 装置(米
国，ワシントン大学)[17]に適用し，磁場閉じ込めプラズマにおける M-IDS 計測を行っ
た．HIST 装置の詳細については第 3 章で述べた通りであり，HIST 装置における M-IDS
システムの適用結果を 4.6.1 項に示す．HIT-SI3 装置は HIT-SI 装置[18]の後続機として
2013 年末より実験が開始された装置である[19]．その為，装置や実験結果の詳細につ
いてはあまり公表されていないが，参考文献[17]に記載されている内容を中心に装置
や HIT-SI3 装置に適用した M-IDS システムの概要を 4.6.2 項において記載し，M-IDS
システムの適用結果を 4.6.3 項に示す． 
4.6.1 HIST装置への適用 
 HIST 装置においては水素を放電ガスとした CHI によるプラズマ電流立上げ方式で
あるトランジェント CHI(T-CHI)放電時のプラズマに対して M-IDS システムの適用を
行った．本項においては M-IDS システムにおける不純物及びバルク中性子の計測結果
を示し，T-CHI の詳細な実験結果は第 5 章にて述べる． 
 HIST 装置における M-IDS システムの設置は図 4.15 に示す様であり，光ファイバー
の 1–7 チャンネルによってトロイダル方向の視線を計測し，1 チャンネル目は最小計
測半径 Rminが 0.09 m，以降は最小計測半径が 0.05 m ずつ大きくなり，7 チャンネル目
が Rmin = 0.39 m である．また，8 チャンネル目は径方向の発光を計測した．径方向の
視線(8 チャンネル)の計測結果から速度の基準波長を求め，トロイダル方向(1–7 チャン
ネル)のドップラーイオンフローを算出した． 
 T-CHI 放電時のプラズマ電流及び M-IDS システムの計測結果を図 4.25 に示す．こ
の時，M-IDS システムは炭素不純物の 2 価のイオンスペクトル線(CIII：464.74 nm)を
計測し，高速カメラの計測周波数を 25 kHz とした．図 4.25(a)の波線枠で囲んだ時間
帯(t = 0.06–0.10 ms)を露光時間とする計測結果において径方向(8 チャンネル)及び 0.09 
m ≦ Rmin ≦ 0.29 m の視線(1–5 チャンネル)での発光が観測された(図 4.25(b))．また，
図 4.25(c)に2チャンネル目(Rmin = 0.14 m)における発光強度を空間方向(図 4.25(b)の横
軸方向)に積分した信号強度とこれをガウス分布にフィッティングさせた曲線を示す．
図 4.25(c)において，速度の基準波長となる径方向の発光をガウス分布にフィッティン
グさせた際のピーク波長0を横軸の基準とし，装置広がりを波線で示す．得られた信
号とガウス分布のフィッティングの誤差率はガウス分布へのフィッティングに用いた
半値以上の信号に対して波長方向の差から評価し，図 4.25(c)における計測の誤差率は
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20%程度となり良好なフィッティングが行えていると言える．図 4.25(b)に示す計測結
果から得られた M-IDS システムの発光強度，ドップラーイオン温度・フローの径方向
分布を図 4.26 に示す．HIST 装置における CHI を用いた電流立上げ時におけるイオン
温度・フロー分布計測は，S-IDS システムを用いた場合，PMT への放電ノイズ等の影
響により計測が困難であったが，M-IDS システムを導入する事により初めて計測に成
功した．また，図 4.25(a)より，プラズマ電流の立ち上がりは t = 0.05 ms から t = 0.15 ms
の間であり，図 4.25 における計測周波数(25 kHz)においてはプラズマ電流の立ち上が
りの様子を分割して観測する事が可能であり，計測周波数としては最低限の速さを満
たしていると言える．図 4.26 より，トロイダル電流密度の集中する磁束の開いた領域 
 
 
(a) プラズマ電流波形 
 
 
(b) 計測画像 
 
  
(c) ガウス分布へのフィッティング 
図 4.25 M-IDS システムの HIST 装置への適用 
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 (R < 0.14 m)の発光強度が他の領域よりも強く，センタースタック付近を計測した 1
チャンネル(Rmin = 0.09 m)において特に高いドップラーイオン温度(Ti.D ~ 20 eV)を観測
した．また，トロイダルドップラーイオンフロー分布についてはプラズマ電流と同方
向に流れており，0.14 m ≦ Rmin ≦ 0.19 m において大きくなる(vit.D ~ 10–13 km/s)事が
観測された．図 4.26 に示す時間帯では，プラズモイドが MCPG より噴出している時
間帯であり，開いた磁束領域と閉じた磁束領域の境界においてフローシアーが形成さ
れていると予測される． 
 計測周波数を 25 kHz から増加させた場合，CIII の発光強度が小さい為に十分なチャ
ンネル数での空間計測が行えなかった．水素の中性子スペクトル線(H：486.13 nm)
の計測から発光強度と計測周波数との関係を調べた結果を図 4.27 に示す．計測周波数
を 25 kHz から 50 kHz に増加させると信号は 1/5–1/7 程度に急減し，周波数に対する感
度依存性が大きい事が確認された．  
 
 
 
 
図 4.26 HIST 装置における M-IDS 計測の径方向分布(CIII：464.74 nm) 
(a) 発光分布，(b) ドップラーイオン温度， 
(c) トロイダルドップラーイオンフロー 
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4.6.2 ワシントン大学 HIT-SI3装置 
 HIT-SI3 装置(図 4.28)は大半径 0.33 m，小半径 0.23 m，装置半径 0.55 m であり，定 
常誘導ヘリシティ入射(Steady Inductive Helicity Injection：SIHI)によってスフェロマッ
クプラズマの生成・維持を行っている[17,18]．プラズマの磁束の漏れ出しを軽減する
為に閉じ込め容器は銅でできており，ポロイダル断面は蝶ネクタイ型となっている．
ミッドプレーンにはトロイダル方向に多数の計測用ポートを設置している．また，装
置側面には 3 つのヘリシティインジェクターが 120 度ずつ角度を変えて設置されてお
り，磁気ヘリシティを入射する為の誘導コイルが設置されている． 
 HIT-SI3 装置で採用されている SIHI による電流駆動は，ヘリシティインジェクター
に交流電流を印加し，発生するループ電圧 Vloop とインジェクター部の磁束inj によっ
て磁気ヘリシティが入射され， 
 
 
図 4.27 M-IDS の発光強度の周波数特性 
 
 
図 4.28 HIT-SI3 装置の概観(文献[17]図 9.2 より転載) 
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𝜕𝐾𝑖𝑛𝑗
𝜕𝑡
= 2𝑉𝑙𝑜𝑜𝑝𝛹𝑖𝑛𝑗 (4.33) 
である．ここで各インジェクターにおいてループ電圧とインジェクター磁束は 
 
𝑉𝑙𝑜𝑜𝑝 = 𝑉0sin (𝜔𝑡 + 𝜏)， 
𝛹𝑖𝑛𝑗 = 𝛹0sin (𝜔𝑡 + 𝜏) 
(4.34) 
と表され，は周波数，はインジェクター間の位相差を示す．式(4.34)より一つのイ
ンジェクターによるヘリシティの入射量
𝜕𝐾𝑖𝑛𝑗1
𝜕𝑡
は 
 
𝜕𝐾𝑖𝑛𝑗1
𝜕𝑡
= 2𝑉0𝛹0sin
2 (𝜔𝑡 + 𝜏) (4.35) 
で表される[17]．式(4.35)より，ヘリシティ入射量は時間 t に対してインジェクターで
発生する磁束が連続的に変化する為，プラズマの作るポロイダル磁束を常に強める方
向にインジェクターの磁力線が閉じ込め領域内へ進展する(図 4.29 参照)．また，3 つ
のインジェクターによるヘリシティ入射量は，基準となるインジェクターに対して位
相差が，2となるとき， 
 
𝜕𝐾𝑖𝑛𝑗
𝜕𝑡
= 2𝑉0𝛹0{sin
2 𝜔𝑡 + sin2(𝜔𝑡 + 𝛼) + sin2(𝜔𝑡 + 2𝛼)} (4.36) 
と表され，オイラーの公式(sin 𝜃 =
𝑒𝑗𝜃−𝑒−𝑗𝜃
2𝑗
，sin2 𝜃 =
−2+𝑒2𝑗𝜃+𝑒−2𝑗𝜃
−4
)から， 
 
𝜕𝐾𝑖𝑛𝑗
𝜕𝑡
= 3𝑉0𝜓0 −
1
2
𝑉0𝜓0{(1 + 𝑒
2𝑗𝛼 + 𝑒4𝑗𝛼)𝑒2𝑗𝜔𝑡  
 +(1 + 𝑒−2𝑗𝛼 + 𝑒−4𝑗𝛼)𝑒−2𝑗𝜔𝑡} (4.37) 
 
  
(a) 下部の電流駆動時 
 
 
(b) 上部の電流駆動時 
図 4.29 HIT-SI 装置における SIHI の概要 
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を得る． 
 HIT-SI/HIT-SI3 装置において導入された M-IDS システムでは，先端が 2 つに分岐さ
れ，各分岐に 36 本の光ファイバーを挿入したバンドル光ファイバー(素線数 72 本，NA 
= 0.22，ファイバーコア径 0.125 mm)が使用されていた．本研究においては HIST 装置
の M-IDS システムで使用した物と同じ光ファイバー(三菱電線工業(株)製，型式：
STU-200/24)と集光レンズ((株)シグマ光機製，有効径 7 mm，焦点距離 25 mm)を使用し，
分光部においても同様にリツー応用光学(株)製の MC-100N の分光器を使用した．検出
部には Vision Research 社の高速カメラ Phantom v710 を使用しており，その仕様を表 
4.6 に示す．また，カメラレンズには焦点距離 50 mm，絞り 1.4 のレンズを用いた．図 
4.30 に HIT-SI3 装置における M-IDS システムの概要を示す．HIT-SI3 装置においては，
ポロイダル方向において対向する同じ位置での IDS計測から速度の基準波長を算出し 
 
表 4.6 HIT-SI3 装置の M-IDS システムにおける高速カメラの仕様 
型式 Phantom v710 
最高撮影速度 [fps] 1,400,000 
最大画素数 [pixel × pixel] 1,280 × 800 
最大濃度階調 [bit] 12 
レンズマウント F, C, PL 
画素サイズ [m ×m] 20 × 20 
 
 
図 4.30 HIT-SI3 装置における M-IDS システムの概要 
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ており，計測点を図 4.30 中のインジェクターA の右上の×印で示す．また，トロイダ
ル方向の計測においては実線で示す 6 つの視線における計測を行った．各光ファイバ
ーの計測ポート名と最小計測径を表 4.7 にまとめる． 
 HIST 装置における M-IDS システムと同様にドライブユニットを用いて M-IDS シス
テムの波長解像度を解析した．得られた波長解像度は各光ファイバーの平均が 0.110 
nm/pixel であり，光ファイバー間の誤差は±0.6%である． 
4.6.3 ワシントン大学 HIT-SI3装置への適用結果 
 本項では平成 26 年度日米科学技術協力事業により，著者が HIT-SI3 研究グループと
共同研究を行った研究結果を示す．日米科学技術協力事業においては本研究グループ
から持参した光ファイバーを HIT-SI3 研究グループの M-IDS システムに適用する事で，
より高時間分解能な M-IDS 計測に成功した．また，計測された発光スペクトル分布に
ついて議論を行い，計測誤差の解析手法を提供する事で従来よりも高精度な解析を行
う事ができる様になった． 
 HIT-SI3 装置では 3 つのインジェクターに印加する交流波形を任意に変化させる事
ができ，本研究においては基準のインジェクターに対して位相を 120 度ずつ変化させ
た場合と 60 度ずつ変化させた場合において実験を行った．この時，式(4.37)において
 = 60， = 120 をそれぞれ代入した場合，右辺の第 2 項と第 3 項が 0 となる為，何れ
の場合においても， 
 
𝜕𝐾𝑖𝑛𝑗
𝜕𝑡
= 3𝑉0𝜓0 (4.38) 
 
表 4.7 HIT-SI3 装置における M-IDS の計測位置 
ファイバー番号 計測ポート名 最小計測径 [m] 
1 トロイダル下部 2 0.176 
2 トロイダル下部 3 0.214 
3 ポロイダル X 側 0.368 
4 ポロイダル入射部側 0.368 
5 トロイダル下部 4 0.251 
6 トロイダル下部 5 0.287 
7 トロイダル上部 1 0.132 
8 トロイダル下部 6 0.321 
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となる． 
 HIT-SI3 装置における SIHI による典型的な放電波形を図 4.31 に示す．トロイダルプ
ラズマ電流 Itorはトロイダル角 0，45，180，225 度の位置に設置された磁気プローブか
ら算出した各トロイダル電流の平均値から求められている．放電ガスはヘリウムであ
り，インジェクター電流の周波数は 14.5 kHz である．インジェクター入力電流位相差
Iinjが 120 度の場合，多くの放電においてプラズマ電流がトロイダル方向に対して正
の方向に流れている(図 4.31(a))．一方でインジェクターの入力電流位相差Iinjを 60 度
とした場合，トロイダル電流が正になる場合と負になる場合が同程度の割合で起こっ
た．インジェクターの入力電流位相差Iinjを 120 度から 60 度に変更した場合，トロイ
ダルプラズマ電流が正の場合は絶対値が同程度になったが，プラズマ電流が負になっ
た場合では 10 kA 程大きなプラズマ電流が観測された(図 4.31(b)，(c))．また，プラズ
マ電流の向きが放電によって異なる理由は HIT-SI3 研究グループ内でも解明できてお
らず，現在も検討を行っている． 
 HIT-SI3 装置における M-IDS 計測では不純物の炭素 2 価イオンの発光スペクトル
(CIII：464.74 nm)の計測を行った．図 4.31(c)に示す典型的な HIT-SI3 放電における
M-IDS システムの計測画像を図 4.32 に示す．図 4.32 において，計測周波数は 61 kHz
であり，全光ファイバーの信号を所得する為に空間方向に 352 ピクセルの画素数が必
要であった．その為，画像サイズは 352 × 96 pixel である．図 4.32 より，計測画像に
は波長方向に 3 つのピークを持った信号が得られている．計測した発光スペクトルの
波長付近には炭素以外にも酸素や窒素のスペクトル線がいくつか存在しており[6]，
M-IDS システムの波長解像度や他の装置における計測実績を考慮すると，図 4.32 に
おいて短波長側(下部)より CIII：464.74 nm，OII：464.91 nm，CIII：465.03 nm のスペ
クトル線の組み合わせが適切である事を見出した[17,20]． 
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(a) インジェクター入力電流位相差 120 度 
 
 
(b) インジェクター入力電流位相差 60 度(Itor > 0) 
 
 
(c) インジェクター入力電流位相差 60 度(Itor < 0) 
図 4.31 HIT-SI3 装置における SIHI の典型的な放電波形 
 
 
図 4.32 HIT-SI3 装置における M-IDS の計測画像 
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 図 4.33 に各放電条件下のポロイダル方向(Rmin = 0.321 m)，トロイダル方向の装置中
心領域付近(Rmin = 0.214 m)及び磁気軸付近(Rmin = 0.321 m)の炭素 2 価イオンのスペク
トル線(CIII：464.74 nm)の発光強度の時間発展を示す．また，図 4.33(a)にはトロイダ
ル方向の計測視線上のトロイダル角 0°におけるトロイダルプラズマ電流 Itor 0deg.の時間
発展を示している．ある時間におけるトロイダルプラズマ電流の位相は放電条件によ
って異なるが，何れも周期性を持つ．ポロイダル方向の発光においてはその周期性が
見られないが，トロイダル方向においてはインジェクターの周期と同じ周期で発光強
度に強弱が現れ，装置中心領域付近においてその傾向が顕著に現れる事が確認できる．
Iinj = 120°の時，発光強度が最大となる時間においてトロイダルプラズマ電流が最小
となる．Iinj = 60°の時，トロイダルプラズマ電流の正負に関わらず，プラズマ電流の
大きさが増加している時間帯において発光強度が最大となる． 
 図 4.33 で示した放電におけるドップラーイオンフロー・温度を図 4.34，図 4.35 に
それぞれ示す．Iinj = 120°の時，ポロイダル方向の発光が小さい為にポロイダル方向
のフロー・温度が十分解析できていない(図 4.34(b)，図 4.35(b))．トロイダル方向の発
光においても磁気軸付近では解析が十分行えていないが，装置中心領域付近(Rmin = 
0.214 m)においては t = 1.7–1.9 ms の時間帯において周期的なドップラーイオンフロー
が観測されている(図 4.34(c))．Rmin = 0.214 m におけるドップラートロイダルイオンフ
ローはトロイダル電流が最小となる時間帯において負方向にピークを取り，その大き
さは 5 km/s 程度である．Iinj = 60°でトロイダル電流が正の時，ポロイダル方向及び
装置中心領域付近のトロイダル方向のドップラーイオンフローが周期的に変化する事
が確認できる(図 4.34(b)，(c))．また，トロイダル電流が最小の時間帯においてトロイ
ダルイオンフローが正方向にピークする事が分かる．Iinj = 60°でトロイダル電流が負
の時，ドップラーポロイダルイオンフローは常に負方向である．また，プラズマ電流
の減衰が始まる時間の前(t = 1.93–2.00 ms)において，ポロイダルフローがインジェクタ
ー電流周波数の倍の周波数(30 kHz 程度)で変化し，磁気軸付近のトロイダルフローが
-4 km/s 程度で安定する事が明らかになった(図 4.34(d))．ドップラーイオン温度は何れ
の計測条件・計測点においてもトロイダル電流の時間変化に対する周期性があまり見
られなかった．Iinj = 120°の時，Rmin = 0.214 m において発光強度の強い時間帯で 10 eV
程度である．Iinj = 60°でトロイダル電流が正の時，発光強度が最大となる時間帯にお
いて，Rmin = 0.214 m において 15–20 eV のイオン温度が観測された(図 4.35(c))．Iinj = 
60°でトロイダル電流が負の時，ポロイダル方向のドップラーイオン温度がトロイダル
プラズマ電流の最大となる時間帯において 30 eV 以上となる時間帯が存在する事が明
らかになった(図 4.35(b))． 
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図 4.33 HIT-SI3 装置における M-IDS の発光強度の時間発展 
(●：Iinj = 120°，▲：Iinj = 60°プラズマ電流+，▼：Iinj = 60°プラズマ電流—) 
(a) トロイダルプラズマ電流(トロイダル角 0°) 
(b) ポロイダル方向の発光(Rmin = 0.368 m) 
(c) トロイダル方向の発光(Rmin = 0.214 m) 
(d) トロイダル方向磁気軸付近の発光(Rmin = 0.321 m) 
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図 4.34 HIT-SI3 装置における M-IDS のイオンフローの時間発展 
(●：Iinj = 120°，▲：Iinj = 60°プラズマ電流+，▼：Iinj = 60°プラズマ電流—) 
(a) トロイダルプラズマ電流(トロイダル角 0°) 
(b) ポロイダル方向のドップラーイオンフロー(Rmin = 0.368 m) 
(c) トロイダル方向のドップラーイオンフロー(Rmin = 0.214 m) 
(d) トロイダル方向磁気軸付近のドップラーイオンフロー(Rmin = 0.321 m) 
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図 4.35 HIT-SI3 装置における M-IDS のイオン温度の時間発展 
(●：Iinj = 120°，▲：Iinj = 60°プラズマ電流+，▼：Iinj = 60°プラズマ電流—) 
(a) トロイダルプラズマ電流(トロイダル角 0°) 
(b) ポロイダル方向のドップラーイオン温度(Rmin = 0.368 m) 
(c) トロイダル方向のドップラーイオン温度(Rmin = 0.214 m) 
(d) トロイダル方向磁気軸付近の発ドップラーイオン温度(Rmin = 0.321 m) 
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 図 4.33 から図 4.35 に示す様に，HIT-SI3 における不純物イオンの発光やイオンフ
ロー・温度はトロイダル電流の変化によって周期的に変化する時間帯がある．トロイ
ダル電流の 1 周期分の変化に対するトロイダル方向の発光強度及びイオンフロー・温
度の径方向分布を図 4.36 にまとめる．図 4.36 (b)に示す時間は M-IDS 計測周期(Itor 0deg.
の波線)の開始時間を示しており，図 4.36(b)–(d)の波線は HIT-SI3 装置の大半径(R = 
0.33 m)を表している．M-IDS システムの計測時間が Itor 0deg.の最大・最小の時間を捉え
ていないのは高速カメラのトリガー時間が放電毎に少しずつ異なり，かつ，計測周波
数がインジェクターの周波数の整数倍でない為である．図 4.36(c)，(d)より，計測領
域内のトロイダルドップラーイオンフロー速度は最大 6 km/s であり，ドップラーイオ
ン温度は最大 25–30 eV である事が分かる． 
 図 4.36 (b)より，各放電条件下での発光強度はIinj = 120°の時，Itor 0deg.が小さい時間
帯において大きくなり，Itor 0deg.が大きい時間帯では発光強度が小さくなり磁気軸付近
でのドップラーイオンフロー・温度の解析が困難になる事が分かる．Iinj = 60°でプラ
ズマ電流が正の時，Itor 0deg.が小さいか減少している時間帯において発光強度が小さく
なり，Itor 0deg.が増加している時間帯において発光強度が大きくなる事が確認された．
また，Iinj = 60°でプラズマ電流が負の時，発光強度は全体的に低く，Itor 0deg.の絶対値
が増加している時にのみ R < 0.27 m の領域において発光強度が増加する事が確認され
た． 
 図 4.36(c)より，トロイダルドップラーイオンフローvit.D はIinj = 120°の時，Itor 0deg.
が小さい時間帯において装置中心領域で負方向に向かい，磁気軸側で正方向を向き，
Itor 0deg.が増加・減少している時間帯ではその傾向が反転する事が明らかになった．Iinj 
= 60°でプラズマ電流が正の時，Itor 0deg.が増加中の時間帯では全体的にフローが正方向
となるが，Itor 0deg.のピーク付近では装置中心領域でフローが負方向に反転する事が分
かる．Itor 0deg.が小さく同程度の時間(計測開始時間 1.737，1.802 ms)においてはフロー
分布の再現性がない事が分かる．また，Iinj = 60°でプラズマ電流が負の時，Itor 0deg.の
絶対値が増加する時間帯においてはフローが全体的に小さいが，Itor 0deg.の絶対値が減
少する時間帯においては磁気軸付近において負方向のフローが観測された． 
 図 4.36(d)より，ドップラーイオン温度 Ti.DはIinj = 120°の時，Itor 0deg.が小さい時間
帯において均一な分布を持つが，Itor 0deg.が大きくなると磁気軸付近のイオン温度が増
加している事が分かる．Iinj = 60°でプラズマ電流が正の時，Itor 0deg.が最大となる時間
において R > 0.25 m で均一な分布となり，他の時間帯では複雑な分布を持つ事がわか
る．Iinj = 60°でプラズマ電流が負の時，イオン温度は全体的に低くなり，Itor 0deg.の絶
対値が増加する時間帯においては磁気軸付近においてピークを持ち，Itor 0deg.の絶対値
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が減少する時間帯において R = 0.20–0.25 m の領域にピークを持つ事が確認された．図 
4.36 より，Iinj = 120°の場合では Itor 0deg.の変化とドップラーイオンフロー・温度分布
の変化に相関がある事が明らかになり，他の放電条件に比べ，プラズマの閉じ込め状
態等が変化していると推測される． 
 
 
(a) トロイダル電流の時間発展 
 
(b) 発光強度の径方向分布 
 
(c) トロイダルドップラーイオンフローの径方向分布 
 
(d) ドップラーイオン温度の径方向分布 
図 4.36 HIT-SI3 装置における M-IDS 計測結果の径方向分布 
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4.7 結言 
 本章ではドップラー分光計測法について示し，MAPMT を用いたイオンドップラー
分光計測システム及び，開発した多点イオンドップラー分光計測システムの性能評価
及び磁場閉じ込めプラズマへの適用結果を述べた． 
 4.5 節より，開発した多点イオンドップラー分光計測システムが以下の様な性能を持
つシステムである事を確認した． 
1. 分光器の入射スリット幅を変化させて M-IDS システムの受光感度と装置半値の
評価を行った．入射スリットを 0.08 mm 以上とした際に受光感度が飽和し始め，
装置半値は約 0.03 nm となり，検出部に MAPMT を持つ従来のドップラー分光
計測システムと同程度である． 
2. 1 チャンネルずつ光ファイバーに光を入れる事で光ファイバー間のクロストー
クを評価した．空間方向の各画素におけるクロストークは 10%以下であり，ド
ップラー分光計測法を適用する空間方向の信号の和においては，算出したクロ
ストークは 3%以下となった．この事から，開発した M-IDS システムはクロス
トークが無視できるシステムである． 
 以上の性能を持つ M-IDS システムを HIST 装置におけるトランジェントCHI実験及
び HIT-SI3 装置における SIHI 実験に適用し，その結果を 4.6 節に示した． 
 HIST 装置において，計測周波数 25 kHz の時に 8 チャンネルの視線の内，トロイダ
ル方向において最小計測径 Rmin ≦ 0.29 m の領域における 5 つの視線と径方向の計測
視線の計 6 の視線における同時計測に成功した．計測の可能な全ての視線において良
好なフィッティングが得られ，本システムによってドップラーイオン温度とフローの
空間分布計測が可能である事を実証した．また，従来の MAPMT を用いた IDS 計測で
は困難であった放電初期の電気的ノイズの大きい時間帯における IDS計測を実現した． 
 HIT-SI3 装置においては計測周波数 61 kHz において磁気軸より装置中心領域におけ
る 6 チャンネルのトロイダル方向及び対向する 2 つのポロイダル計測点の計 8 つの点
における M-IDS 計測を実現し，3 つのヘリシティインジェクターの入力電流位相差の
変化によるドップラーイオン温度・フロー分布の特性を評価した．これにより，イン
ジェクター入力電流位相差 120°の放電において，局所的なトロイダル電流の周期に対
してドップラーイオン温度・フローの分布が周期的に変化することを見出した． 
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第5章 トランジエント同軸ヘリシティ入射実験 
5.1 諸言 
 トランジェント同軸ヘリシティ入射(Transient-Coaxial Helicity Injection：T-CHI)はセ
ンターソレノイドを用いない非誘導な電流立上げ方式として提案され，ST やスフェロ
マックを用いた小型の核融合炉の開発を実現する重要な技術であるとされた．T-CHI
による ST プラズマの電流立上げは HIT-II 装置において初めて適用され，その有用性
が示された[1]．これを踏まえ，NSTX 装置において T-CHI による 300 kA の電流立上
げを観測し[2]，オーミック加熱による電流増幅を組み合わせる事で 1MA のプラズマ
電流を得る事に成功している[3]．HIST 装置においては，内部磁場構造の計測から
T-CHI による ST プラズマ形成の様子を調べ，外部磁場を変化させる事で不安定性が発
生し，プラズマの軸対称性が崩れる事を見出した[4]．本章では HIST 装置におけるこ
れまでの T-CHI 実験結果に加え，イオン・電子温度や密度の計測等から外部磁場の変
化に対する ST プラズマの特性評価及び不安定性の発生におけるプラズマパラメータ
の変化についての考察を行った[5]．本章では 5.2 節においてトランジェント CHI によ
る ST プラズマの典型的な放電波形を示し，等ポロイダル磁束等高線の計測結果から
FC 内へのプラズモイドの侵入による磁気リコネクションの発生と閉じた磁束領域の
形成の様子を示した．5.3 節ではプラズマパラメータの計測結果としてドップラー分光
計測及びダブルプローブ計測によるドップラーイオン温度，電子温度・密度の計測結
果を示す．また，5.4 節では T-CHI によって生成される ST プラズマの考察として，バ
イアス磁束の変化によるプラズマパラメータの変化を示し，これらの変化について理
論的な考察を行う．また，低バイアス磁束時では MHD 不安定性の発生が確認され，
不安定性発生の原因やこれに伴うプラズマパラメータの変化を示した．更に，MCPG
から入力される磁気ヘリシティとその減衰から磁気ヘリシティの時間変化を解析し，
鎖交する磁束から求まる磁気ヘリシティ量との比較を行った． 
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5.2 トランジエント同軸ヘリシティ入射による電流立上げ 
 HIST 装置における T-CHI の典型的な放電波形を図 5.1 に示す．図 5.1 に示す放電
波形では，外部磁場の条件としてトロイダル磁場コイル電流 ITF = 135 kA，バイアス磁
束bias = 1.75 mWb である．MCPG へ電圧印加を行うコンデンサーの充電電圧 Egun = 5 
kV であり，この時，MCPG 内には最大 80 kA のガン電流 Igunが流れる．また，式(2.38)
に示される Bubble-Burst 電流 Iinjは d = 0.19 m から Iinj ~ 0.8 kA である． 
 図 5.1 においてプラズマ電流 Itは t ~ 0.23 ms の時間帯において最大を取り，その大
きさは 80 kA 程度である．MCPG 内のプラズマ生成によってガン電圧は 0.25 kV まで
減少し，その後 0.4 kV 程度まで増加する．FC 内へのプラズマの噴出によって，図 5.1(d)
に波線で示される初期バイアス磁束量bias に対して総ポロイダル磁束量p は急激に
増加し，t = 0.12 ms においてp ~ 3.8 mWb となった．総ポロイダル磁束量が維持され
た後，プラズマは抵抗減衰過程へと移行し始め，抵抗減衰過程へ移行するとガン電圧
は 0.3 kV から急激に減少する． 
 T-CHI による ST プラズマの様相は 3 つの過程に分けて考える事ができる．一つ目は
プラズマが FC 内へ入射され磁束増幅が起こる入射過程(図 5.1 において 0.05 ms < t < 
0.12 ms)．二つ目は磁束の維持される維持過程(0.12 ms < t < 0.3 ms)であり，三つ目は抵
抗減衰過程(t > 0.3 ms)である．ここで区分した各過程の時間帯は放電条件によって異
なる．図 5.1(e)に示すプラズマの Force-Free パラメータはミッドプレーンにおいて計
測したSTの径方向分布の中で最大となる値を示しており，MCPG内のに比べ小さく，
gun > STが成り立つ事が確認された．この事から，T-CHI 放電の間では磁気ヘリシテ
ィが常に MCPG から FC 内のプラズマへ入射されている事がわかる． 
 図 5.2 に T-CHI における ST プラズマのポロイダル磁束等高線の時間発展を示す．
ここでポロイダル磁束等高線の等高線間隔は 0.1 mWb/line である．図 5.2 においては
図 5.1 に比べ，より安定したポロイダル磁束等高線を示す高バイアス磁束時(bias = 
2.13 mWb)における放電を示した．バイアス磁場コイルが作るポロイダル磁束等高線
は図 5.2(a)に示す様であり，MCPG 内において生成されたプラズマの噴出によって初
期ポロイダル磁束の磁力線が引き伸ばされる(図 5.2(b))．その後，磁気リコネクショ
ンによって FC 入口において閉じた磁束領域と X ポイントが形成される事が確認でき
る．形成された閉じた磁束領域は FC 内に広がり，総ポロイダル磁束量が増加する．
維持過程において，FC 入口付近に小さなプラズモイドが確認され，この時間帯におい
て局所的な不安定性が発生している可能性がある(図 5.2(c)–(e))．この不安定性は
NSTX 装置における MHD シミュレーションにおいても指摘されている[6]．抵抗減衰
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過程に移行するとミッドプレーン付近において大きな閉じた磁束領域が形成され，
MCPG 側へプラズマが収縮していく(図 5.2(f))．抵抗減衰過程初期において，閉じたポ
ロイダル磁束量は約 1 mWb である． 
 
 
図 5.1 T-CHI の典型的な放電波形 
(a) プラズマ電流，(b) ガン電流，(c) ガン電圧，(d) 総ポロイダル磁束量， 
(e) ガン内部及びプラズマの Force-Free パラメータ
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図 5.2 ポロイダル磁束等高線の時間発展 
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5.3 ドップラーイオン温度・電子温度・密度の空間分布計測 
 T-CHI によって生成される ST プラズマのドップラーイオン温度 Ti.D，電子温度 Te・
密度 neの時間発展を図 5.3 に示す．ドップラーイオン温度は S-IDS システムを用いて
ミッドプレーンにおけるトロイダル方向の炭素 2 価イオン(CIII：464.74 nm)の発光よ
り計測を行った．電子温度・密度はミッドプレーンに設置したダブルプローブを用い
て計測し，プローブに印加する三角波電圧の周波数は 100 kHz である．各パラメータ
はポロイダル磁束等高線の開いた領域(Open Flux Column region：OFC 領域)と閉じた磁
束領域の境界領域(Separatrix 領域)において計測された．また，図 5.3 では高バイアス
磁束時(bias = 2.13 mWb)と低バイアス磁束時(bias = 1.61 mWb)の比較を行っている．
初期バイアス磁束を低くする事でプラズマ電流の立ち上がりが早くなり，最大値が大
きくなる事が確認された(図 5.3(a))．ドップラーイオン温度はプラズマ電流が最大と
なる時間帯において最大となり，高バイアス磁束時では 10 eV，低バイアス磁束時で
は 17 eV 程度であった(図 5.3(b))．電子温度・密度はバイアス磁束の大きさに関わらず 
 
 
図 5.3 ドップラーイオン温度，電子温度・密度の時間発展 
(a) プラズマ電流，(b) ドップラーイオン温度(CIII：464.74 nm)， 
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最大値は一定となっており，電子温度は 10 eV 程度，電子密度は 1.3 × 1020 m-3 程度で
ある(図 5.3(c)，(d))． 
 低バイアス磁束時においては IDS 計測における不純物の発光が十分得られた為，ト
ロイダル方向の発光計測からS-IDSシステムとM-IDSシステムを併用したドップラー
イオン温度の径方向分布の計測を行った．M-IDS システムの計測周波数が 25 kHz で
ある為，ダブルプローブに印加する三角波電圧も周波数を 25 kHz として電子温度・密
度の分布計測を行った．ドップラーイオン温度，電子温度及び電子密度の径方向分布
の時間変化を図 5.4，図 5.5 にそれぞれ示す．M-IDS システムにより，入射過程にお
けるドップラーイオン温度の径方向分布の計測を行う事ができた．この時，ドップラ
ーイオン温度はセンタースタック付近の OFC 領域に集中しており，その値は 20 eV 程
度である(図 5.4(b))．また，この時間帯においては放電ノイズによってダブルプロー
ブによる計測が行えていない．その後，OFC 領域のドップラーイオン温度が減少し，
閉じた磁束領域付近において均一なドップラーイオン温度分布を観測した(図 5.4(c))．
プラズマ電流が最大となる時間帯になるとダブルプローブによる計測も行える様にな
り，OFC 領域において勾配を持つ温度分布である事が確認された(図 5.4(d))．その後，
抵抗減衰過程へ移行するとドップラーイオン温度及び電子温度の分布が均一となり，
電子温度がドップラーイオン温度よりも高くなる事が確認された(図 5.4(e)，(f))．電
子密度はプラズマ電流が最大となる時間帯においては OFC 領域に密度が集中してお
り，プラズマ中心領域側へ拡散した後，均一な分布となる事が確認された(図 5.5(b)– 
(d))． 
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図 5.4 ドップラーイオン温度，電子温度の径方向分布 
(a) プラズマ電流，(b)–(f) 各時間帯におけるドップラーイオン温度，電子温
度の径方向分布 
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図 5.5 電子密度の径方向分布 
(a) プラズマ電流，(b)–(d) 各時間帯における電子密度の径方向分布 
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5.4 考察 
 本節では前節までに得られた結果より以下の考察を行った．5.4.1 項ではプラズマパ
ラメータの外部磁場依存性としてバイアス磁束を変化させた際の特性評価を示す．
5.4.2 項では低バイアス磁束時に発生の確認されたプラズマの MHD 不安定性について
の考察を行い，不安定性に関わるパラメータを示す．5.4.3 項では磁気ヘリシティバラ
ンスの式から鎖交する磁束の積と，ヘリシティ入射率とその減衰の 2 つの方法から磁
気ヘリシティの評価を行い，これらの比較を行った． 
5.4.1 プラズマパラメータの外部磁場依存性 
 本研究では外部磁場の内，バイアス磁束の大きさを変化させる事で，T-CHI によっ
て生成されるプラズマパラメータの特性評価を行った．バイアス磁束を増加させると，
式(2.34)より MCPG から FC 内のプラズマへ入力される磁気ヘリシティ量が増加する．
一方で式(2.38)に示す様に Bubble-Burst 電流の閾値が高くなる為に磁気リコネクショ
ンが発生せず，閉じた磁束領域が形成されない可能性がある．また，式(2.37)で示すロ
ーレンツ力とバイアス磁束を引き伸ばす力の釣り合いが変化し，同じローレンツ力で
MCPG からプラズモイドを噴出させた場合，バイアス磁束が引き伸ばせず FC 内へ十
分にプラズマが進展しない可能性がある． 
 図 5.6 にバイアス磁束を変化させた際のプラズマパラメータの変化を示す．各パラ
メータは各放電条件下における最大値であり，その時間はパラメータによって異なる．
プラズマ電流 It は式(2.37)で示す様にバイアス磁束の増加によってバイアス磁束を引
き伸ばす為に必要な力が大きくなり，プラズマが FC 内へ十分に進展できなくなる事
からプラズマ電流が減少する事が確認される．また，バイアス磁束が小さい領域にお
いてプラズマ電流は 100 kA を超える事が確認された．この領域においてはバイアス磁
束の変化に対するプラズマ電流の変化が小さい事から，バイアス磁束が小さい為にプ
ラズマが十分磁化されていない可能性も考えられる(図 5.6(a))．総ポロイダル磁束量
p はバイアス磁束の増加と共に増加しており，式(2.34)に示す様に磁気ヘリシティの
入力量の増加が影響していると考えられる．磁束増加率p/biasはおよそ 2.2 で一定で
ある．また，閉じたポロイダル磁束量p.closeも約 1 mWb で一定であった(図 5.6(b))．
図 5.6(c)に示すドップラーイオン温度 Ti.D(CIII：464.74 nm)及び電子温度 Teは Separatrix
領域において計測を行った．この時，ダブルプローブによる電子温度計測を 25 kHz
の三角波印加によって行った為，ドップラーイオン温度も同様に 40 s の時間平均の
最大値を用いた．ドップラーイオン温度はプラズマ電流と同様にバイアス磁束の増加
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に伴い減少し，電子温度は 10–13 eV の範囲で変化するが，バイアス磁束の変化に対す
る相関は見られなかった．また，この計測点においては低バイアス磁束時には Ti.D > Te
であるが，高バイアス磁束時においては Ti.D < Teである． 
 図 5.6(b)に示される様にバイアス磁束を変化させると総ポロイダル磁束量は変化す
るが閉じた磁束量は変化がない．つまり，バイアス磁束の増加によって閉じたポロイ
ダル磁束と総ポロイダル磁束量の比p.close/p が減少する．図 5.7 にその結果を示し，
バイアス磁束を 1.6 mWb から 2.1 mWb へ増加させる事でp.close/pが 30%から 25%へ
減少する事が見出された． 
5.4.2 MHD不安定性の発生 
 低バイアス磁束時において，入射過程の終盤から維持過程にかけてプラズマが不安
定化し，軸対称性を仮定して解析を行うポロイダル磁束等高線が乱れる事が確認され
た．この時，トロイダルモード n の計測において n ≧ 1 のモードが発生し，軸対称性 
 
図 5.6 T-CHI 放電プラズマのバイアス磁束依存性 
(a) プラズマ電流，(b) 総ポロイダル磁束量と閉じたポロイダル磁束量， 
(c) ドップラーイオン温度(CIII：464.74 nm)と電子温度 
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が崩れている事が予測される．本研究ではミッドプレーンよりもMCPGに近い z = 0.26 
m，R = 0.30 m の位置においてトロイダル方向に 8 つの磁気プローブを等間隔に設置し，
ポロイダル磁場計測結果からトロイダルモード n の解析を行った． 
 図 5.8 に低バイアス磁束時における不安定性の発生とそれに伴うプラズマパラメー 
 
 
図 5.7 閉じたポロイダル磁束と総ポロイダル磁束の比 
 
 
図 5.8 低バイアス磁束時における不安定性の発生とパラメータの変化 
(a) プラズマ電流，(b) トロイダル電流密度の径方向分布，(c) トロイダルモード，
(d) ドップラーイオン温度(CIII：464.74 nm)，(e) 電子密度 
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タの変化を示す．入射過程において，プラズマ電流が急激に増加する直前(t ~ 0.1 ms)
にトロイダル電流密度分布が急激にセンタースタック付近の OFC 領域へ集中し，その
後トロイダルモード n = 1 が成長し始める．OFC 領域に 1 MA/m2程度の高い電流密度
分布が形成されるとドップラーイオン温度(CIII：464.74 nm)と電子密度は急激に減少
する．これは n = 1 の成長によるキンク不安定性によって粒子やエネルギーの拡散や
減衰が起こる為であると考えられる．また，抵抗減衰過程において n = 1 が低下する
と電子密度は不安定性発生前と同程度の大きさに戻る．ドップラーイオン温度につい
ては温度が低下したままであるが，これは電子との熱緩和等によるものであると考え
られる．高バイアス磁束時においては図 5.9 に示す様にトロイダル電流密度が過度に
集中しない為，n = 1 の発生が無く，安定したプラズマが生成されていると言える． 
 
 
 
図 5.9 高バイアス磁束時におけるプラズマパラメータ 
(a) プラズマ電流，(b) トロイダル電流密度の径方向分布，(c) トロイダルモード，
(d) ドップラーイオン温度(CIII：464.74 nm)，(e) 電子密度 
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5.4.3 ヘリシティバランスの解析 
 CHI を用いて生成されるプラズマにおいて，磁気ヘリシティバランスは成り立つと
考えられ[7]，式(2.33)，(2.36)に示される磁気ヘリシティの時間変化の解析を行った．
式(2.33)は鎖交する磁束の積のみを考えているが，実際の解析においてはトロイダル・
ポロイダル方向の外部磁場コイルによって生成される磁束t.v，biasを考慮して， 
 𝐾 = 𝛹𝑡𝛹𝑝 − 𝛹𝑡.𝑣𝛹𝑏𝑖𝑎𝑠 (5.1) 
から解析される[8]．ここでプラズマが作るトロイダル・ポロイダル方向の磁束t.plasma，
p.plasmaを定義すると，𝛹𝑡 = 𝛹𝑡.𝑝𝑙𝑎𝑠𝑚𝑎 + 𝛹𝑡.𝑣，𝛹𝑝 = 𝛹𝑝.𝑝𝑙𝑎𝑠𝑚𝑎 + 𝛹𝑏𝑖𝑎𝑠から， 
 𝐾 = (𝛹𝑡.𝑝𝑙𝑎𝑠𝑚𝑎 + 𝛹𝑡.𝑣)(𝛹𝑝.𝑝𝑙𝑎𝑠𝑚𝑎 + 𝛹𝑏𝑖𝑎𝑠) − 𝛹𝑡.𝑣𝛹𝑏𝑖𝑎𝑠 (5.2) 
となり，最終的に， 
 𝐾 = (𝛹𝑡.𝑝𝑙𝑎𝑠𝑚𝑎 + 𝛹𝑡.𝑣)𝛹𝑝.𝑝𝑙𝑎𝑠𝑚𝑎 + 𝛹𝑡.𝑝𝑙𝑎𝑠𝑚𝑎𝛹𝑏𝑖𝑎𝑠 (5.3) 
を得る．ST プラズマにおいては外部から印加するトロイダル磁束はプラズマが作るポ
ロイダル磁束より十分大きい(t.v ≫ t.plasma)為，式(5.3)の第 1 項からプラズマの磁気
ヘリシティを解析した． 
 磁気ヘリシティの入力と減衰から求めるプラズマの磁気ヘリシティ量は，図 5.1(d)
において，総ポロイダル磁束量がバイアス磁束を上回る時間以降を積分開始時間 t0と
して解析を行った．式(2.34)から求まる磁気ヘリシティの入力 dKinj/dt と t0以降のヘリ
シティ入力の時間積分を図 5.10 に示す．単位時間当たりの磁気ヘリシティ入射量は入
射過程から維持過程へ移行する時間帯において最大値 dKinj/dt ~ 1.7 Wb
2
/s となり，抵抗
減衰過程に移行すると急激に減衰し，時間積分量が減少する． 
 図 5.10 に示す磁気ヘリシティの入射量を踏まえ，式(2.36)を用いてヘリシティの減
衰を考慮した磁気ヘリシティの時間変化 Kcal.を図 5.11 に示す．図 5.11 において，ヘ
リシティの減衰時間Kはフリーパラメータである為，その値を 40–60 s と変化させて
解析を行った．入射過程の様に磁気ヘリシティの積分時間が減衰時間に比べて十分大
きい時，磁気ヘリシティの抵抗減衰は無視できる．維持過程に移行し，ST プラズマが
平衡配位を形成すると磁気ヘリシティの減衰の効果が現れ始めるが，ヘリシティ入射
量との釣り合いによって磁気ヘリシティ量はあまり減衰しない．減衰過程に移行する
と，K = 50 s の場合，プラズマの磁束から計算された磁気ヘリシティとヘリシティ入
射量から解析した磁気ヘリシティの解析値が一致する事が確認された．入射過程及び
維持過程の初期においてこれらの値が一致しない理由として，MCPG 内において生成
された初期プラズマが磁気リコネクションを介在する事によってのみ FC 内へ侵入す
る為であると考えられる．その為，入射過程においては入力された磁気ヘリシティが 
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図 5.10 磁気ヘリシティの入射量 
(a) 単位時間当たりの入射量，(b) 入射量の時間積分量 
 
 
図 5.11 磁気ヘリシティの評価 
 
MCPG 内に滞っており，プラズマの磁束から解析される磁気ヘリシティ量が小さくな
る．その後，維持過程へ移行する過程で急激に FC 内へ拡散される為，磁束から求め
た磁気ヘリシティ量がヘリシティ入力量の解析値を一時的に上回ると考えられる． 
 Taylor の緩和理論に基づいてプラズマが緩和する場合，Force-Free パラメータは 
 𝜆 =
∫ 𝑩2 𝑑𝑉
∫ 𝑨 ∙ 𝑩 𝑑𝑉
=
2𝜇0𝑊
𝐾
 (5.4) 
で表される[9]．これは抵抗減衰過程において最小エネルギー状態となり，この時間帯
においてはK = W = B /2 である事を示す．そこで，図 5.11 において，磁気ヘリシテ
ィの減衰時間Kが 50 s である事の妥当性を調べる為に磁場の減衰時間Bの評価を行
った．Kはプラズマ全体に亘って評価される値である為，ここではプラズマ全体のパ
ラメータとして解析されるポロイダル磁束の減衰時間の評価を行った．ポロイダル磁
束のバイアス磁束成分との差分からプラズマの作るポロイダル磁束を求め，抵抗減衰
過程におけるポロイダル磁束の減衰時間pを求めた結果を図 5.12 に示す．図 5.12(a)
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はポロイダル磁束の減衰時間を求める際の解析開始時間に対する解析結果を示す．図 
5.12(a)より，抵抗減衰過程におけるポロイダル磁束の減衰時間は概ね 100 s であり，
t = 0.3 ms の時，p ~ 102 s である(図 5.12(b))．つまり，K ~ 51s となり，解析に用
いたK = 50s は妥当な値であると言える． 
 
 
 
(a) 解析開始時間に対する減衰時間の推移 
 
 
(b) ポロイダル磁束と減衰曲線の比較 
図 5.12 ポロイダル磁束の減衰時間の解析結果 
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5.5 結言 
 本章ではHIST装置においてT-CHIを適用し，ドップラーイオン温度(CIII：464.74 nm)，
電子温度・密度の計測とバイアス磁束の変化から T-CHI における特性を評価した．5.3
節において，低バイアス磁束時におけるドップラーイオン温度，電子温度・密度の径
方向分布を評価した．これにより，入射過程においてドップラーイオン温度がセンタ
ースタック付近の OFC 領域に集中し，その後，拡散によって均一化する事が見出され
た．また，抵抗減衰過程においては全体的に電子温度がドップラーイオン温度よりも
高くなる事が確認された． 
 5.4.1 項では，バイアス磁束を変化させた際，プラズマ電流及びドップラーイオン温
度が Bubble-Burst 電流の増加によって減少する事がわかり，総ポロイダル磁束量は磁
気ヘリシティ入射量の増加に伴って増加する事が確認された．特にプラズマ電流は，
低バイアス磁束時では 100 kA を超えるプラズマを生成するが，高バイアス磁束時では
プラズマ電流が 60 kA 程度まで減少した．バイアス磁束の変化に対して閉じたポロイ
ダル磁束量や電子温度は変化が無く，低バイアス磁束時ではドップラーイオン温度が
電子温度よりも高くなる事が見出された．また，バイアス磁束を増加させると総ポロ
イダル磁束に対して閉じたポロイダル磁束が占める割合が 30%から25%へ減少する事
が確認された． 
 5.4.2 項では，低バイアス磁束時において発生するプラズマの不安定性の解析として
トロイダルモードの計測を行い，センタースタック付近の OFC 領域におけるトロイダ
ル電流密度の急激な増加によってトロイダルモード n = 1 が成長し，キンク不安定性
が発生する事が確認された．この不安定性の発生により，ドップラーイオン温度と電
子密度が急激に減少するが，再び安定化すると電子密度は元の大きさに戻る事が見出
された．また，ドップラーイオン温度が元の大きさに戻らない理由としては電子との
熱緩和等の影響が考えられる． 
 5.4.3 項では，磁気ヘリシティの評価を鎖交する磁束の積からと，MCPG からの入射
量と減衰時間からそれぞれ求め，比較を行った．磁気ヘリシティの減衰時間をK = 
50s とすると，各値は抵抗減衰過程において一致する事が確認された．入射過程と維
持過程において各値が一致しない理由として，MCPG 内で生成されたプラズモイドが
FC 内へ噴出されるまでに時間がかかる事が考えられる．また，磁気ヘリシティの減衰
時間をポロイダル磁束の減衰時間から評価したところ，減衰過程におけるポロイダル
磁束の減衰時間が約 100 s となり，MCPG からの入射量と減衰時間から磁気ヘリシテ
ィの解析を行った際のヘリシティの減衰時間(K = 50s)が妥当である事を示した． 
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第6章 ダブルパルス同軸ヘリシティ入射実験 
6.1 諸言 
 同軸ヘリシティ入射によるプラズマの準定常維持を目指したマルチパルス同軸ヘリ
シティ入射(Multi-pulsing Coaxial Helicity Injection：M-CHI)は SSPX 装置(米国，ローレ
ンスリバモア国立研究所)において提案され，スフェロマックプラズマに適用された[1]．
SSPX 装置においては，6 段の M-CHI 電源を用いてプラズマの電流駆動と抵抗減衰が
切り返される事を見出し，M-CHI によるプラズマの準定常維持の可能性を見出した[2]．
ST プラズマにおいては HIST 装置において初めて適用され[3]，本研究において ST プ
ラズマに対する M-CHI の有用性が実証されている．本研究では，M-CHI の初期実験
としてダブルパルス同軸ヘリシティ入射(Double-pulsing Coaxial Helicity Injection：
D-CHI)を実施し，外部磁場の変化からその特徴を見出した[4]． 
 本章では D-CHI による実験結果として，6.2 節にその典型的な放電波形を示し，ST
プラズマにおける D-CHI の有用性を示した．6.3 節においてはドップラー分光計測及
びダブルプローブ計測から得られたドップラーイオン温度及び電子温度・密度の分布
を示し，CHI の繰り返しによる各パラメータの変化について示す．特に 2 度目の CHI
直後においてドップラーイオン温度の選択的加熱が行われており[5]，6.4 節において
詳細な議論を行う．6.4 節では D-CHI による ST プラズマの特徴や物理現象についての
考察を示す．まず，外部磁場であるトロイダル磁場コイル電流を変化させた場合にお
ける ST プラズマの特徴を示し，CHI を繰り返し行った場合においても ST プラズマの
外部磁場特性が同様である事を示した．また，6.3 節において観測されたイオンの選択
的加熱について，イオンフローの駆動からその原因について考察を行った． 
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6.2 ダブルパルス同軸ヘリシティ入射による電流維持 
 HIST 装置において行われた D-CHI 放電では初期プラズマ生成用のガン系統の放電
後，0.2 ms の時間において 1 度目の CHI，1.5 ms または 2.5 ms の時間において 2 度目
の CHI を行った．図 6.1 に HIST 装置における D-CHI 放電時の各ヘリシティ入射電流
Igun，IHI1，IHI2 及び通電時の外部磁場コイル電流 ITF，Ibiasの波形を示す．図 6.1 に示す
様に外部磁場コイル電流が一様な時間帯において各ヘリシティ入射系統の放電を行っ
ている． 
 図 6.1 に示す様なタイムシーケンスにおける D-CHI の放電波形を図 6.2 に示す．図 
6.2 においてトロイダル磁場コイル電流 ITF ~ 160 kA であり，バイアス磁束bias ~ 2.34 
mWb である．初期プラズマ生成時にはガン電流 Igun ~ 40 kA であったが各 CHI 時では
Igun ~ 6 kA であり，gun ~ 3 m
-1 である．初期プラズマ生成後，1 回目の CHI までの時間
帯(t < 0.2 ms)においては MCPG 内で生成されたプラズモイドが FC 内へ移動している
為，プラズマ電流よりガン電流が大きくなっている．その後，1 回目の CHI によって
ST プラズマが FC 内に形成され，プラズマ電流がガン電流より大きくなり，プラズマ
電流が最大となる時間ではプラズマ電流はガン電流の約 8 倍である(図 6.2(a)，(b))． 
 
 
図 6.1 D-CHI 放電時のタイムシーケンス 
 (a) ヘリシティ入射電流，(b) トロイダル磁場コイル電流， 
(c) バイアス磁場コイル電流 
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この時，トロイダル電流密度はセンタースタック付近の OFC 領域に集中しており(図 
6.2(e))，この様なトロイダル電流密度分布を示す状態を電流駆動過程(Driven phase)と
呼ぶ．プラズマ電流が最大となった後，図 6.2(d)に示すポロイダル磁場の径方向分布
から ST プラズマの理想的な配位が形成・維持されている事が確認できる．配位の形
成された ST プラズマは電流密度分布が磁気軸(Bz = 0 となる点)付近で最大となる閉じ
込めの安定した抵抗減衰過程(Decay phase)へ移行し，磁気軸が FC 側の領域へ移動する． 
 2 回目の CHI はトロイダル電流密度分布の最大値が磁気軸側へ移動している途中で，
磁束の閉じた領域と開いた領域の境界(Separatrix 領域)付近に電流密度の最大値を持つ
部分的抵抗減衰過程(Partial decay phase)において行われた．これによりプラズマが再び
電流駆動過程へ移行し，プラズマ電流の増加と磁気軸のセンタースタック側への移動
を確認した．再駆動されたプラズマは再び部分的抵抗減衰過程へ移行し，磁気軸が R = 
0.30 m 付近で安定する事が確認された．抵抗減衰過程においてはgun ~ STであり，MC 
 
 
図 6.2 D-CHI の典型的放電波形 
(a) プラズマ電流，(b) ガン電流，(c) Force-Free パラメータ， 
(d) ポロイダル磁場の径方向分布，(e) トロイダル電流密度の径方向分布 
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 (a) 1 回目の CHI 後       (b) 2 回目の CHI 後 
図 6.3 CHI 後の部分的抵抗減衰過程における磁場分布 
 
PG からプラズマ内へ磁気ヘリシティが輸送されず，同時に減衰する事が分かる(図 
6.2(c))．ST プラズマの生成後及び 2 回目の CHI 後に部分的抵抗減衰過程へ移行した時
のポロイダル磁場 Bz，トロイダル磁場 Btの径方向分布を図 6.3 に示す．各時刻におい
て磁気軸は R ~ 0.27 m であり，ST プラズマの典型的な磁場配位を示している．また，
外部トロイダル磁場を点線で示しており，R < 0.15 m の領域においてはプラズマの圧
力勾配によってトロイダル磁場が弱められる反磁性領域が存在する事が分かる． 
 D-CHI 放電の有用性を確認する為に，シングルパルス CHI 放電との比較を行った．
図 6.2 と同様の条件下において，2 回目の CHI を初期プラズマ生成後 1.5 ms のタイミ
ングで行ったD-CHI放電波形とシングルパルスCHI放電波形の比較を図 6.4に示す．
D-CHI放電を行う事でシングルパルスCHI放電に比べてプラズマの持続時間が約4 ms
から約 8 ms に伸びる事が確認された(図 6.4(a))．また，2 回目の CHI によってミッド
プレーンにおける線平均電子密度𝑛𝑒̅̅ ̅やポロイダル磁束p が増加すると共に長時間同
じ大きさを維持する事が確認された(図 6.4(b)，(c))．これは 1 回目の CHI が FC 内で
の ST プラズマ配位形成に寄与しており，その損失のない分，2 回目の CHI ではより
長い時間安定してヘリシティが入射されると考えられる．また，プラズマ中心領域の
STの値coreがより長い時間一定(放電後 2.5–5.0 ms の間)となっている事から，2 回目
の CHI がプラズマの準定常維持に寄与している事がわかる(図 6.4(e))． 
 D-CHI 放電におけるST の径方向分布の時間発展を図 6.5 に示す．プラズマ電流立
上げ時にはプラズマ電流はセンタースタック付近の OFC 領域に集中し，全体的にホロ
ー分布となる事が確認できる．プラズマ電流が最大となった後，トロイダル電流密度
のピークは次第に磁気軸側へ移動していき，部分的抵抗減衰過程へ移行する．この時
間帯に 2 回目の CHI を行う事で MCPG から OFC 領域へ磁気ヘリシティが入射され，
トロイダル電流密度分布が再びホロー分布となり，その後磁気軸付近にピークとなる
0.1 0.2 0.3 0.4 0.5
-0.05
0
0.05
0.1
0.15
0.2
0.25
0
1
2
R [m]
t = 2.3 ms
Bz
Bt
#12918
R [m]
t = 4.8 ms
0.1 0.2 0.3 0.4 0.5
-0.05
0
0.05
0.1
0.15
0.2
0.25
0
1
2
第 6 章 ダブルパルス同軸ヘリシティ入射実験 
 
121 
分布を取る．t > 3.5 ms の時間帯ではSTの径方向分布が広い領域で均一になっている
事が分かる． 
 
 
 
図 6.4 D-CHI 放電とシングルパルス CHI 放電の比較 
(a) プラズマ電流，(b) 線平均電子密度，(c) ポロイダル磁束， 
(d) OFC 領域と(e) プラズマ中心領域の Force-Free パラメータ

 
図 6.5 D-CHI 放電時の Force-Free パラメータの径方向分布 
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6.3 ドップラーイオン温度・電子温度・密度の空間分布計測 
 D-CHI におけるドップラーイオン温度，電子温度・密度の空間分布計測を単点イオ
ンドップラー分光計測(S-IDS)システム及びダブルプローブを用いて行った．本研究で
は，S-IDS システムの光ファイバーを z = 148 mm の位置に設置したガラス管に挿入し，
ガラス管の先端に取り付けたミラーを用いて計測視線をポロイダル方向に向け，ミッ
ドプレーンにおける酸素 1 価イオン(OII：441.49 nm)の発光から計測を行った．また，
ダブルプローブはミッドプレーンにおいて計測を行った．図 6.6 に各径におけるドッ 
 
  
図 6.6 各径におけるドップラーイオン温度と電子温度の計測結果 
(a) プラズマ電流，(b)–(g) 各径におけるドップラーイオン温度 
(OII：441.49 nm)と電子温度 
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プラーイオン温度，電子温度の時間発展を示す．プラズマ生成初期においてはミッド
プレーンまでプラズマが進展しておらず，各温度の計測が行えていない．また，初期
放電ノイズによってダブルプローブの計測開始時間はおよそ 0.5 ms以降となっている．
また，IDS 計測では信号強度の大きさによって温度解析の可能な時間が制限される．
プラズマ電流の立ち上がり時において，R > 0.17 ms の領域において 20 eV 以上のドッ
プラーイオン温度を観測した(図 6.6(d)–(f))．これは，MCPG 内で生成された初期プラ
ズマが磁気リコネクションを介して FC 内へ侵入しており，高いイオン温度が観測さ
れる時間にずれがある事はリコネクションによって加熱された領域が径方向に移動す
る為と考えられる．電子温度は OFC 領域において高い温度を示し，これはトロイダル
電流密度の集中によるものと考えられる．初期プラズマ生成後，1.5 ms のタイミング
において 2 回目の CHI を行ったところ，センタースタック寄りの閉じた磁束領域から
Separatrix 領域にかけて(0.17 m < R < 0.20 m)ドップラーイオン温度の増加が確認され
た(図 6.6(d)，(e))．この時間帯において電子温度は変化が無く，イオンの選択的加熱
が行われている事が確認された．イオンの選択的加熱は RFP プラズマを閉じ込める
MST 装置やプラズマ合体によって ST やスフェロマックを生成する TS-3 装置，TS-4
装置において観測されており，これらの装置においてはイオンフローのダンピングに
よる粘性加熱が示唆されている[6,7]．本研究においてもマッハプローブを用いてフロ
ーの変化を計測しており，6.4.3 項にその考察を示す． 
 図 6.7 に 2 回目の CHI 前後におけるドップラーイオン温度，電子温度・密度の径方
向分布を示す．図 6.7 においては 2 回目の CHI を行う直前の時刻(丸印)，2 回目の CHI
後にドップラーイオン温度が最大となる時間帯(三角印)，2 回目の CHI 後プラズマ電
流が最大となる時間帯(逆三角印)の径方向分布を示している．ドップラーイオン温度
と電子温度・密度で各時間が若干異なるのは，ダブルプローブの計測周期が 40 s で
ある為である．先述の通り，2 回目の CHI によって 0.17 m < R < 0.20 m の領域におい
てイオンが選択的に加熱されている事が分かる．また，イオン加熱の発生する領域で
は，CHI 前後において常にイオン温度が最大値となる．電子温度はセンタースタック
付近及び閉じた磁束領域から Separatrix 領域へかけた 2 か所にピークを取る分布を示
す．センタースタック付近はトロイダル電流密度の集中によるもの，閉じた磁束領域
から Separatrix 領域にかけては高いイオン温度との熱緩和や高閉じ込め状態によるも
のであると考えられる．また，電子密度分布も電子温度と同様の分布を示し， 
 𝑃𝑒 = 1.6 × 10
−19 × 𝑇𝑒 × 𝑛𝑒 (6.1) 
から表される電子の圧力 Peについて，Pi ~ Peとするとセンタースタック付近の OFC
領域において非常に高い圧力勾配が存在する事が分かる． 
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図 6.7 2 回目の CHI 前後における温度・密度の径方向分布 
(a) ドップラーイオン温度(OII：441.49 nm)，(b) 電子温度，(c) 電子密度 
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6.4 考察 
 HIST 装置における D-CHI 放電について，6.4.1 項では 2 回目の CHI を行うタイミン
グを変化させた場合の ST プラズマの特性評価を行った．本研究では 2 回目の CHI を
t = 1.5 msまたは t = 2.5 msのタイミングで行い，その際のD-CHIの放電特性を示した．
また，6.4.2 項では外部磁場を変化させた場合の放電の特性評価を行った．本研究では
トロイダル磁場を変化させ，HIST 装置で生成されるプラズマを中心導体付きのスフェ
ロマック配位(ITF = 0)から ST 配位(ITF ~ 160 kA)のプラズマに対して D-CHI 放電を行っ
た．6.4.3 項においては，6.3 節において観測されたイオンの選択的加熱について，イ
オンの加熱機構についての考察を行った． 
6.4.1 2回目の CHIのタイミングによる特性評価 
 D-CHI において，2 回目の CHI を行うタイミングを t = 1.5 ms の場合と t = 2.5 ms の
場合とで比較した．トロイダル磁場コイル電流 ITF ~ 160 kA の場合では，何れの場合
においても 2 回目の CHI を行う時にはプラズマが部分的抵抗減衰過程にあり，各場合
におけるプラズマ電流の時間発展の比較を図 6.8 に示す．1 回目の CHI によって同程
度のプラズマ電流が駆動された放電(It.max ~ 80 kA)を比較すると，2回目のCHIを t = 2.5 
ms のタイミングで行った場合ではプラズマの放電時間が長くなり，2 回目の CHI によ
って増加するプラズマ電流の割合も増加する事が確認された． 
 2 回目の CHI のタイミングによるプラズマ放電時間及び電流増幅率の変化を図 6.9
に示す．プラズマ放電時間は，解析誤差を考慮してプラズマ電流 It < 10 kA になるま
での時間とした．また，電流増幅率は 2 回目の CHI を行う直前のプラズマ電流 It1.min 
 
  
図 6.8 2 回目の CHI のタイミングの違いによるプラズマ電流の比較 
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と 2 回目の CHI 後のプラズマ電流の最大値 It2.maxの比 It2.max/It1.minである．何れも放電
の再現性によってエラーバーが大きく，2 回目の CHI のタイミングによる十分な差が
見られなかった．そこで，横軸に電流増幅率，縦軸にプラズマ放電時間を取り，電流
増幅率に対するプラズマ放電時間の相関関係を解析した． 
 図 6.10 に示す様に，2 回目の CHI のタイミングによるこれらの相関は重なる点が無
く，t = 2.5 ms のタイミングで 2 回目の CHI を行う場合，t = 1.5 ms のタイミングで 2
回目の CHI を行う場合に比べ，電流増幅率もしくはプラズマ放電時間が必ず大きく(長 
 
 
図 6.9 2 回目の CHI のタイミングの違いによるプラズマ維持時間と電流増幅率の相関 
2 回目の CHI のタイミングの違いによる(a) プラズマ維持時間，(b) 電流増幅率 
 
 
図 6.10 2 回目の CHI による電流増幅率とプラズマ維持時間の相関 
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く)なる事が明らかになった．2 回目の CHI のタイミングを 1 ms 遅らせた場合，2 回目
の CHI が電流維持のみに影響を与えるのであれば，プラズマ放電時間は 1 ms しか伸
長しないはずである．しかし，実際には 2 回目の CHI のタイミングを 1 ms 遅らせる
とプラズマ維持時間は 1 ms 以上伸長しており，2 回目の CHI が電流駆動と電流維持の
両方に寄与する事で，1 ms 以上のプラズマ放電時間の伸長が行われると予測できる．
また，2 回目の CHI が早い程，プラズマが十分に減衰過程に移行していない為，CHI
による磁気ヘリシティの輸送の容易さにも変化が生じる可能性が考えられる． 
6.4.2 プラズマパラメータの外部磁場依存性 
 HIST 装置では外部磁場の内，トロイダル磁場を変化させる事でプラズマの閉じ込め
配位をスフェロマック配位から ST 配位へ変化させる事が可能である．その配位の変
化はプラズマ電流 Itとトロイダル磁場コイル電流 ITFの比 ITF/Itにおいて，ITF/It > 1 では
ST 的磁場配位，ITF/It < 1 ではスフェロマック的磁場配位(センタースタック有り)が形
成されているとされる[8]． 
 トロイダル磁場コイル電流 ITF ~ 40 kA の時，ITF ~ Itであり，スフェロマックと ST
の中間の様な磁場配位を持つと考えられる．この放電条件におけるプラズマ電流 It，
ポロイダル磁束p，Force-Free パラメータST の径方向分布の時間変化を図 6.11 に示
す．また，比較の為に図 6.4 に示した ITF ~ 160 kA の時の D-CHI 放電におけるプラズ
マ電流 Itとポロイダル磁束pを図 6.11(a)，(b)に示す．ITF ~ 40 kA の場合，初期プラ
ズマの噴出力(Igun × Bt)が小さい為，ITF ~ 160 kA に比べてプラズマ電流の立ち上がりが
遅くなる事が分かる．また，プラズマ電流が最大となった後，プラズマ電流及びポロ
イダル磁束の減衰が早く，STの拡散が早い事が分かる．その為，ITF ~ 160 kA と同じ
時刻(t = 1.5 ms)に 2 回目の CHI を行う場合，プラズマが完全に抵抗減衰過程へ移行し
ており，2 回目の CHI がプラズマ磁束の維持よりも電流駆動・増幅に大きく寄与して
いると考えられる．その結果として ITF ~ 40 kA の場合では 2 回目の CHI によるプラズ
マの維持時間に大きな変化が見られないが，プラズマ電流，ポロイダル磁束の増幅率
(2 回目の CHI 前後のパラメータの比)が大きくなる事が分かる．また，ITF ~ 160 kA の
場合と異なり，2 回目の CHI によってプラズマ電流立上げ時の様にプラズマ全体のST
が増加する事からも 2 回目の CHI が電流駆動のみに寄与していると考えられる． 
 トロイダル磁場コイル電流 ITF を 0–160 kA に変化させた際の特性評価を行った．
D-CHI 放電において，各 CHI によるプラズマ電流 It，線平均電子密度𝑛𝑒̅̅ ̅の最大値の ITF
対する依存性を図 6.12 に示す．図 6.11 に示す様に ITFを変化させると MCPG におい
て生成された初期プラズマの噴出力が変化する．また，式(2.35)，(2.38)からバイアス
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磁束を変化させるとプラズマパラメータが変化する為，図 6.12 では ITF毎にプラズマ
電流 Itが最大となる様にバイアス磁束の最適化を行った．ITF < 100 kA では，プラズマ 
 
 
図 6.11 ITF ~ 40 kA 時の D-CHI 放電波形 
(a) プラズマ電流，(b) ポロイダル磁束， 
(c) Force-Free パラメータSTの径方向分布 
 
 
図 6.12 プラズマパラメータのトロイダル磁場コイル電流特性 
(a) プラズマ電流，(b) 線平均電子密度 
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電流と線平均電子密度はトロイダル磁場コイル電流の変化に対応する事が分かる．一
方で，ITF > 100 kA の領域では 2 回目の CHI 後のプラズマ電流及び線平均電子密度が
飽和している．ITF の増加によるプラズマ電流と線平均電子密度の増加と飽和は HIST
装置やSPHEX装置におけるシングルパルスCHI実験においても確認されている[8,9]．
つまり，D-CHI においても外部磁場の変化に対するプラズマパラメータの変化の特徴
は同じである事が見出された． 
 ITFの増加に伴う安全係数 q の値の変化をプラズマ中心領域において評価した．安全
係数 q は一般的に式(1.2)で定義されるが，プラズマ中心領域の q 値 qcore は 
 𝑞𝑐𝑜𝑟𝑒 =
2
𝑅𝜆𝑐𝑜𝑟𝑒
 (6.2) 
から算出できる[10]．図 6.13 に 2 回目の CHI を行う直前のプラズマ中心領域における
安全係数 qcoreのトロイダル磁場コイル電流 ITFの依存性を示す．図 6.13 において，qcore
を解析する為のcoreは 2 回目の CHIを行う時の磁気軸付近のの値から算出している．
ITF < 40 kA の時，2 回目の CHI を行う時間帯において，既に電流が十分に減衰してし
まい，coreの解析が不可能であった．ITF ~ 40 kA の時，qcore ~ 4 であり，ITFを増加させ
ると qcoreは 5 以上に増加する．ITF ~ 120 kA の時には，2 回目の CHI を行う際の磁気軸
の位置がプローブの ch 間の境界に存在する場合が多く，coreの値が大きく変わる事
からエラーバーが大きくなったと考えられる．ITFの変化に対して qcoreの値の変化が小
さい理由として，CHI による入力電流が磁束の開いた領域だけでなく，FC 表面やセン
タースタック上にも流れている可能性が考えられる． 
 プローブを用いてトロイダル磁場コイル電流 ITFを変化させた時のトロイダル電流
密度 Jtの径方向分布を計測し，その結果を図 6.14 に示す．図 6.14 は ITF ~ 40 kA，100 
kA，160 kA の時の放電の平均値とその最小・最大値を示し，それぞれ(a)1 回目の CHI
後にプラズマ電流が最大となる時刻，(b)2 回目の CHI を行う直前(1.5 ms，ITF ~ 160 kA 
 
 
図 6.13 中心領域の安全係数のトロイダル磁場コイル電流特性 
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の場合は 2.5 ms)，(c)2 回目の CHI 後にプラズマ電流が最大となる時刻，(d)2 回目の
CHI 後に(b)の時刻のプラズマ電流より小さくなる時刻である．図 6.14(b)以外の時間
は ITFの大きさによって異なる．プラズマ生成時には ITFが大きい程トロイダル電流密
度分布の最大値が大きくなる事が分かる(図 6.14(a))．しかし，2 回目の CHI 後では ITF 
< 100 kA の時にはトロイダル電流密度の最大値が図 6.14 (a)の時刻と同程度になるが，
ITF > 100 kA の場合では図 6.14 (a)の時刻と比較してあまり大きな電流密度が得られな
い事が分かる．また，何れの CHI 後においても部分的抵抗減衰過程においてはセンタ
ースタック付近(R ~ 0.1 m)の電流密度が下がり，プラズマ中心領域(R ~ 0.25 m)では ITF
の増加に対してトロイダル電流密度が増加する傾向がある(図 6.14(b)，(d))． 
 以上の事から，トロイダル磁場コイル電流の増加はプラズマ生成時のトロイダル電 
 
 
図 6.14 トロイダル電流密度分布のトロイダル磁場コイル電流特性 
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流密度分布の最大値及び，部分的抵抗減衰過程のプラズマ中心領域のトロイダル電流
密度の増加に寄与する事が分かる．また，2 回目の CHI 後の電流駆動においては ITF
が大きくなるとセンタースタック付近のトロイダル電流密度の変化が小さくなる事が
分かる． 
6.4.3 イオン加熱の機構 
 6.3 節に示される様に，2 回目の CHI によって閉じた磁束領域から Separatrix 領域に
かけてイオンの選択的加熱が行われている事が確認されている．この要因として，イ
オンフロー及び磁気揺動に着目し，考察を行った． 
 式(2.1)で表される運動方程式を，イオンについて考えると， 
 𝑛𝑖𝑚𝑖 (
𝜕𝒗𝑖
𝜕𝑡
+ (𝒗𝑖 ∙ 𝜵)𝒗𝑖) = −𝜵𝑝𝑖 + 𝑍𝑒𝑛𝑖(𝑬 + 𝒗𝑖 × 𝑩) − 𝑹 (6.3) 
と示される[11]．ここで，Z はイオンの原子量であり，R は電子とイオンの衝突によっ
て授受される運動量である．磁力線に垂直なイオンフロー𝑣⊥をポロイダルイオンフロ
ー𝑣𝑖.𝑝と近似し，式(6.3)と磁場 B の外積を取るとポロイダルイオンフロー𝑣𝑖.𝑝は 
 𝑣𝑖.𝑝 =
𝐸𝑟 × 𝐵𝑡
|𝑩2|
−
𝜵𝑝𝑖 × 𝐵𝑡
𝑍𝑒𝑛|𝑩2|
 (6.4) 
となる．式(6.4)において右辺第 1 項は電場によって生じる E × B ドリフトであり，第
2 項はイオンの圧力勾配𝜵𝑝𝑖によって生じる反磁性ドリフトである．プラズマ中の電場
はプラズマへ入射された運動量や粘性，イオンと電子の拡散の差から決まる．電場と
フローの関係は式(6.4)の左辺と右辺第 1 項から決まり，径方向電場 Erは 
 𝐸𝑟 = −
𝜵𝑝𝑖
𝑍𝑒𝑛
− (𝑣𝑡𝐵𝑝 − 𝑣𝑝𝐵𝑡) (6.5) 
から求まる[12]．本研究では電界プローブを用いる事で径方向電場 Erの直接計測を行
い，図 6.15 に 2 回目の CHI 前後における径方向電場の径方向分布の変化を示す．図 
6.15 において，各時間帯は図 6.7 と同様の時間帯である．図 6.15 より，イオン加熱が
行われる時間帯において，OFC 領域から Separatrix 領域にかけて存在する径方向電場
のシアーがセンタースタック側へ移動し，イオン温度が CHI 前程度になると元の分布
に戻る事が確認できる．この事から，E × B ドリフトに起因するフローの変化によっ
てイオン加熱が行われていると考えられる． 
 また，本研究では，マッハプローブを用いた局所的なイオンフローの直接計測も行
っており，2 回目の CHI によるイオンのポロイダルフローvi.p，トロイダルフローvi.t
の径方向分布についても変化を確認した．図 6.7 と同様の時間帯におけるイオンのポ
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ロイダルフロー，トロイダルフローの径方向分布の変化を図 6.16 に示す．各フローの
径方向分布は Separatrix 領域やセンタースタック付近において急峻なフローシアーを
持っており，イオン温度の高い R ~ 0.2 m の領域においてフロー分布がピークを持つ．
2 回目の CHI により，径方向電場の急激な変化のある領域おいては R ~ 0.15 m のポロ
イダルイオンフローに変化があるが，それ以外の領域・フローの向きについてはあま
り大きな変化が見られない．一方で，R ~ 0.3 m のイオンフローが急激に変化しており，
それによって 0.2 m < R < 0.3 m の領域においても速度勾配が形成され，イオン加熱の
行われる点においてピークを持つフロー分布が形成される．イオンフローのダンピン
グによって発生する粘性は E × B ドリフトの向きを変え，磁力線に平行なフローv//も
形成し[12]，ポロイダル・トロイダル両方向のイオンフローを駆動すると考えられる．
結果として，MST 装置や TS-3/TS-4 装置において観測される様に[6,7]，イオンフロー
のダンピングによる粘性摩擦によってイオンが選択的に加熱されると考えられる． 
 
 
 
図 6.15 2 回目の CHI 前後における径方向電場の径方向分布 
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図 6.16 2 回目の CHI 前後におけるイオンフローの径方向分布 
(a) ポロイダルイオンフロー，(b) トロイダルイオンフロー 
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6.5 結言 
 本章では同軸ヘリシティ入射(CHI)の繰り返しによる ST プラズマの電流立上げと準
定常維持を目指した初期実験として，ダブルパルス CHI(D-CHI)実験を行った．部分的
抵抗減衰過程において，2 回目の CHI を行う事で，プラズマが再び電流駆動過程へ移
行し，磁気軸の移動やトロイダル電流密度分布の変化が確認された．6.2 節ではシング
ルパルス CHI 実験との比較を行い，2 回目の CHI によってプラズマの放電時間が伸長
し，線平均電子密度とポロイダル磁束が長時間維持される事から，2 回目の CHI が ST
配位の形成ではなく，プラズマの維持に影響を与える事が確認された．6.3 節では各径
におけるドップラーイオン温度，電子温度の時間発展を示し，2 回目の CHI によるド
ップラーイオン温度，電子温度・密度の径方向分布の変化を示した．2 回目の CHI に
よって，閉じた磁束領域から Separatrix 領域にかけてドップラーイオン温度が 5–15 eV
から 20–30 eV に増加し，この時間帯において電子温度が変化しない事からイオンの選
択的加熱が観測された．また，電子密度も電子温度と同様に変化が無く，センタース
タック付近の OFC 領域において急峻な密度勾配が形成されている事が確認された． 
 6.4.1項では2回目のCHIを行うタイミングを変化させた際のプラズマの維持時間と
電流増幅率の評価を行った．2 回目の CHI を行うタイミングを t = 1.5 ms と t = 2.5 ms
で比較したところ，t = 2.5 ms で 2 回目の CHI を行うとプラズマ維持時間が長くなる，
もしくは電流増幅率が大きくなる事が見出された．2 回目の CHI のタイミングを 1 ms
遅らせる事でプラズマ維持時間が 1 ms 以上伸長する事を見出し，2 回目の CHI がプラ
ズマの電流駆動と電流維持の両方に寄与する事を明らかにした． 
 6.4.2 項では外部磁場を変化させた場合の D-CHI の特性評価を行った．外部トロイ
ダル磁場コイル電流 ITFを 0–160 kA に変化させると，ITF < 100 kA では，プラズマ電流
と線平均電子密度はトロイダル磁場コイル電流の変化に対応する事が見出された．一
方で，ITF > 100 kA の領域では 2 回目の CHI 後のプラズマ電流及び線平均電子密度が
飽和しており，シングルパルス CHI 実験における ST プラズマの外部磁場特性と同様
の傾向を示す事を見出した． 
 6.4.3 項では 2 回目の CHI によるイオンの選択的加熱についての考察を行った．イオ
ンの選択的加熱の原因としてイオンフローのダンピングによる粘性加熱が予想され，
E × B ドリフトを形成する径方向電場とトロイダル・ポロイダル方向のイオンフロー
の径方向分布の変化を評価した．イオン加熱の行われる時間帯において，径方向電場
は Separatrix 領域からセンタースタック付近にかけて大きく変化しており，E × B ドリ
フトの駆動が確認された．また，この時間帯において，R ~ 0.3 m の領域におけるトロ
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イダル・ポロイダル方向のイオンフローが駆動され，イオン加熱の行われる R ~ 0.2 m
の領域にかけて大きなフローシアーが形成される事が見出された．これらイオンフロ
ーの駆動によって発生する粘性摩擦によってイオンが選択的に加熱される事が見出さ
れた．  
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第7章 総括 
 本研究は HIST 装置において，同軸ヘリシティ入射(CHI)の有用性と新たな可能性の
追求を行い，その時に観測される物理現象の解明を目的として，CHI による球状トー
ラス(ST)プラズマの生成・維持に関する研究を行った．本研究を行う上で，プラズマ
内部のイオン温度を空間的に計測する為に多点ドップラー分光計測(M-IDS)システム
の開発を行い，その有用性を第 4 章に示した．CHI による ST プラズマの電流立上げ
方式として提案されたトランジェント CHI 実験を実施し，プラズマの内部状態の計測
から安定性の評価やイオンの加熱機構についての考察を行い，第 5 章に示した．CHI
によるプラズマの準定常維持を目指したダブルパルス CHI による ST プラズマの特性
を示し，発生する物理現象についての考察を行い，第 6 章に示した． 
 本研究で得られた各章の結果についてまとめると以下の様になる． 
 第 4 章ではドップラー分光計測法について示し，多チャンネル光電子増倍管(MAPM 
T)を用いた単点イオンドップラー分光計測システム及び開発した多点イオンドップラ
ー分光計測システムの性能評価及び磁場閉じ込めプラズマへの適用結果を述べた． 
 開発した多点イオンドップラー分光計測システムについて，標準光源を用いて性能
評価を行ったところ，以下の様な性能を持つシステムである事を確認した． 
1. 分光器の入射スリット幅を変化させて M-IDS システムの受光感度と装置半値の
評価を行った．入射スリットを 0.08 mm 以上とした際に受光感度が飽和し始め，
装置半値は約 0.03 nm となり，検出部に MAPMT を持つ従来のドップラー分光
計測システムと同程度である． 
2. 1 チャンネルずつ光ファイバーに光を入れる事で光ファイバー間のクロストー
クを評価した．空間方向の各画素におけるクロストークは 10%以下であり，ド
ップラー分光計測法を適用する空間方向の信号の和においては，算出したクロ
ストークは 3%以下となった．この事から，開発した M-IDS システムはクロス
トークが無視できるシステムである． 
 以上の性能を持つ M-IDS システムを HIST 装置におけるトランジェントCHI実験及
び HIT-SI3 装置における定常誘導ヘリシティ入射実験に適用した． 
 HIST 装置において，計測周波数 25 kHz の時に 8 チャンネルの視線の内，トロイダ
ル方向において最小計測径 Rmin ≦ 0.29 m の領域における 5 つの視線と径方向の計測
視線の計 6 の視線における同時計測に成功した．計測の可能な全ての視線において良
好なフィッティングが得られ，本システムによってドップラーイオン温度とフローの
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空間分布計測が可能である事を実証した．また，従来の MAPMT を用いた IDS 計測で
は困難であった放電初期の電気的ノイズの大きい時間帯における IDS計測を実現した．
HIT-SI3 装置においては計測周波数 61 kHz において磁気軸より装置中心領域側の領域
において 6 チャンネルのトロイダル方向及び対向する 2 つのポロイダル計測点の計 8
つの点における M-IDS 計測を実現し，3 つのヘリシティインジェクターの入力電流位
相差の変化によるドップラーイオン温度・フロー分布の特性を評価した．これにより，
インジェクター入力電流位相差 120°の放電において，局所的なトロイダル電流の周期
に対してドップラーイオン温度・フローの分布が周期的に変化する事を見出した． 
 第 5 章では HIST 装置においてトランジェント CHI(T-CHI)を適用し，ドップラーイ
オン温度，電子温度・密度の計測とバイアス磁束の変化から T-CHI における特性を評
価した．低バイアス磁束時におけるドップラーイオン温度及び電子温度・密度の径方
向分布を評価した．これにより，入射過程においてドップラーイオン温度がセンター
スタック付近の OFC 領域に集中し，その後拡散し，均一化する事が見出された．また，
抵抗減衰過程においては全体的に電子温度がドップラーイオン温度よりも高くなる事
が明らかになった． 
 T-CHI 放電に対する考察として，バイアス磁束を変化させた際，プラズマ電流及び
ドップラーイオン温度が Bubble-Burst 電流の増加によって減少する事がわかり，総ポ
ロイダル磁束量は磁気ヘリシティ入射量の増加に伴って増加する事が確認された．特
にプラズマ電流は，低バイアス磁束時では 100 kA を超えるプラズマを生成するが，高
バイアス磁束時ではプラズマ電流が 60 kA 程度まで減少した．バイアス磁束の変化に
対して閉じたポロイダル磁束量や電子温度は変化が無く，低バイアス磁束時ではドッ
プラーイオン温度が電子温度よりも高くなる事が見出された．また，バイアス磁束を
増加させると総ポロイダル磁束に対して閉じたポロイダル磁束が占める割合が 30%か
ら 25%へ減少する事が確認された． 
 低バイアス磁束時において発生するプラズマの不安定性の解析としてトロイダルモ
ードの計測を行い，OFC 領域におけるトロイダル電流密度の急激な増加によってトロ
イダルモード n = 1 が成長し，キンク不安定性が発生する事が確認された．この不安
定性の発生により，ドップラーイオン温度と電子密度が急激に減少するが，再び安定
化すると電子密度は元の大きさに戻る事が見出された．また，ドップラーイオン温度
が元の大きさに戻らない理由としては電子との熱緩和等の影響が考えられる． 
 磁気ヘリシティの評価を鎖交する磁束の積からと，MCPG からの入射量と減衰時間
からそれぞれ求め，比較を行った．磁気ヘリシティの減衰時間をK = 50s とすると，
各値が抵抗減衰過程において一致する事が確認された．入射過程と維持過程において，
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各値が一致しない理由としては，MCPG 内で生成されたプラズモイドが FC 内へ噴出
されるまでに時間がかかる事が考えられる．また，磁気ヘリシティの減衰時間をポロ
イダル磁束の減衰時間から評価したところ，減衰過程におけるポロイダル磁束の減衰
時間が約 100 s となり，MCPG からの入射量と減衰時間から磁気ヘリシティの解析を
行った際のヘリシティの減衰時間(K = 50s)が妥当である事を示した． 
 第 6 章では CHI の繰り返しによる ST プラズマの電流立上げと準定常維持を目指し
た初期実験として，ダブルパルス CHI(D-CHI)実験を行った．部分的抵抗減衰過程にお
いて，2 回目の CHI を行う事で，プラズマが再び電流駆動過程へ移行し，磁気軸の移
動やトロイダル電流密度分布の変化が確認された．シングルパルス CHI 実験との比較
においては，2 回目の CHI によってプラズマの放電時間が伸長し，線平均電子密度と
ポロイダル磁束が長時間維持される事が確認された．この事から，2 回目の CHI が ST
配位の形成ではなく，プラズマの維持に影響を与える事が確認された．各径における
ドップラーイオン温度，電子温度の時間発展を示し，2 回目の CHI によるドップラー
イオン温度，電子温度・密度の径方向分布の変化を示した．2 回目の CHI によって，
閉じた磁束領域から Separatrix 領域にかけてドップラーイオン温度が 5–15 eV から 20–
30 eV に増加し，この時間帯において電子温度が変化しない事からイオンの選択的加
熱が観測された．また，電子密度も電子温度と同様に変化が無く，OFC 領域において
急峻な密度勾配が形成されている事が確認された． 
 D-CHI の考察として，2 回目の CHI を行うタイミングを変化させた際のプラズマの
維持時間と電流増幅率の評価を行った．2 回目の CHI を行うタイミングを t = 1.5 ms
と t = 2.5 ms で比較したところ，t = 2.5 ms で 2 回目の CHI を行うとプラズマ維持時間
が長くなる，もしくは電流増幅率が大きくなる事が見出された．2 回目の CHI のタイ
ミングを 1 ms 遅らせる事でプラズマ維持時間が 1 ms 以上伸長する事を見出し，2 回
目の CHI がプラズマの電流駆動と電流維持の両方に寄与する事を明らかにした． 
 また，外部トロイダル磁場コイル電流 ITFを 0–160 kA に変化させると，ITF < 100 kA
では，プラズマ電流と線平均電子密度はトロイダル磁場コイル電流の変化に対応する
事が見出された．一方で，ITF > 100 kA の領域では 2 回目の CHI 後のプラズマ電流及
び線平均電子密度が飽和しており，シングルパルス CHI 実験における ST プラズマの
外部磁場特性と同様の傾向を示す事を見出した． 
 イオンの選択的加熱の原因としてイオンフローのダンピングによる粘性加熱が予想
され，E × B ドリフトを形成する径方向電場とトロイダル・ポロイダル方向のイオン
フローの径方向分布の変化を評価した．イオン加熱の行われる時間帯において，径方
向電場は Separatrix 領域からセンタースタック付近にかけて大きく変化しており，E × 
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B ドリフトの駆動が確認された．また，この時間帯において，R ~ 0.3 m の領域におけ
るトロイダル・ポロイダル方向のイオンフローが駆動され，イオン加熱の行われる R ~ 
0.2 m の領域にかけて大きなフローシアーが形成される事が見出された．これらイオ
ンフローの駆動によって発生する粘性摩擦によってイオンが選択的に加熱される事が
明らかになった． 
 本研究を通じて，開発した高速カメラを用いた多点ドップラー分光計測システムは
光電子増倍管を用いたドップラー分光計測システムと同程度の性能を持つ事が示され，
磁場閉じ込めプラズマに対して多点同時計測の可能な分光計測システムである事が示
された． 
 非誘導な電流立上げ方式として期待されている T-CHI による ST プラズマの生成に
ついて，プラズマ電流とポロイダル磁束がそれぞれ異なる理論式に依存して影響を受
ける事が明らかになった．また，低バイアス磁束時において，OFC 領域におけるトロ
イダル電流密度の集中により，トロイダルモード n = 1 のキンク不安定性が発生する
事を見出し，これに伴いドップラーイオン温度，電子密度の減少が明らかになった．
更に，CHI の特徴として磁気ヘリシティバランスの評価を行うと，鎖交する磁束の積
と，ヘリシティ入力量とその減衰から求まる磁気ヘリシティが一致する事を示した． 
 CHI の新たな可能性として，準定常維持を目指した D-CHI においては生成される
ST プラズマの外部磁場特性を示す事でシングルパルス CHI と同様にトロイダル磁場
の増加に伴い，プラズマ電流と線平均電子密度が増加し，飽和する事を示した．また，
2 回目の CHI によって発生するイオンの選択的加熱について，イオンフローのダンピ
ングによる粘性加熱が発生している事を明らかにした． 
 本研究の遂行によって小型で低コストの核融合炉開発に向けた CHI を用いた ST プ
ラズマの生成・維持に関する理解が深まったと考えられる．本研究で得られた成果は
核融合炉の開発に直ちに影響を与えるものではないが，ST プラズマを用いた核融合炉
の開発に向けた中型 ST 装置である NSTX 装置における CHI 実験へのフィードバック
が可能である．特に，第 5 章で示したバイアス磁束の変化に伴う生成プラズマの安定
性の制御は電流立上げ初期の放電条件の最適化を行う上で有用な指標となると考えら
れる．また，CHI の繰り返しによってプラズマ電流が増加し，イオンが選択的に加熱
される事は非誘導電流立上げによる核融合プラズマの第 1 ランプアップまでの過程を
CHI のみで行う事ができる可能性を示した事になる．NSTX 装置を始め，今後開発さ
れる中・大型の ST プラズマへ M-CHI を適用する事でこれを見定める事ができると考
えられる．
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[2] 「HIST 球状トーラス装置におけるダブルパルス CHI 電流駆動実験」 
花尾隆史 
第 52 回プラズマ若手夏の学校 ，神奈川県三浦市，平成 25 年 9 月 3 日 
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